










































































































委員長   総務研究官           桑原 輝隆 
委 員   総務課            手代木祐一 
研究グループ       近藤 章夫 
研究グループ       上野  泉 
調査研究グループ     治部 眞里 
調査研究グループ     東田 尚子 
調査研究グループ     青木 勝一 
科学技術動向研究センタ  ー   池田 一壽 
科学技術基盤調査研究室    石橋 英二 
企画課            宮本 祐吾 





（2006年 4月 18日～5月 7日 於：国立科学博物館）
［PCST-9協賛国際シンポジウム］
「科学を語り合う―サイエンスコミュニケーションの方法と実践」
（2006年 5月 23日 於：日本大学カザルスホール）
［国際コンファレンス「半導体の発展とイノベーション」］
（2007年 1月 10日～11日 於：三田共用会議所）
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特記すべきは、2007 年 6 月には長期戦略指針「イノベーション 25」が閣議決定されたことです。
科学技術政策研究所は、その検討の開始段階からイノベーション 25 戦略会議（黒川清座長）や内







また、2006 年度には 5年毎に実施している機関評価（第 3回目）を実施し、それに伴って今後















  2007 年 11 月 
 
                          科学技術政策研究所 





































































催している他、国際会議を 1年間に 1～2回程度開催している。 
 
(3)組 織 
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(3)組 織 
 2007年 3月末における当研究所の組織と任務は下のとおり。 
2006年度末定員   53名 
同年度客員総括・主任研究官 計   3名 
同年度客員研究官      計 107名（客員研究協力官を除く） 
同年度国際客員研究官    計   5名 


























































































































富澤 宏之（2006年 4月併任（第2研究グループ主任研究官より）） 
第2研究グループ客員総括主任研究官： 
永田 晃也（2006年 4月委嘱（九州大学大学院助教授より）） 
第2調査研究グループ総括上席研究官： 
今井 寛（2006年 4月併解（第1調査研究グループ総括上席研究官より）） 
第2調査研究グループ総括上席研究官心得： 
渡辺 政隆（2006年 4月命（第2調査研究グループ上席研究官より）） 
第3調査研究グループ総括上席研究官： 
桑原 輝隆（2006年 4月併任（総務研究官）） 
第3調査研究グループ総括上席研究官： 
渡邊 康正（2006年 5月配置換（研究開発局海洋地球課地球・環境科学技術推進室より）） 
第1調査研究グループ総括上席研究官： 
今井 寛（2006年 6月辞任（7月より筑波大学へ）） 
企画課長：犬塚 隆志（2006年 7月出向（研究開発局付へ）） 
松室 寛治（2006年 7月配置換（科学技術・学術政策局原子力安全課放射線規制室より） 
第1調査研究グループ総括上席研究官： 
佐藤 真輔（2006年 7月配置換（研究開発局付より）） 
第2調査研究グループ総括上席研究官心得： 
渡辺 政隆（2007年 3月任期満了（科学技術動向研究センター上席研究官へ）） 
第2調査研究グループ総括上席研究官： 
佐藤 真輔（2007年 3月併任（第1調査研究グループ総括上席研究官より）） 
(4)予 算 
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(4)予 算 
2006年度の予算を以下に示す。                                            （単位：千円） 
事   項 予  算  額 備   考 






1.人 件 費 451,591 427,550 平成18年度（2006年度）末定員 
53名 

























    57,170    100,091 主に第 1～3 調査研究グループの調査
研究活動に係る経費 






合       計 903,309 917,272  
(5)1 年間の主な活動 
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(5)1 年間の主な活動 
 ①調査研究成果 
 2006 年度においては、「2025 年に目指すべき社会の姿」など 4 本の NISTEP REPORT を取りま
とめた。「忘れられた科学―数学～主要国の数学研究を取り巻く状況及び我が国の科学における
数学の必要性～」を POLICY STUDY として取りまとめた。「科学技術指標」や「理数系コンテス
ト・セミナー参加者の進路等に関する調査」など 11 本の調査資料に取りまとめた。「全国イノ









・ジョージ・メイソン大学（米国） 2006 年 6 月 20 日更新 
・ジョージア工科大学（米国） 2006 年 9 月 1 日更新 
・マンチェスター大学工学科学技術政策研究所（英国） 2006 年 9 月 1 日締結 
・スウェーデン・イノベーションシステム庁（VINNOVA） 2006 年 11 月 1 日更新 
・中国国家科学技術部科学技術発展中心（NRCSTD）（中国） 2006 年 8 月 1 日更新 
   
(イ) 2006 年度においては、以下の国際会議を開催した。 
・PCST－9 協賛国際シンポジウム「科学を語り合う サイエンスコミュニケーションの方法
と実践」 
 2006 年 5 月 23 日開催（於 日本大学カザルスホール） 
・アジア科学技術フォーラム～アジアの持続的発展に向けた科学技術の挑戦～ 
 2006 年 9 月 8 日開催（於 東京コンファレンスセンター） 
・持続可能な社会のための科学と技術に関する国際会議 2006 グローバル･イノベーション・
エコシステム 
 2006 年 9 月 8～9日開催（於 国立京都国際会館） 
・国際コンファレンス「半導体産業の発展とイノベーション」 
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3. 機関評価委員会 
 科学技術政策研究所では、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（2005 年 3 月 29 日内閣総
理大臣決定）、「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」（2005 年 9 月 26 日文部科学
大臣決定）を踏まえ、研究所の機関としての運営全般の評価等を行うために、今回で通算 3 回目





 また、機関評価は、外部有識者による機関評価委員会（委員長：池上 徹彦 前会津大学学長）
により実施された。 



















成果に大きな進展があったと結論づけ、報告書「科学技術政策研究所 平成 17 年度機関評価の結
果について」（平成 2006 年 6 月科学技術政策研究所機関評価委員会）が取り纏められ、2006 年 6
月 27 日付けで、池上委員長より、國谷所長あてに報告がなされた。 
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科学技術政策研究所機関評価委員会委員 
委員長 池上 徹彦 (独)産業技術総合研究所理事・宇宙開発委員会委員 
委員 相澤 益男 国立大学法人東京工業大学学長 
 小林  健 日本政策投資銀行中国支店長 
 隅蔵 康一 国立大学法人政策研究大学院大学助教授 
 高橋真理子 朝日新聞社科学医療部次長 
 都河 明子 国立大学法人東京医科歯科大学留学生センター 
 中島 尚正 (独)産業技術総合研究所理事・臨海副都心センター所長 
 中村 道治 (株)日立製作所執行役副社長 
 原山 優子 国立大学法人東北大学工学研究科技術社会システム専攻教授 
 若杉 隆平 慶應義塾大学経済学部経済学研究科教授 
 
（検討経過） 





2005 年 12 月 28 日（水） 第 2回機関評価委員会 
 ○行政部局関係者よりヒアリング 
   内閣府 林  幸秀 政策統括官（科学技術政策担当） 
   文部科学省 科学技術・学術政策局 河村 潤子 科学技術・学術総括官 
   内閣府経済社会総合研究所 有本 建男 総括政策研究官 
 




2006 年 3 月 2 日（木） 第 4回機関評価委員会 
 ○機関評価報告書骨子案検討 
 
2006 年 3 月 29 日（水） 第 5回機関評価委員会 
 ○機関評価報告書取りまとめ 
 

























 2006 年 9 月の安倍総理大臣所信表明において、2025 年までの長期戦略指針としてイノベーシ
ョンを議論する方針が示された（いわゆる「イノベーション 25」）。2006 年 10 月には、高市イ










 本調査研究では、イノベーション 25 戦略会議が示したイノベーションの定義及び検討の視点
に基づいて、2025 年に目指すべき社会の姿の検討を行った。 




































































































 2007 年 1 月末に開催されたイノベーション 25 戦略会議第 6 回会合において報告を行い、そ
の後、2月初旬に分野別の将来像をとりまとめた中間報告書を提出した。調査結果は、「イノベ




[1] 科学技術動向研究センター，「2025 年に目指すべき社会の姿 ―「科学技術の俯瞰的予測
調査」に基づく検討― NISTEP Report No.101，2007 年 3 月． 
 
(2)イノベーションの測定に向けた基礎的調査 





 我が国では第 3 期科学技術基本計画、「イノベーション 25」の策定等、海外でも「パルミサ
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(3)世界トップクラスの研究拠点調査 
永田 晃也（客員総括主任研究官）、上野 彰、上野 泉、大西 宏一郎、 
篠崎 香織（客員研究官）、長谷川 光一（客員研究官）、 
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(4)科学技術に対する国民理解のための広報コンテンツの整備：日本のナノテクノロジー・材料戦
略 














③広報 DVD (日本語版・英語版)の企画・編集・作成業務 
 日本のナノテクノロジー・材料戦略の広報 DVD (日本語版・英語版)の企画・編集・作成を
行う。 
③広報 Web コンテンツ(日本語版・英語版)の企画・編集・作成業務 







 安宅 龍明  オリンパス株式会社 未来創造研究所 テーマコーディネーター 
○岡田 益男  東北大学 大学院工学研究科 教授 
 梶谷 文彦  岡山大学 特命教授 ／ 川崎医療福祉大学 教授 
 坂井 滋和  早稲田大学大学院国際情報通信研究科 教授 
 田中 一宣  独立行政法人産業技術総合研究所 フェロー 
 中村 雅美  株式会社日本経済新聞社 集委員 
◎中村 道治  株式会社日立製作所 代表執行役 執行役副社長 
 兵藤 知明  独立行政法人物質・材料研究機構 企画調査室 次長 
 細野 秀雄  東京工業大学 フロンティア創造共同研究センター 教授 
 美馬 のゆり 公立はこだて未来大学 システム情報科学部 教授 
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4.進捗状況 
○編集委員会の開催 
第 1回（2006 年 10 月 4 日）： ナノテク広報コンテンツ作成の進め方について 
第 1回（2006 年 10 月 4 日）： ナノテク広報コンテンツ作成の基本方針について 
第 1回（2006 年 10 月 4 日）： ナノテク広報コンテンツの基本構成について 
第 2回（2006 年 11 月 21 日）：冊子、DVD、Web コンテンツの各構成について 
第 3回（2007 年 1 月 29 日）： 冊子原稿案について 
第 3回（2007 年 1 月 29 日）： DVD シナリオ案について 
 
5.論文公表等の研究活動 
 2006 年 3 月、科学技術政策研究所企画・制作、内閣府監修で以下の広報コンテンツを作成。 
・日本語版冊子「劇的進化！変わる未来はすぐそこに True Nano」 
・英語版冊子「Dramatic evolution! Realization of the evolving future is coming soon. 
True Nano」 
・日本語版 DVD「小さな小さな大発明 日本のナノテクノロジー・材料分野」 
・英語版 DVD「 Great inventions on a Very, Very Small Scale: Research Field of 










東京都上野にある国立科学博物館（4 月 18 日から 5 月 7 日）、東京都西東京市にある多摩六都科
学館（9月 23 日から 10 月 15 日）、福岡県北九州市にある海峡ドラマシップ（11 月 1 日から 11 月
30 日）にて、「ナイスステップな研究者展」を開催することにより紹介した。 


















































理由は、「NEC 社のスーパーコンピュータ SX シリーズの設計におけるリーダーとしての功績」、そ
して「特に、世界のスーパーコンピュータ性能ランキング TOP500 で 2002 年から 2004 年まで世界
最高速のスーパーコンピュータであった『地球シミュレータ』の設計」である。渡辺氏は NEC に
おいてスーパーコンピュータの開発に長年貢献し、1983 年には当時の世界最高速のスーパーコン













つ細胞に戻す、いわゆる「初期化」に必要な遺伝子をマウスの ES 細胞から 4つ発見し、これらの
遺伝子をマウスの皮膚細胞に導入することにより、ES 細胞によく似た性質をもった誘導多能性幹
細胞（iPS 細胞）を世界で初めて作製した。この手法が確立すれば、今後はヒトの受精卵やクロ
ーン胚から作製される ES 細胞を必要としないため、生命倫理上の問題を回避できる可能性がある。 















 板垣氏は、2005 年に 4 個（通算 16 個）の超新星を発見し、日本におけるそれまでの超新星発









































れ、2005 年 3 月に完成した。2006 年からは本格的運用が開始されており、1970 年代の鉄筋コン










     北野共生システムプロジェクト総括責任者、







わせるという RoboCup 活動が提案された。その後、RoboCup は国際的なフェデレーション（スイ
ス法人）が創設され、また日本委員会が NPO として設置された。2005 年には第 9回 RoboCup 世界











































  “Communicating Science:The Method and Practice of Science Communication” 
 
会議名称：「科学を語り合う：サイエンスコミュニケーションの方法と実践」 
開催期間：2006 年 5 月 23 日（火） 
会  場：日本大学カザルスホール 
主  催：文部科学省科学技術政策研究所 
共  催：ブリティッシュ・カウンシル 
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〔講演者／モデレータ／演者〕※発言順 
○欧州委員会 
パトリック・ヴィッテ・フィリップ 欧州委員会研究総局 広報担当官 
○英国 
リチャード・ホリマン 英国オープンユニバーシティー 講師 
アン・グランド 英国ジュニア・サイエンスカフェ 副代表 
○日本 
國谷  実 科学技術政策研究所 所長 
小林 傳司 大阪大学コミュニケーションデザイン・センター 教授 
佐々 義子 くらしとバイオプラザ 21 主任研究員 
田邊 玲奈 国立科学博物館学習課 
高田 浩二 海の中道海洋生態科学館（マリンワールド海の中道）館長 
渡辺 政隆 科学技術政策研究所 総括上席研究官 


















     ―グローバル・イノベーション・エコシステム―」 
開催期間：2006 年 9 月 8日（金）～9日（土） 
会  場：国立京都国際会館 








 日本学術会議が 2003 年から毎年開催している「持続可能な社会のための科学と技術に関する
国際会議」の一貫として開催されたものであり、2006 年はイノベーションをテーマに NISTEP
を含む４機関に主催機関を増やし、2日間にわたって会議を開催した。2日間で延べ約 250 人（う
ち招聘者 44 人（海外 23 人（12 カ国）））の参加者により、グローバル・イノベーション・エコ
システムに関する議論が展開された。 
 会議 1日目は、石倉洋子氏（一橋大学国際企業戦略研究科教授・日本学術会議副会長（当時））、


















  ―グローバル・イノベーション・エコシステム― 
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という共通認識のもとに意見交換する極めて有意義な会議であった。なお、2007 年以降も継続





ンター教授）、Swan Gin Beh（シンガポール経済開発庁バイオサイエンス局長）、Brahma Chellaney
（印・政策研究センター教授）、Xiangdong Chen（中・北京航空航天大学教授）Dominique Foray
（スイス．連邦工科大学ローザンヌ校(EPFL)教授）、Luke Georghiou（英・マンチェスター大学










会議所会頭）、西ヶ廣 渉（日本学術会議事務局長）、尾池 和夫（京都大学総長）、岡山  純子
（科学技術振興機構研究開発戦略センターアソシエイトフェロー）、Maria Joao Rodrigues（欧
州委員会社会科学諮問グループ長（第 6次 R&D フレームワークプログラム））、Nathan Rosenberg
（米・スタンフォード大学経済学名誉教授）、齊藤  元章（米・テラリコン・インコーポレイテ
ッド代表取締役社長）、Lennart Stenberg（スウェーデン・イノベーションシステム庁戦略開発
課シニア・アドバイザー）、武田 健二（理化学研究所理事）、田中  伸男（OECD 科学技術産業
局長）、冨山 和彦（株式会社産業再生機構代表取締役専務）、Ca Ngoc Tran（ベトナム科学技




Poh Kam Wong（シンガポール国立大学起業家センター長）、鎗目 雅（東京大学大学院新領域創
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(3)国際コンファレンス’07「半導体産業の発展とイノベーション」 
 
会議名称：NISTEP International Conference 2007「半導体産業の発展とイノベーション」 
     NISEP Research Seminar「半導体産業の国際競争力とイノベーション」 
開催期間：2007 年 2 月 8日（木）、9日（金） 
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〔国内外招聘者〕 
○海外（アルファベット順） 
Lee Branstetter 米国カーネギーメロン大学 准教授 
Pao-Long Chang 台湾逢甲大学 教授 
Youngrak Choi 韓国公共技術研究會 理事長 
Kenneth Flamm 米国テキサス大学オースティン校 教授 
Bronwyn H. Hall 米国カリフォルニア大学バークレイ校 教授 
Joung-hae Seo 韓国慶北大学 教授 
William Spencer SEMATECH（米国半導体コンソーシアム）元会長 
○国内（五十音順） 
伊藤  達  (株)ルネサステクノロジ 代表取締役会長&CEO 
後藤  晃  東京大学先端科学技術研究センター 教授 
榊  裕之  東京大学生産技術研究所 教授 
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8. 調査研究活動の概要 
(1)第 1 研究グループ 
研究課題 1 
我が国半導体産業における国際競争力の決定要因に関する調査研究
中馬 宏之（客員総括主任研究官）、近藤 章夫、深野 俊昭、伊藤 秀史（客員研究官）、 
小池 和男（客員研究官）、神津 英明（客員研究官）、古賀 款久（客員研究官）、 
須賀 晃一（客員研究官）、角南 英夫（客員研究官）、橋本 哲一（客員研究官）、 
























必要に応じて、国内外のデバイス・装置・材料メーカーの海外拠点やベルギーの IMEC や SEMATEC






(1)第 1 研究グループ 
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にわたる日米独韓メーカー製 DRAM 量産品に関する詳細な（電子顕微鏡を用いた）解析レポート
の分析、(2)数十年にわたる DRAM 関連の日米特許や ISSCC（International Solid-State Circuit 



























米国 Lam Research、Daifuku 等の半導体製造装置メーカーのエンジニア・サイエンティスト
への聞き取り調査。(c)JSR（旧日本合成ゴム）、東京応化等の半導体材料（レジスト）メーカ
ーのエンジニア・サイエンティストへの聞き取り調査。(d)STARC、MIRAI、ASPLA、CASMAT、
SEMATEC、NY Albany Nanotec. Center、IMEC 等の半導体 R&D コンソーシアムのエンジニア・
サイエンティストへの聞き取り調査。 
[2] 各種データベースの整理状況 
 70 年代以降における日本・米国・韓国の半導体メーカーの DRAM 特許情報に関するデータ
ベースの構築が完了した。70 年代以降における我が国半導体メーカーの応用物理学会・電気
情報通信技術学会におけるデータベースの構築についても完了した。70 年代以降における国
(1)第 1 研究グループ 
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際的に著名な IEDM（IEEE International Electron Device Meeting）における掲載全論文デ
ータベース構築についても完了した。60 年代以降における ISSCC（IEEE International 
Solid-State Circuits Conference）における掲載全論文データベース構築については、IEEE



















『RIETI ディスカッションペーパー』06-J-043，2006 年 5 月． 
[2] 近藤 章夫，「半導体デバイス産業における工場規模の分極化とその政策的含意」，『研究・
技術計画学会第 21 回年次学術大会講演要旨集Ⅱ』，pp.719－722，2006 年 10 月． 
[3] Chuma, H., T. Matsubae, M. Okuno-Fujiwara, H. Takizawa and Y. Watanabe, “Information 
Sharing in Joint Research and Development,” 『国際コンファレンス 2007 半導体産業の発
展とイノベーション』，pp.163－173，2007 年 2 月． 
[4] 中馬 宏之，「日本の半導体生産システムの競争力弱化要因を探る：Papert’s Principle の
視点から」，『認知科学』第 14 巻第 1号，2007 年 3 月． 
[5] 中馬 宏之・橋本 哲一，「日本はなぜ DRAM で世界に敗れたのか：その敗因の根幹を検証
する（1）」，『日経マイクロデバイス』2007 年 3 月号，pp.41－47． 
[6] 中馬 宏之，「特集 サイエンス・イノベーションの時代」，『一橋ビジネスレビュー』2007
年春号.SPR.（54 巻 4 号），pp.4－5，2007 年 3 月． 
[7] 中馬 宏之・橋本 哲一，「ムーアの法則がもたらす複雑性と組織限界―DRAM ビジネス盛
衰の現代的意義―」，『一橋ビジネスレビュー』2007 年春号.SPR.（54 巻 4 号），pp.22－45，2007
年 3 月． 
[8] 中馬 宏之・藤村 修三・川越 敏司・松八重泰輔・奥 野正寛・瀧 澤弘和・渡邊 泰
(1)第 1 研究グループ 
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典・横山  泉，「共同研究開発における情報共有」，『RIETIディスカッションペーパー』07-J-013，
2007 年 3 月． 
[9] 中馬 宏之・橋本 哲一，「日本はなぜ DRAM で世界に敗れたのか：その敗因の根幹を検証
する（2）」，『日経マイクロデバイス』2007 年 4 月号，pp.43－50． 
[10]Chuma, H. and N. Hashimoto, “Moore’s Law, Increasing Complexity and Limits of 
Organization:Modern Significance of Japanese DRAM ERA,” 『NISTEP Discussion Paper』No.44，
2007 年 3 月． 
 
(1)第 1 研究グループ 
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研究課題 2 
日本のイノベーションɆ全国イノベーション調査データに基づく分析ならびに統計調査関連活動
中馬 宏之、伊地知 寛博（客員研究官）、岩佐 朋子（客員研究官）、 
小田切 宏之（客員研究官）、古賀 款久（客員研究官）、後藤 晃（客員研究官）、 































旨集Ⅰ』，pp.135－138，2006 年 10 月． 
[2] 伊地知寛博・小田切宏之，「全国イノベーション調査による医薬品産業の比較分析」，『NISTEP 
Discussion Paper』No.43，2006 年 12 月． 
[3] Ijichi, T., “Measuring Non-technological Innovation:Experience from the Japanese 
Innovation Survey,” Proceedings of the 32nd CEIES Seminar ‘Innovation Indicators – More 
Than Technology?’, Århus, Denmark, 5–6 February 2007, to be published. 
(1)第 1 研究グループ 
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研究課題 3 
ハイテクベンチャー企業の技術戦略と支援制度に関する分析


































[1] 近藤 章夫・永野 良紀・大八木英夫，「地理情報と空間データ分析―デジタルアーカイブ
化の先へ―」，日本大学文理学部編『デジタルアーカイブの活用と諸問題』，pp.125－148，2006
(1)第 1 研究グループ 
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年 4 月． 
[2] 近藤 章夫，「研究開発組織の『型』―計量分析によるベストプラクティスの探索―」，第
13 回東大技術経営フォーラム，2007 年 2 月． 
[3] Kondo, A. and D. Kanama, “Problems and Limits of Japan’s Venture Creation System: 
A Case Study on Science-based Industries,” mimeo, 2007 年 2 月． 
[4] Kondo, A. and D. Kanama, “Barriers to Innovation in Research and Development in the 
Field of Nanotechnology,” mimeo, 2007 年 3 月． 
(1)第 1 研究グループ 
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その他の活動 
○「外部委員会、講師」について 
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(2)第 2 研究グループ 
研究課題 1 
イノベーションシステムの制度分析
永田 晃也（客員総括主任研究官）、上野  彰、大西 宏一郎、リー・ウルガー、 






























の測定に向けた基礎的調査」の 2006 年度報告書に寄稿した。 
 
5.論文公表等の研究活動 
[1]Lee Woolgar, “A Comparative Assessment of Training Courses for Knowledge Transfer 
Professionals in the United States, United Kingdom and Japan” November 2006, Discussion 
Paper No.42 
(2)第 2 研究グループ 
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研究課題 2 
日本企業における研究開発の国際化の現状と変遷























[1]上野  泉・近藤 正幸・永田 晃也，「日本企業における研究開発の国際化の現状と変遷」，
研究・技術計画学会第 21 回年次学術大会・講演要旨集，pp.1172－1175，2006 年 10 月 
[2]上野  泉・近藤 正幸・永田 晃也，「日本企業における研究開発の国際化の現状と変遷」，
調査資料―135，2007 年 3 月 
[3]近藤 正幸・富澤 宏之・上野  泉，「日本企業のグローバル特許戦略」『研究 技術 計画』
pp.8－14，2006 
[4] 上野  泉・山下 泰弘・富澤 宏之・近藤 正幸，「中国における論文生産と日中の協力
関係」『研究 技術 計画』pp.70－87，2006 
 
(2)第 2 研究グループ 
 
- 43 - 
研究課題 3 
知識生産システムの構造変化に関する研究
福田 和彦（客員研究官）、近藤 正幸（客員研究官）、中山 保夫（客員研究官）、 
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5.論文公表等の研究活動 
[1] 近藤 正幸，｢産学連携の国公私立比較｣，研究･技術計画学会第 21 回年次学術大会，仙台，
2006 年 10 月 21－22 日． 
[2] Triple Helix VI:6th Biennial International Conference on University, Industry & 
Government Linkages “Emerging Models for the Entrepreneurial University:Regional 
Diversities or Global Convergence”(16-18 May 2007)において関連研究成果を発表予定． 
[3] 細野 光章・中山 保夫・近藤 正幸，「共同研究を介した産学官連携ネットワークの可視
化」，調査資料 136，2007 年 3 月 
 
(2)第 2 研究グループ 
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研究課題 4 
イノベーションを促進する組織的知識の形成と維持に関する研究





































[1] 上野  彰，「イノベーションを促進する組織的知識と戦略的意思決定に関する予備的検
討」」，科学技術社会論学会第 5回年次学術大会，札幌，2006 年 11 月 11 日－12 日． 
(2)第 2 研究グループ 
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研究課題 5 
研究開発統計・指標の質的向上のための研究




























[1] 近藤 正幸・富澤 宏之，特許請求項数の国･技術分野･時期特性別分析，日本知財学会第
4回学術研究発表会講演要旨集，東京，2006 年 6 月 17－18 日，pp.224－227． 
[2] 近藤正幸・富澤宏之・長谷川光一，「特許請求項数の国・技術分野・時期特性別分析」『研
究・技術計画学会 第 21 回年次学術大会』2006 年 10 月 
 
 
(2)第 2 研究グループ 
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業経営者協会「中小企業のための経済・経営セミナー」，2006 年 9 月 
・永田 晃也「知識経営と「信頼」の構築」，The 1st. Knowledge Forum in Kyushu，2007 年 1
月 
・永田 晃也「研究開発組織におけるソーシャル・キャピタル」，科学技術振興機構研究開発戦
略センター，2007 年 1 月 
・永田 晃也「知財政策Ɇ知的財産の価値評価」，事業再生人材育成モデル講座，2007 年 2 月 







研究・技術計画学会理事，2004 年 10 月～2006 年 9 月 
研究・技術計画学会編集委員，2006 年 10 月～ 





・上野  彰 
文部科学省 原子力・エネルギー教育支援事業 「出前科学教室その 2 高校生のための，
地域の原子力・エネルギー学習プログラム」講師派遣（2006 年 11 月より月 1回敦賀高校） 
2007 年 2 月 12 日（月）「高校生のための，地域の原子力・エネルギー学習プログラム 交流
シンポジウム」 ワークショップ・コーディネーター 
・大西宏一郎 
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・田中 史王・永田 晃也，「建築設計における設計者と建築主のコミュニケーションに関する
実証的研究」『技術と経済』NO.477， 2006 
・上野  彰「技術コラム 酒の技術史漫遊」『テクノロジーマネジメント』2007 年 2 月号（隔














式テキスト（3） 戦略的経営課題』，中央経済社，2006 年 
・永田 晃也「技術経営」「研究開発プロセス」「研究開発マネジメント」他 5 項目，二神恭一
編『ビジネス・経営学辞典 第 2版』，中央経済社，2006 年 
・上野  彰「4.3.2 技術伝承」『現代電力技術便覧 21 第 8 編 電力と社会 第 4 章 未来社
会と電力 4.3 技術の導入と伝承』 P.157－160. 財団法人電力科学技術奨励会 編，オーム




査』個票データを用いた産業別分析」，2006 年度日本応用経済学会春季大会，2006 年 6 月 
・井田 聡子・永田 晃也・隅藏 康一，「製薬企業における組織間関係の変化がイノベーショ
ンの決定要因に及ぼす影響」，日本知財学会第四回年次学術研究発表会，2006 年 6 月 
・Akiya Nagata, Knowledge Flow from Scientific Sector to Private Firms:Review on the Policy 
of Technology Transfers in Japan, PICMET '06 Conference, Istanbul, July, 2006 
・Kaori Shinozaki, Akiya Nagata, Management of 'Trust' as Intellectual Property:Analysis 
with a Questionnaire Survey for the Intellectual Property Sector in Pharmaceutical 
Enterprises, PICMET '06 Conference, Istanbul, July, 2006 
・井田 聡子・隅藏 康一・永田 晃也，「製薬企業におけるイノベーションの決定要因—技術
機会に関する分析」，日本機械学会 2006 年度年次大会，2006 年 9 月 
・永田 晃也・篠崎 香織，「化学産業における技術革新の規定要因—技術機会に関する分析」
文部科学省科学研究費補助金特定領域研究「日本の技術革新」第 2 回フォーラム，2006 年 9
(2)第 2 研究グループ 
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月 
・永田 晃也・篠崎 香織・寺野  稔，「石油化学産業におけるイノベーションの決定要因—
技術機会に関する分析」研究・技術計画学会第 21 回年次学術大会，2006 年 10 月 
・篠崎 香織・永田 晃也・寺野  稔，「石油化学産業におけるイノベーションの阻害要因に
関する分析」研究・技術計画学会第 21 回年次学術大会，2006 年 10 月 
・篠崎 香織・永田 晃也・寺野  稔，「石油化学産業のイノベーションにおける「規模」の
影響―研究開発を促進する側面と阻害する側面」，第 1 回次世代ポリオレフィン総合研究会，
2006 年 11 月 
・近藤 正幸・富澤 宏之，「特許請求項数の国・技術分野・時期特性別分析」日本知財学会第
4回学術研究発表会講演要旨集，東京，2006 年 6 月 17－18 日，pp.224－227． 
・近藤 正幸，「産学連携の国公私立比較」研究・技術計画学会第 21 回年次学術大会講演要旨
集，483－486， 仙台，2006 年 10 月 21－22 日． 
・近藤 正幸・富澤 宏之・長谷川光一，「特許請求項数の日米比較」研究・技術計画学会第
21 回年次学術大会講演要旨集，仙台，1080－1083，2006 年 10 月 21－22 日． 
・Kondo, Masayuki, Evolving Roles of Japanese Public Research Institutes, Proceedings 
of 15th IAMOT (CD-ROM), The Fifteenth International Conference on Management of 
Technology, Beijing, May 22-26, 2006. 
・Sen Ueno, “Japan-China Relationship in Co-authored Papers” IAMOT 2006 International 
Conference on Management of Technology  16th International Conference on Management 
of Technology “East Meets West:Challenge and Opportunities in the Era of Globalization”
（Beijing）（2006.5.23） 
・大西宏一郎，「特許生産関数から見た発明報奨制度の導入効果 Ɇパネルデータによる分析」 










(3)第 1 調査研究グループ 
- 51 - 
(3)第 1 調査研究グループ 
研究課題 1 
研究人材のシステムダイナミックス分析


































(3)第 1 調査研究グループ 
 
- 52 - 
研究課題 2 
ポストドクター等の実態に関する調査研究
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5.論文公表等の研究活動 
[1] 「公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状況調査 ―平成 17 年度調査―」 調
査資料―128 （2006 年年 8月公刊） 
[2] 2007 年度、(1)雇用状況調査（2006 年度調査）報告書を作成予定。 
[3] 2007 年度、(2)進路動向調査報告書を作成予定。 
 
(3)第 1 調査研究グループ 
 

































・女性研究者の活躍促進に向けた論点整理（中間報告）を 2007 年 3 月 16 日に実施。 
・2007 年中に報告書（形式未定）を刊行予定。 
・21st Pacific Science Congress （2007 年 6 月、沖縄）において、研究成果の一部を発表予
定。 
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研究課題 4 
我が国における外国人研究者に関する調査










の移動問題を取り上げ、2001 年 6 月に Seminar on International Mobility of Highly Skilled 
Workers をパリで開催、その成果を含め、2002 年に報告書「International Mobility of the 
Highly Skilled」として公表した。更に、2005 年、OECD・EUROSTAT・UNESCO が「博士号取得後

























―132（2007 年 1 月公刊） 
(3)第 1 調査研究グループ 
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その他の活動 
○国際貢献について 
・治部 眞里（第 1調査研究グループ上席研究官） 
経済協力開発機構科学技術政策委員会科学技術指標専門家会合博士号取得者のキャリアに関
する調査専門家グループ (2005.6-)；OECD/CSTP/NESTI Expert group on Surveys on Careers 
of Doctorate Holders (CDH) 
・三浦有紀子（第 1調査研究グループ上席研究官） 
経済協力開発機構科学技術政策委員会アドホックワーキンググループ「研究組織の運営と投
資」運営委員会（2004.9-）；OECD/CSTP/Ad Hoc Working Group “Steering and Funding of 




話題と日本からの報告―、Gender and Science:Glimpses from India and Asia」（2006.5） 





・治部 眞里（第 1調査研究グループ上席研究官） 





「Foreign Researchers in Japan」The 7th East Asian STS Conference East Asian Innovation 
and Human Resources(2007.1.14) 
“International Mobility of HRST and the Japan’s Innovation System (2007.1.14) 
・下村 智子（第 1調査研究グループ上席研究官） 
「公的研究費を考える―人材育成の視点から―」 応用物理学会 人材育成・男女共同参画
委員会（2007.3.28） 
・袰岩  晶（第 1調査研究グループ客員研究官） 
「New Model of Career-path for Researchers in Japan」Joint OECD-Spanish Ministry of 
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（2006.9.20） 
「Encouraging Young Girls into Science and Technology Fields –Efforts of Researchers, 
Teachers and Graduate student in Japan」OECD Workshop on “Women in Science, Engineering 







・治部 眞里（第 1調査研究グループ上席研究官） 
INWES Japan 主催「理系に行こう！-You can do anything !-」 
中学生・高校生への理系就職アドバイスコーナーにて相談員 2006.4.2 
清心女子高等学校スーパーサイエンススクール（SSH）運営指導委員会 副委員長 2006.6 
お茶の水大学大学院人間文化研究科非常勤講師 2006.8～ 
ノートルダム清心女子大学非常勤講師 2006.9～ 






・治部 眞里（第 1調査研究グループ上席研究官） 
文部科学省製作 DVD「理系に行こう！-You can do anything！-」に出演協力 
都河明子「理系に行こう！女子中高生のための理系案内」九天社 2006 年 8 月 1 日発行 分
担執筆 
治部 眞里･大坪 久子・有賀 早苗「キャリア戦略」2006 年度～平成 20 年度科学技術振興
調整費調査研究報告 2007.3 





2007 年 1・2月号及び 3・4月号 
「博士号取得とキャリア設計を考える―マネジメント力開発ガイド―」実験医学（羊土社）
2007 年 3 月号 
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研究課題 1 
科学技術の公衆理解に関する研究 II 




























[1] 「理数系コンテスト・セミナー参加者の進路等に関する調査」（調査資料 No.129）2006 年
10 月 
 
(4)第 2 調査研究グループ 
- 59 - 
研究課題 2 
先端生命科学技術の社会的ガバナンスシステム構築のための調査研究
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研究課題 3  
科学技術の社会への浸透に関する調査




















 (1)に関しては、18 歳から 69 歳までの男女約 2,800 人にインターネットを利用した調査によ
り、科学技術に対する関心度等意識調査を実施し、現在、報告書を作成中である。 
 (2)に関しては、「おしゃれな科学」に関して川口市立科学館、アワー･ダイナミック･アース
等 11 件、「科学の芸術の融合」に関して JAXA、英国国立科学博物館等 6件、インターネットに
よる科学技術情報の発信に関して JAXA キッズ、アート･アンド･サイエンス 2006 オンライン･
ギャラリー等 12 件、いずれも国内外の事例調査を実施した。 
 
4.特記事項 
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5.論文公表等の研究活動 
[1] 中村 征樹，「日本におけるサイエンスカフェの展開」，PCST－9 協賛国際シンポジウム「科
学を語り合う―サイエンスコミュニケーションの方法と実践」ポストイベント「サイエンスカ
フェの方法と実践」，ブリティッシュ・カウンシルル，2006 年 5 月 24 日. 
[2] 中村 征樹，「サイエンスカフェ―現状と課題」，科学技術社会論学会第 5回年次研究大会，
北海道大学，2006 年 11 月 11－12 日. 
[3] 中村 征樹，ワークショップ「サイエンスカフェフォーラム―サイエンスカフェのこれか
ら」座長，サイエンスアゴラ 2006，日本科学未来館，2006 年 11 月 25 日. 
[4] 中村 征樹，「カフェで科学？―サイエンスカフェの挑戦」，北陸先端科学技術大学院大学
COE プロジェクトセミナー，北陸先端科学技術大学院大学，2006 年 12 月 15 日. 
[5] Masaki Nakamura, Tom Hope  "Science and the Public:The Challenges of Science Cafes", 
The 7th East Asian STS Conference,  
Kobe University and Osaka University, January 12-14, 2007. 
[6] 中村 征樹，「サイエンスカフェの挑戦」，「学問と社会のあり方」研究会，総合地球環境学
研究所，2007 年 2 月 1日. 
[7] 中村 征樹，サイエンスカフェばりカフェ第 5 回「子どもが主役のジュニア・サイエンス
カフェ―英国よりアン・グラントさんを迎えて」コメンテーター，九州大学，2007 年 3 月 16
日.  
[8] 中村 征樹，サイエンスカフェ「気候変動：魔法の弾丸とは？」ファシリテーター，ブリ
ティッシュ・カウンシルル，2007 年 3 月 14 日. 






（日本語版冊子）「劇的進化！変わる未来はすぐそこに True Nano」 
（英語版冊子）「Dramatic evolution! Realization of the evolving future is coming soon. 
True Nano」 
（日本版 DVD）「小さな小さな大発明 日本のナノテクノロジー・材料分野」 
（英語版冊子）「Great inventions on a Very, Very Small Scale:Research Field of 
Nanotechnology/Materials in Japan」 
（Web）http://www8.cao.go.jp/cstp/s&tmain.html 
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研究課題 4 
科学技術倫理に関する研究
中村 征樹、渡辺 政隆、安髙 志穂 
 
1.調査研究の目的 
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[1] 中村 征樹，シンポジウム「研究倫理の展望」企画及び座長，科学技術社会論学会第 5 回
年次研究大会予稿集，pp.57－60，2006 年. 
[2] 中村 征樹，「責任ある研究活動のための環境構築」，科学技術社会論学会第 5 回年次研究
大会予稿集，pp.65－68，2006 年. 
[3] 中村 征樹，シンポジウム「科学者と研究の倫理」企画及び座長，サイエンスアゴラ 2006，
日本科学未来館，2006 年 11 月 26 日. 
[4] 中村 征樹，「研究者倫理と大学評価―不正行為の抑止に向けた大学の役割」，大学評価学
会第 21 回研究会，駒沢大学，2006 年 12 月 17 日. 
[5] Masaki Nakamura "Japanese Perspectives on Research Integrity", 2007 AAAS Annual 
Meeting, San Francisco, February 15-19, 2007. 
[6] 中村 征樹，シンポジウム「「認証評価」の現状と課題―大学評価の多様性を目指して」コ
メンテーター，大学評価学会第 4回全国大会，龍谷大学，2007 年 3 月 17 日. 
[7] 中村 征樹，「「責任ある研究活動」とはなにか？―研究者倫理をめぐる動向と展望」，アレ
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その他の活動 
1.共同プロジェクトへの参画 
渡辺 政隆 2006 年度科学技術振興調整費「日本人が身に付けるべき科学技術の基礎的素養に
関する調査研究」 





術哲学―「ユニバーサルデザイン」の思想』（未来社）171－192 頁  
2006 年 
東田 尚子「並行輸入と独禁法 (1) (2)」一橋法学 5 巻 3 号 839 頁－873 頁、2006 年 9 月、一
橋法学 6巻 1号 93 頁－119 頁、2007 年 3 月 
 
3.講演・研究会等での発表 
渡辺 政隆 The 9th International Conference on Public Communication of Science and 
Technology（ソウル）にて発表 2006 年 5 月 
渡辺 政隆 科学技術政策研究所主催シンポジウム「科学を伝える」にて講演 2006 年 5 月 
渡辺 政隆 国立科学博物館「サイエンスコミュニケーター養成実践講座」講師 2006 年 8 月 
渡辺 政隆 科学技術社会論学会第 5回年次研究大会にて発表 2006 年 11 月 
渡辺 政隆 バイオコミュニケーション連絡協議会にて講演 2006 年 12 月 
渡辺 政隆 地球環境総合研究所「学問と社会のあり方研究会」にて講演 2007 年 2 月 
渡辺 政隆 国立科学博物館国際シンポジウムにて講演 2007 年 2 月 
東田 尚子 一橋経済法研究会にて報告、2007 年 9 月 9日 
 
4.外部委員会・講師等について 
渡辺 政隆 広島大学大学院「数理生命科学ディレクター養成プログラム」講師，2006 年 12
月 
渡辺 政隆 日本大学芸術学部芸術総合講座講師、2007 年 1 月 
渡辺 政隆 国立教育政策研究所社会教育実践研究センター2006 年度社会教育主事講習講師 
2007 年 1 月 
中村 征樹 お茶の水女子大学非常勤講師 2006 年 5 月 20 日 
中村 征樹 NPO 法人「くらしとバイオプラザ 21」バイオカフェ評価委員 
中村 征樹 科学技術社会論学会 理事・事務局幹事・編集委員 
中村 征樹 大学評価学会 理事 
中村 征樹 日仏教育学会 編集委員 
中村 征樹 日本化学史学会 理事 2006 年 3 月 1 日～2006 年 12 月 31 日 
中村 征樹 日本化学史学会 評議員 2007 年 1 月 1 日～ 
東田 尚子 立正大学非常勤講師「経済法」2006 年 4 月 1日～ 
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5.「講演録」について 
石黒  周 「新たな研究推進の仕組み―NPO 型分散研究システム―」（2006.10） 
メイ卿「社会の中の科学―光と影―」（2007.6） 
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(5)第 3 調査研究グループ 
研究課題 1 
産学官連携の推進に係る要因に関する調査研究





















(2) 広域 TLO に関する調査 









(2) 広域 TLO に関する調査 
 全国の広域型 TLO の中でも、自治体の政策との関係が密接である地域を抽出し、現地にお
ける聞き取り調査等を行った。 
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 「広域 TLO と地域科学技術に関する調査研究―自治体政策との関係を中心に―」と題した報
告書を公表予定。 
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研究課題 2 
地域イノベーションの事例調査（地域クラスターセミナーの開催）
















(1) 第 22 回（2006 年 7 月 18 日（火）開催）： 
テーマ：英国ケンブリッジ地域におけるイノベーションと起業家精神 
講 師：ジョルジュ・アウー氏 ［スイス経営開発国際研究所―IMD 教授］ 
(2) 第 23 回（2006 年 9 月 21 日（木）開催）： 
テーマ：産業クラスター第Ⅱ期中期計画について 
講 師：古瀬 利博 氏 [経済産業省 地域経済産業グループ 立地環境整備課課長] 
(3) 第 24 回（2006 年 11 月 1 日（水）開催）： 
テーマ：欧州諸地域におけるイノベーション政策の現状 
講 師：ジャン・クロドゥ・プラジェ 氏［フランス科学技術情報普及庁 理事長] 
(4) 第 25 回（2007 年 1 月 29 日（月）開催）： 
テーマ：産業クラスター計画 関西フロントランナープロジェクト Neo Cluster～大企業と
ベンチャー企業の連携策「情報家電ビジネスパートナーズ」を中心に～ 
講 師：志賀 英晃 氏（近畿経済産業局地域経済部次世代産業課 課長） 
    川村麻伊子 氏（近畿経済産業局地域経済部次世代産業課 調査官） 
(5) 第 26 回（2007 年 3 月 28 日（水）開催）： 
テーマ：タイにおける地域科学技術と産学連携 
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4．特記事項 
 第 1 回地域クラスターセミナーは「カナダの地域クラスター開発」をテーマとし、2003 年 1
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研究課題 3 
国際科学技術政策動向調査
青木 勝一、近藤 正幸（客員研究官） 
 
1．調査研究の目的 
























































併せて、「レポート」の英訳を掲載した「Science & Technology Trends-Quarterly Review」誌
を年 4 回発行し、海外関連機関、在外大使館等に情報提供を行った。この他、文部科学省、総
合科学技術会議からの求めに応じて、適宜、各種の資料を提供した。 

















・ 桑原  輝隆， International Adovis Board member, APEC Center for Technology 
Foresight(Bangkok, Thailand) 
○学会活動等 
・桑原 輝隆，研究・技術計画学会 編集理事 2005.12.19～2007.9.30 
 
5．論文公表等の研究活動 
[1] 月刊「科学技術動向」誌 2006 年 4 月号～2007 年 3 月号 
[2] 「Science & Technology Trends-Quarterly Review」No.19～No.22 
[3] 桑原 輝隆，「国立大学の産学連携と公的研究活動等の産業への寄与」，第 5 回産学連携推
進会議にて パネリスト，2006 年 6 月 10 日． 
[4] T.Kuwahara, “ Science &Technology Policy Research Contributing to the Advancement 
of Policies-Japanese Experience-”，Workshop on Science of Science Policy:Developing our 
Understanding of Public Investments in Science，Organization for Economic Cooperation 
and Development Global Science Forum-15th Meeting，Helsinki，Finland，12 July 2006． 
[5] 桑原 輝隆，「第 3 期科学技術基本計画と科学論文に見るに日中関係の状況」，JST 中国総
合研究センター記念シンポジウム，2006 年 7 月 18 日．  
[6] 桑原 輝隆，「技術予測の考え方及び科学技術発展の趨勢」，防衛庁航空自衛隊幹部学校に
て講演，2006 年 8 月 2日． 
[7] 桑原 輝隆，「第 3期科学技術基本計画と重点化政策の展開―我が国の科学技術を定量的に
俯瞰する―」，応用物理学会にて講演，2006 年 8 月 29 日． 
[8] 桑原 輝隆，「失われた科学―数学 ～主要国の数学研究を取り巻く状況及び我が国の科学
における数学の必要性～」， 日本応用数理学会にて講演，2006 年 9 月 17 日． 
[9] 桑原 輝隆，“A New Multi-Methodology Foresight for Prioritization Policy-Developing 
Linkage to S&T Policy of Japan―”，International Form on Technology Foresight & Regional 
Innovation,Shanghai,China,9 October 2006. 
[10]細坪 護挙・桑原 輝隆，「『忘れられた科学―数学』等から分かった我が国の科学技術政
策の課題」，研究･技術計画学会にて講演，2006 年 10 月 22 日．仙台 
[11]桑原 輝隆，「科学技術強化に向けた我が国の施策と推進方策」「科学技術イノベーション
戦略における民間への期待」等，三菱技術懇話会にて講演，2006 年 10 月 31 日． 
[12]桑原 輝隆，「第 3期科学技術基本計画と重点化政策」，（独）日本学術振興会にて講演，2006
(6)科学技術動向研究センター 
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年 12 月 15 日． 
[13]桑原 輝隆，“Japanese Innovation Strategies based on the 3rd S&T Basic Plan”，
The American Association for the Advancement of Science (AAAS)Annual Meeting, San 











- 75 - 
研究課題 1-1 
ライフサイエンス分野の基盤的な動向に関する調査研究
           伊藤 裕子、石井加代子、重茂 浩美、 
市川 道教（客員研究官）、大須賀 壮（客員研究官）、梶本 哲也（客員研究官）、 
勝木 元也（客員研究官）、金澤 一郎（客員研究官）、佐伯 浩治（客員研究官）、 





















 国内現地調査・インタビューを約 50 件実施し、のべ 70 人以上の専門調査員及び大学等の
研究者と面談した。その成果は下記の通りである。 
(2) キーパーソンへのインタビュー、所内講演による科学技術情報の収集・分析 
 3 件の所内講演会を実施し 5 件（内 3 件は昨年度開催済）の講演録を作成した。作成した
講演録は行政部局等広く配布し、成果の普及に努めた。 
・開発思想・技術アジェンダ・設計：インターネットの開発思想史を事例に（関西大学・助
教授 喜多 千草氏）（2006 年 2 月開催）講演録―180 
・科学技術に「思想」は必要か（京都大学大学院・教授 林 晋氏）（2006 年 3 月開催）講
演録―181 
・From Technology to Health:How to use advanced technologies to improve the quality 
of life（Universita Cattolica del Sacro Cuore Instituto Auxologico Italiano Italia, 
Giuseppe Riva 氏）（2006 年 3 月開催）講演録―182 
(6)科学技術動向研究センター 
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・科学・技術の基盤概念枠を育む講演会 第四弾 科学における哲学的思考の役割（名古屋
大学・教授 戸山田 和久氏）（2006 年 5 月開催）講演録―183 
・米国のセルバイオロジー研究の現状と日米の違い（Yale 大学 教授・Graham Warren 氏、
佐藤あやの氏）（2006 年 6 月開催） 
・科学・技術の基盤概念枠を育む講演会 第五弾 認知発達ロボティクス心の理解の試み（大





・2006 年 5 月号 動物実験に関する近年の動向―動物愛護管理法の改正・施行を迎えて―
（重茂） 
・2007 年 2 月号 イノベーションをもたらすと期待される Converging Technologies 推進
の政策動向（伊藤） 
○トピックス（9報） 
・2006 年 5 月号  単一性遺伝病研究から多因子性への過度なシフトに対する警鐘（伊藤） 
・2006 年 6 月号  新薬のヒト臨床治療に伴う“想定外”の事故への社会的関心（石井） 
・2006 年 7 月号  HIV-1 に酷似するウイルスをもつ野生のチンパンジーを発見（重茂） 
・2006 年 10 月号 科学技術予測と社会的重要の相互作用を巡る欧州の動き（伊藤）  
・2006 年 11 月号 NIH 支援による全米規模の臨床研究コンソーシアムの発足（伊藤） 
・2006 年 12 月号 空腹感を生じさせるメカニズムが解明された（重茂） 
・2007 年 1 月号  欧州で神経科学とロボティクスの連携が加速（石井） 
・2007 年 2 月号  高病原性鳥インフルエンザの DNA ワクチンの治験開始（伊藤） 




・દ⮮㩷 ⵨ሶ䋬㩿⽷㪀⑼ቇᛛⴚᚢ⇛ផㅴᯏ᭴䇸ක≮ኾ㐷ㇱળ䇹ᆔຬ䋨㪉㪇㪇㪍 ᐕ 㪏 ᦬䋭㪉㪇㪇㪎 ᐕ 㪍 ᦬䋩 
・石井加代子，初等中等教育局「情動の科学的解明と教育等への応用に関する調査研究会議」
委員（2006 年 4 月－2007 年 3 月） 
○学会活動等 
・伊藤 裕子，研究・技術計画学会 業務理事（2006 年 12 月－2008 年 9 月） 
 
5.論文公表等の研究活動 
[1] 伊藤 裕子，Identification of research areas related to EID from the Developing Area 
Study. 
「APEC 技術予測プロジェクト『新興・再興感染症を克服する収斂技術のロードマップ』」のシ
ナリオワークショップ，2007 年 2 月 5－7日，プーケット，タイ 
(6)科学技術動向研究センター 
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APEC- wide Foresight Project, APEC Center for Technology Foresight: 
Roadmapping Converging Technologies to Combat Emerging Infectious Diseases Scenario 
workshop  
[2] 伊藤 裕子，「数学研究の推進を考える」第 28 回統計教育委員会 日本統計学会，2006 年
6 月 10 日．東京 
[3] 伊藤 裕子，「科学技術予測調査から見た医療機器開発の将来展望」，財団法人化学技術戦
略推進機構 医療専門部会 第 1分科会，2006 年 7 月 13 日．東京 
[4] 伊藤 裕子，「生命科学と数理科学の融合における国際的な動向」，数理分子生命理学専攻
第 2 回公開シンポジウム（広島大学大学院理学研究科数理分子生命理学専攻），2006 年 8 月 7
日．広島 
[5] 伊藤 裕子，「医療機器開発における米国の研究環境と我が国の取るべき方策」，財団法人
化学技術戦略推進機構 医療専門部会，2006 年 8 月 30 日．東京 
[6] 伊藤 裕子，「臨床治験に関する論文の国際比較と日本の問題点」，研究・技術計画学会 第
21 回年次学術大会，2006 年 10 月．仙台 
[7] 伊藤 裕子，「数（理科）学研究の推進は諸科学発展の要となるか」知の統合ワークショッ
プ，「横断型科学技術と数学―新たな学問領域の創出に向けて」，NPO 横断型基幹科学技術研究
団体連合，2006 年 10 月 23 日 
[8] 伊藤 裕子，(2006). The policy planning for interdisciplinary based on Mathematics. 
2006 Annual Meeting (Vancouver, Canada), 4S ( the Society for Social Studies of Science)，
2007 年 11 月 1－5日． 
[9] 伊藤 裕子，「統計科学研究推進の重要性」日本統計学会 75 周年記念事業・第 2 回研究集
会，2006 年 12 月 16 日．東京 
[10]伊藤 裕子，「創薬におけるリスクとバイオベンチャーの役割」（工学部 3年生の講義），「生
命科学における基礎研究成果の事業化プロセスの国際比較」（経営コア研究会），豊橋技術科学
大学 工学部，2007 年 1 月 18 日．豊橋 
[11]伊藤 裕子，「NIHロードマップの概要」，財団法人化学技術戦略推進機構 医療専門部会 第
1分科会，（NIH ロードマップ勉強会），2007 年 1 月 26 日．東京 
[12]伊藤 裕子，「論文による薬学研究動向の分析」，日本薬学会第 127 年会，2007 年 3 月 30
日．冨山 
[13]石井加代子，「科学技術の基盤思想の育成」，研究・技術計画学会 第 21 回年次学術大会，
2006 年 10 月．仙台 
[14]重茂 浩美，「ライフサイエンス分野の R&D における動物実験の動向」， 日本分子生物学会
2006 フォーラム，2006 年 12 月．名古屋 
[15]H.-U.G. Weier, T.B. Tuton, Yuko Ito , L.W. Chu, C.-M. Lu, A. Baumgartner, H.F. 
Zitzelsberger, J.F. Weier.  
Molecular cytogenetic characterization of chromosome 9-derived material in a human 
thyroid cancer cell line. Cytogenetic and Genome Research 114:284-291.(2006)  
[16]伊藤 裕子，再考・数学へのまなざし「報告書『忘れられた科学―数学』の真実」，科学 12
(6)科学技術動向研究センター 
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月号 岩波書店  1269-1273.(2006) 
[17]伊藤 裕子，「オワンクラゲの発光タンパク質の研究展開」『生物学史におけるフィールド/
実験室 2005 年度・夏の学校報告』，生物学史 6 月号 No.76， 72－75 (2006）（日本科学史学
会生物学史分科会） 
[18]Takahashi-Omoe H and Omoe K. Animal experimentation in Japan:Regulatory processes 
and application for microbiological studies. Comparative Immunology, Microbiology and 
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研究課題 1-2 
情報通信分野の基盤的な動向に関する調査研究
立野 公男、野村  稔、藤井 章博、竹内 寛爾、 
小笠原 敦（客員研究官）、黒川 利明（客員研究官）、坂村  健（客員研究官）、 
中野 幸紀（客員研究官）、林   晋（客員研究官）、日高 一義（客員研究官）、 
 
1.調査研究の目的 






















・2006 年 12 月 5 日「I Dynamics ―これからの情報社会を展望する―」日立総合計画研究
所 副所長 白井 均氏 講演録―201 
・2006 年 12 月 22 日「情報融合炉構築によるわくわくする研究・開発」東京大学生産技術研
究所 教授 喜連川 優氏  
(3) 調査結果は、月刊「科学技術動向」誌のレポート、及びトピックスとして取りまとめた。 
○レポート（6テーマ） 
・2006 年 6 月号  情報通信のエネルギー問題―求められる通信インフラの省電力化― 
（小笠原） 
・2006 年 7 月号  日本の医工連携イノベーションの推進―OCT の産学官連携を事例に― 
(6)科学技術動向研究センター 
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（立野） 
・2006 年 9 月号  ITS による自動車の社会・環境負荷低減に向けて（竹内・前田） 
・2006 年 10 月号 情報技術と「思想」―科学技術の能力としての「思想」― （林） 
・2007 年 1 月号  重要な社会基盤防護に関する米国の研究開発動向（藤井） 
・2007 年 1 月号  アナログ技術の動向と人材育成の重要性―CMOS 高周波 LSI にみる新時
代のアナログ技術を中心に―（野村） 
○トピックス（11 報） 
・2006 年 4 月号  2005 年のチューリング賞は Peter Naur 博士に授与（藤井） 
・2006 年 5 月号  通信プロトコルのアドレス枯渇へ注意喚起（竹内）  
・2006 年 6 月号  LED 照明による新しい通信インフラの技術標準化（野村）  
・2006 年 7 月号  実行段階に入った欧州の光技術プラットフォーム“Photonics21”（立野） 
・2006 年 8 月号  量子暗号システムの実用化への動き（野村） 
・2006 年 8 月号  国内の学術電子ジャーナルアーカイブ利用の枠組みが整う（竹内） 
・2006 年 10 月号 光インターコネクションの超高密度実装技術を開発（竹内） 
・2006 年 12 月号 スーパーコンピュータ最高賞「シーモア・クレイ賞」を日本人が初受
賞」（野村） 
・2006 年 12 月号 Google 社が米国企業最大級の太陽光発電システムを導入（竹内） 
・2007 年 1 月号  第一回世界インターネット・ガバナンス・フォーラム開催」（藤井） 





・立野 公男：応用物理学会 講演会企画運営委員（2006.4-） 
・立野 公男：光設計研究グループ（応用物理学会）運営委員（2003.4-2007.3.31） 
・立野 公男：日本光学会年次講演会・組織委員長（2005.11-2007.3） 
・立野 公男：電子情報通信学会 集積光デバイス研究会委員（2002.4-） 
・立野 公男：日本学術振興会 第 179 委員会委員（2006.4－） 
・K. Tatsuno：“Optical Review”, Editorial Board Member.（2002.4-） 
・K. Tatsuno：ODF’06, Nara, Organizing Chair.（2004.3-2007.3） 
・藤井 章博：研究・技術計画学会業務理事（2005.1-） 
・藤井 章博：第 21 回研究・技術計画学会シンポジウム実行委員長（2007.7.7） 
○海外 
・立野 公男：IEEE/LEOS Program Committee Member (2002.3-) 
・立野 公男：IEEE/LEOS Special Issue Editor (2005.4-) 
・立野 公男：ODF’08, Taipei Advisory Committee (2006.12-) 
・立野 公男：IODC’06 (Optical Society of America) Program Committee (2005.4-) 
・立野 公男：ISPDI07, Beijing, Program Committee (2006.10-) 
(6)科学技術動向研究センター 
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5.論文公表等の研究活動 
[1] 立野 公男，「日本の医工連携イノベーションの推進」，研究・技術計画学会，第 21 回年次
学術大会，2006 年 10 月．仙台 
[2] 立野 公男，応用物理学会春期大会にてシンポジウム；「光設計・製作技術の最新トピック
ス国際会議 ODF’06， Nara より」イントロダクトリトーク，2007 年 3 月 28 日（青山学院大） 
[3] 野村  稔，「LSI の配線設計の課題と設計自動化ツール開発の重要性の考察」，研究・技
術計画学会 第 21 回年次学術大会，2006 年 10 月．仙台 
[4] 藤井 章博・山田 智子（宮城大学），「科学技術政策に関する研究」，研究・技術計画学会，
第 21 回年次学術大会，2006 年 10 月．仙台 
[5] 藤井 章博・山田 智子・富樫  敦（宮城大学），「科学技術政策を対象とした 政策調査
研究資料の計量的分析」，情報処理学会年次学術大会，2007 年 3 月． 
[6] 竹内 寛爾，「次世代スーパーコンピュータの国際競争力向上を目指した光インターコネク
ション技術への動き」，研究・技術計画学会，第 21 回年次学術大会，2006 年 10．仙台 
[7] 竹内 寛爾，「高度交通システム（ITS）の今後の展望Ɇ社会・環境負荷低減の観点からɆ」，
研究・技術計画学会，第 21 回年次学術大会，2006 年 10 月．仙台 
[8] 竹内 寛爾，第 3 回工学院大学 知財連続講座 講師；「ITS（高度道路交通システム）によ
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研究課題 1-3 
環境・エネルギー分野の基盤的な動向に関する調査研究
浦島 邦子、山本 桂香、福島 宏和、前田 征児、 
植弘 崇嗣（客員研究官）、川本 克也（客員研究官）、新田 裕史（客員研究官）、 























・2006 年 6 月 20 日「黄砂の科学と黄砂問題」 金沢大学自然計測応用研究センター教授 岩
坂 泰信氏 講演録―190  
・2006 年 6 月 28 日「ITS 技術による環境負荷低減と安全・安心の街づくりについて」 名城
大学教授 津川 定之氏、芝浦工業大学教授 古川 修氏 講演録―192  
・2006 年 8 月 22 日「世界の原子力の変貌と安全･安心―IAEA からの視点」第 1調査グループ 
佐藤 真輔総括上席研究官 （勉強会） 
・2007 年 1 月 16 日「雷害リスクについて」 (財)電力中央研究所 首席研究官 横山 茂
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(4) 調査結果は、月刊「科学技術動向」誌のレポート、及びトピックスとして取りまとめた。 
○レポート（9テーマ） 
・2006 年 4 月  廃棄物不法投棄による汚染の修復と技術（川本客員研究官、浦島） 
・2006 年 5 月  一人一人の環境保全行動の実践に向けて―環境教育の推進と環境モニタ
リング情報の活用―（福島、浦島） 
・2006 年 6 月  AAAS 科学技術政策年次フォーラム報告（浦島） 
・2006 年 7 月  黄砂現象に関する最近の動き―自然現象か人為的影響か古くて新しい問
題の解決に向けて―（山本） 
・2006 年 7 月  中国の直面する環境・エネルギー問題と日中技術協力の可能性（前田） 
・2006 年 9 月  ITS による自動車の社会・環境負荷低減に向けて（前田、竹内） 
・2006 年 11 月 クリーンコールテクノロジーにおける高温型燃料電池の動向と展望（渡
辺客員研究官、前田） 
・2006 年 12 月 過剰な窒素肥料が及ぼす環境負荷の低減に向けて―地下水汚染と農作物
中の硝酸塩の低減―（福島） 
・2006 年 12 月 有形文化財における科学技術の活用（山本） 
○トピックス（20 報） 
・2006 年 4 月  難分解性の有機フッ素化合物の分解法（福島） 
・2006 年 4 月  植物からのメタンガスの発生（山本） 
・2006 年 5 月  大陸から大気汚染物質が北日本へ越境飛来（山本） 
・2006 年 6 月  燃料電池ハイブリッド鉄道車両の走行試験開始（前田） 
・2006 年 6 月  日本経団連が国家エネルギー戦略確立を提言（前田） 
・2006 年 7 月  大気中の多環芳香族炭化水素の発生源（福島） 
・2006 年 7 月  京都議定書第一約束期間に向けた IPCC の動向（山本） 
・2006 年 8 月  ヒートアイランド現象による熱中症の増加傾向（山本） 
・2006 年 8 月  石炭灰を再利用した保水性舗装の実証実験の開始（福島） 
・2006 年 8 月  排熱を再利用するトランスヒートコンテナが実用化最終段階へ（前田） 
・2006 年 9 月  ITER 用ジャイロトロンで運転目標時間を達成（前田） 
・2006 年 9 月  日本原子力学会「シニアネットワーク」の設立（浦島） 
・2006 年 10 月 量子ドット超格子を用いた太陽電池研究の進展（前田） 
・2006 年 11 月 モデル予測によりオゾンホールは今世紀半ば以降消滅へ（山本） 
・2006 年 12 月 地下貯留時の CO2 残留ガストラップ効果のシミュレーション（前田） 
・2007 年 1 月  世界初の高温超電導ケーブルを用いた送電実証試験（前田） 
・2007 年 2 月  地球温暖化対策に具体案を示した米国の動き（浦島） 
・2007 年 2 月  無職透明になる調光ミラーガラスの開発（福島） 
・2007 年 3 月  目指す社会によって変わりうる将来の温暖化予測（山本） 
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4.特記事項 
○非常勤講師 
・浦島 邦子，日本大学芸術学部（2005 年 4 月－2006 年 3 月） 
・浦島 邦子，お茶の水女子大学理学部（2006 年 8 月－9月） 
・浦島 邦子，葛巻小学校（2006 年 11 月） 
○他機関との連携 
・前田 征児，JST 主催，アジア科学技術フォーラム，第二分科会「バイオマスエネルギー」
（2007 年 3 月 8日－3月 9日），ジャカルタ（インドネシア） 
・浦島 邦子，文部科学省科学技術・学術政策局基盤政策課主催，ノーベル賞受賞者特別講
演会「高校生の君たちへ」，モデレータ 
・山本 桂香，品川区「環境活動推進委員会」委員（2006 年 4 月－2007 年 3 月） 
○学会活動等 
・浦島 邦子，電気学会編修専門第 4部会委員（2004 年 4 月－2007 年 3 月） 
・浦島 邦子，電気学会特別号 WG 委員（2006 年 4 月－2007 年 3 月） 
・浦島 邦子，日本エネルギー学会エネルギー学研究会ワーキンググループアドバイザー
（2006 年） 





講演，2006 年 5 月 
[2] 山本 桂香，「都市におけるヒートアイランドの緩和対策」，2006 春季日本気象学会，2006
年 5 月 21 日．つくば 
[3] 浦島 邦子，シニア活用講演会，北関東産官学研究会主催，招待講演，2006 年 6 月 
[4] 浦島 邦子，Non-thermal Plasma Symposium, France，招待講演，2006 年 6 月. 
[5] 前田 征児，第 3 回知財連続講座，「ITS による自動車の社会・環境負荷低減に向けて」，
工学院大学主催，招待講演，2006 年 6 月. 
[6] 山本 桂香，都市におけるヒートアイランド現象―暑い夏を迎える前に―，日本環境財団
主催，招待講演，2006 年 6 月. 
[7] 浦島 邦子，石油を消費しない社会の構築とシニアの役割，原子力学会主催，招待講演，
2006 年 7 月. 
[8] 山本 桂香，「ヒートアイランド現象の緩和対策」，環境経済・政策学会 2006 年大会，2006
年 7 月 5日．京都 
[9] 浦島 邦子，エネルギーに関するミニシンポジウム，日本エネルギー学会主催，招待講演，
2006 年 8 月. 
[10]浦島 邦子，エネルギー環境教育国際シンポジウム，(社)科学技術と経済の会主催，招待
講演，2006 年 8 月. 
(6)科学技術動向研究センター 
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[11]浦島 邦子，INS 公開講演会，岩手大学主催，招待講演，2006 年 8 月. 
[12]浦島 邦子，Asia-Pacific International Symposium on Air and Water Treatments by Green 
Oxidation/Reduction Technologies． 大連(中国)，招待講演，2006 年 9 月. 
[13]浦島 邦子，日本の科学技術政策―エネルギーと環境を中心として，新日本石油(株)主催，
招待講演，2006 年 10 月. 
[14]浦島 邦子，サイエンスカフェ「気候変動について」，ブリティッシュ・カウンシル主催，
招待講演，2006 年 10 月. 
[15]前田 征児・竹内 寛爾，「ITS による自動車の社会・環境負荷低減に向けて」，研究・技
術計画学会 第 21 回年次大会 ，2006 年 10 月 21 日．仙台 
[16]前田 征児，「中国の直面する環境・エネルギー問題と日中技術協力の可能性」，研究・技
術計画学会 第 21 回年次大会，2006 年 10 月 22 日．仙台 
[17]山本 桂香，「黄砂現象問題に関する最近の動向―自然現象か人為的影響か古くて新しい問
題の解決に向けて―」，研究技術・計画学会 第 21 回年次学術大会，2006 年 10 月 22 日．仙台 
[18]浦島 邦子，「消防研究の組織変遷例から見る研究開発に対する考察」，研究計画学会  21
回年次学術大会，2006 年 10 月 22 日．仙台 
[19]浦島 邦子，サステナブルな社会を作るための教育カリキュラム，北海道大学主催，招待
講演，2006 年 11 月. 
[20]山本 桂香，「Measures to Mitigate Urban Heat Islands in Japan」，GWEA 2006：Symposium 
on Impact Evaluation of Global Warming and Approach to Risk Analysis in East Asia，2006
年 11 月 1 日．台湾 
[21]浦島 邦子，第 3 回雷害リスク低減普及セミナー，雷害コンソーシアム主催，招待講演，
2007 年 2 月. 
[22]浦島 邦子，環境制御における最新の低温プラズマ技術とその応用，同志社大学主催，招
待講演，2007 年 3 月. 
[23]前田 征児，小学館トレンド日米表現辞典（第 4版），「環境」「エネルギー」分野監修 
[24]山本 桂香，「都市におけるヒートアイランド現象の緩和対策」，月刊「リフォーム」テツ
アドー出版 2006 年 5 月号掲載 
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研究課題 1-4 
ナノテクノロジー・材料分野の基盤的な動向に関する調査研究
河本 洋、奥和田 久美、金間 大介、 
菊池 正紀（客員研究官）、竹村 誠洋（客員研究官）、多田 国之（客員研究官）、 
林  和弘（客員研究官）、 
 
1.調査研究の目的 
























・研究開発投資のオプション価値評価（2006 年 5 月 29 日開催） 
講師：北尾信夫氏、瀬恒 謙太郎氏（松下電器産業(株) 先端技術研究所） 
・演題：「ナノテクノロジーの社会的影響に関する研究の課題と今後の方向」（2006 年 8 月 2
日開催）  
講師：竹村 誠洋客員研究官 
・演題：「予測市場」による科学技術の可能性（2006 年 9 月 27 日開催）  
講師：駒沢大助教授 山口 浩氏 
(6)科学技術動向研究センター 
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・欧州の研究インフラに関するロードマップ（2006 年 10 月 23 日開催）講演録―194  
（ⅰ）欧州フレームワークプログラム（FP7）における研究インフラ政策 
講師：Mr. Hervé PERO （ 欧州委員会 研究拠点ユニット長 ） 
（ⅱ）研究インフラに関するロードマップ 
講師：Prof. John WOOD（ 欧州研究インフラ戦略フォーラム議長 ） 
・「今後のイノベーションはどこへ向かうか ～IBM 社 Global Innovation Outlook～」（2006
年 11 月 29 日開催） 講演録―195  







・2006 年 6 月号  ナノテクノロジー分野における各国の特許出願状況（金間） 
・2006 年 8 月号  植物由来プラスチックスの研究開発動向―自動車用ナノ複合ポリ乳酸
の視点から―（河本） 
・2006 年 10 月号 「EU ナノロードマップ」―ナノテクノロジー分野における技術ロード
マップの課題と今後の展望―（金間） 
・2007 年 1 月号  高純度シリコン原料技術の開発動向―太陽電池用シリコンの革新的製
造プロセスへの期待―（河本、奥和田） 
・2007 年 2 月号  理工医学系電子ジャーナルの動向―研究情報収集環境と事業の変革―
（林 客員研究官） 
・2007 年 3 月号  再生医療を中心とした生体材料研究の現状（菊池客員研究官、金間） 
○トピックス（11 報） 
・2006 年 5 月号  セラミックス中の添加原子の強度向上メカニズムを解明（河本） 
・2006 年 6 月号  配向した酸化亜鉛ナノワイヤーによる発電（河本） 
・2006 年 7 月号  磁場で大きな力を発生する磁性形状記憶合金（河本） 
・2006 年 8 月号  配向したカーボンナノチューブによる気体及び液体分離膜（河本） 
・2006 年 9 月号  グラフェンが均一に分散した導電性ナノ複合材料（河本） 
・2006 年 10 月号 水素親和性ナノ粒子を分散させた高効率の水素分離膜（河本） 
・2006 年 11 月号 クモの糸と生物由来シリカを融合させたナノ材料（河本） 
・2006 年 12 月号 白金を用いない燃料電池用高分子複合触媒（河本） 
・2006 年 12 月号 国家基幹技術の X線自由電子レーザープロジェクトの進展（金間） 
・2007 年 1 月号  脳神経の信号を検出するシリコンのナノワイヤー電界効果トランジス
タ（河本） 
・2007 年 2 月号  発電効率 45％を有する化合物半導体太陽電池（河本） 
 
(6)科学技術動向研究センター 
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○セミナー報告 





・河本  洋：名城大学（2006 年 4 月～2007 年 3 月） 
・奥和田久美：北陸先端科学技術大学院大学（2006 年 7 月～2007 年 3 月） 
○他機関との連携 
・河本  洋，（社）日本ファインセラミックス協会 「ISO 幹事国業務」委員 
・河本  洋，（社）日本ファインセラミックス協会 標準化専門委員（EC1―機械的・熱的
特性） 
・河本  洋，ISO/TC206 on Fine Ceramics, WG40-NP0610 “Fine ceramics —Test method for 
thermal shock resistance of porous ceramics”, Project leader 




・河本  洋，日本材料学会 信頼性工学部門委員会委員 
・河本  洋，日本材料学会 疲労部門委員会委員 
・河本  洋，材料戦略委員会（幹事機関：日本鉄鋼協会）オブザーバー 
・奥和田久美，（社）応用物理学会，人材育成・男女共同参画委員会委員 




とは可能か？，松下電器産業株式会社 CR&D 技術部門，招待講演，2006 年 4 月． 
[2] 河本  洋，形状記憶合金と自動車部材―応用拡大への期待―，日本機械学会・材料力学
部門 P-SCD347 分科会主催，招待講演，2006 年 5 月． 
[3] 河本  洋，自動車部材の強度・信頼性設計評価技術，(株)日本テクノセンター主催セミ
ナー，招待講演，2006 年 5 月． 
[4] 金間 大介ほか，「企業の研究開発活動に対する公的部門の寄与―定性的及び定量的評価・
分析―」，産学連携学会 第 4回大会，2006 年 6 月． 
[5] 奥和田久美，技術ロードマップの可能性と限界、日本知財学会，招待講演，2006 年 6 月． 
[6] 奥和田久美，科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査―第 3 期科学技術基本計画との
関連性において，(独）海洋研究開発機構、第 60 回 MIND，招待講演，2006 年 7 月． 
[7] 河本  洋，Test Method for Thermal Shock Resistance of Porous Ceramics，ISO 
TC206-Advisory Group 主催，招待講演，2006 年 7 月． 
(6)科学技術動向研究センター 
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[8] 河本  洋，自動車部材・車載デバイスの強度・信頼性評」，(株)技術情報協会主催セミナ
ー，招待講演，2006 年 8 月． 




待講演，2006 年月 10 月． 
[11]金間 大介，「EU ナノロードマップ ～ナノテクノロジー分野における技術ロードマップ
の課題と今後の展望～」，研究・技術計画学会 ，第 21 回年次学術大会，2006 年 10 月.仙台 
[12]奥和田久美ほか，インドの注目すべき発展と科学技術政策との関係，研究・技術計画学会，
第 21 回年次学術大会，2006 年 10 月．仙台 
[13]奥和田久美，インドの急速な発展と科学技術の現状，物理系学術刊行協会（IPAP） 第 3
回 IPAP 将来事業検討勉強会，招待講演，2006 年 11 月． 
[14]奥和田久美，Japanese Foresight Programme， The latest Japanese Delphi，UNIDO 2006 
Training Programme on Technology Foresight，招待講演，2006 年 11 月． 
[15]河本  洋，植物由来プラスチックスの研究開発動向―自動車用ナノ複合ポリ乳酸の視点
から ―，(株)技術情報協会主催セミナー，招待講演，2007 年月 2月． 
[16]奥和田久美，Relationship between Policy-making and Foresight program in Japan，VIII. 
Bled Forum on Europe Foresight Conference, “Governing Futures”, 招待講演，2007 年 3 月. 
[17]河本  洋，植物由来プラスチックス自動車部材と強度，(株)技術情報協会刊行雑誌
「Material Stage」特集号，2006 年月 6月． 
[18]河本  洋，セラミックス，(株)シーエムシー出版「自動車軽量材料の開発技術」，2006
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研究課題 1-5 
推進分野の基盤的な動向に関する調査研究























講師：東京大学大学院工学研究科教授  高増 潔氏 
大阪大学大学院工学研究科教授  高谷 裕浩氏   
東北大学大学院工学研究科助教授 高 偉氏 
（2006 年 10 月 20 日実施） 
(3) 調査結果は、月刊「科学技術動向」誌のレポート、及びトピックスとして取りまとめた。 
○レポート（6テーマ） 
・2006 年 4 月号  微小重力利用の研究動向―宇宙環境と地上環境での研究の競争と協調
―（辻野） 
・2006 年 8 月号  日本の設計組織構造を考慮した CAD の研究開発（塩谷） 
・2006 年 9 月号  摩擦抵抗低減を目指した乱流制御の研究動向（池田） 
・2006 年 10 月号  通信放送衛星システムの利用動向（辻野） 
・2006 年 11 月号 人と環境に配慮した生産システムの研究開発（塩谷） 
・2007 年 3 月号  海底活用のための探査技術―大陸棚確定調査への貢献―（辻野） 
(6)科学技術動向研究センター 
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○トピックス（20 報） 
・2006 年 4 月号  学生が製作する超小型衛星の打上げ（辻野） 
・2006 年 5 月号  実現へ向けて動き出した日本版 GPS 計画（池田） 
・2006 年 5 月号  米台共同の気象・電離層観測衛星群（辻野） 
・2006 年 6 月号  欧州の微小重力応用研究への取組み（辻野） 
・2006 年 7 月号  首都圏外郭放水路の洪水被害軽減効果（池田） 
・2006 年 7 月号  海洋調査船が深海底の火山噴火現場を観測（藤岡） 
・2006 年 7 月号  国際災害チャーターへの陸域観測衛星「だいち」の貢献（辻野） 
・2006 年 8 月号  地震波（S波）の到達寸前の緊急地震速報を提供開始（池田） 
・2006 年 8 月号  国際宇宙ステーションの研究及び利用計画（辻野） 
・2006 年 9 月号  月面着陸を目指す各国の月探査計画（辻野） 
・2006 年 10 月号 長期シミュレーションにより水不足の影響を受ける世界人口を予測（池
田） 
・2006 年 10 月号 地震・津波を観測監視する海底ネットワークシステムの構築（工藤） 
・2006 年 11 月号 バラスト水による水生生物越境移動を防止する技術（工藤） 
・2006 年 11 月号 地盤変動を監視する欧州の「テラファーマ」プロジェクト（辻野） 
・2006 年 12 月号 2006 年版中国宇宙白書に見られる中国の宇宙開発動向（辻野） 
・2006 年 12 月号 中国が大学イノベーション拠点に海外人材を導入（辻野） 
・2007 年 1 月号  異常気象を引き起こすインド洋の気象現象の予測に成功（池田） 
・2007 年 2 月号  衛星打ち上げ状況から見た世界の宇宙開発・利用動向（辻野） 
・2007 年 3 月号  建設が進む国際ステーション（辻野） 




・辻野 照久，首都東京大学（2006 年 11 月 8 日） 
・塩谷 景一，大阪大学（2006 年 4 月～2006 年 9 月） 
       大阪府立大学（2006 年 10 月～2007 年 3 月） 
 
5.論文公表等の研究活動 
[1]塩谷 景一，「未来社会を支えるものづくりと人づくりの課題」，日本機会学会，2006 年 11
月． 
[2]塩谷 景一，「溶接工学はものづくりをイノベーションするか？」，大阪大学/溶接工学会，
2006 年 12 月．  
 
(6)科学技術動向研究センター 
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研究課題 1-6 
総括的な視点に基づく科学技術政策の調査研究
光盛 史郎、横尾 淑子、阪  彩香、渡辺 政隆（3月から）、今田  順、 
石井 正道（客員研究官）、亀岡 秋男（客員研究官）、木下 栄蔵（客員研究官）、香月祥太郎（客
員研究官）、刀川  眞（客員研究官）、永野  博（客員研究官）、浜田 真悟（客員研究官）、
弘岡 正昭（客員研究官）、平野 千博（客員研究官）、 
馬場 練成（客員研究官）、横田 慎二（客員研究官）、小澤  徹（客員研究官：6月から）、 























・「『美の国』日本のグランドビジョンと科学技術」（2007 年 1 月 10 日開催）  
講師：国際日本文化研究センター教授、総合研究開発機構理事 川勝 平太氏 
・「イノベーションで拓くポストバリアフリー社会 ―バリアフリーサイエンスが目指すも
の」（2007 年 1 月 12 日開催）  
講師：東京大学先端科学技術研究センターバリアフリー分野助教授 福島 智氏 
○ワークショップの開催  
『心の豊かさ』の時代に求められる科学技術の役割」（2007 年 3 月 19 日、於：ベルサール
九段）。基調講演：長尾  真氏（（独）情報通信研究機構理事長）、野口 和彦氏（（株）
(6)科学技術動向研究センター 
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三菱総合研究所研究理事）、課題提案：刀川 眞、パネルディスカッション：高柳 雄一氏
（多摩六都科学館館長）、野口 和彦氏（（株）三菱総合研究所 研究理事）、塩谷 喜雄氏
















・2006 年 5 月号  米国 NSF の長期ビジョン「2020 VISION」（横尾） 
・2006 年 7 月号  米国では産業界から大学への直接研究支援が減少傾向（横尾） 
・2006 年 8 月号  中国の知的財産権保護強化に向けた取組（光盛） 




 昨年度は、当センターが 2003～2004 年度に実施した「注目科学技術領域のシナリオ調査」
と「デルファイ調査」の補完関係の分析を行った。今年度は、昨年度の分析をもとに、複
数手法 の 統合による新たな調査手法及び分析手法の検討を行った。 
○国際共同研究に向けた打ち合わせ（光盛、奥和田） 






 日本、タイの共同提案により APEC 技術予測センターが 2006 年 1 月からから実施している
感染症に関する予測プロジェクトに参画した。今年度は、2 月にタイで開催されたワークシ
ョップに出席に出席して発表すると共に、2007 年 5 月に東京で開催予定のワークショップに
(6)科学技術動向研究センター 
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関して打ち合わせを行った。 
○アジア科学技術フォーラムの共同開催（藤井、前田） 
 独立行政法人科学技術振興機構が主催する第 2回「アジア科学技術フォーラム」（2006 年 9
月 8 日開催）に共同事業者として参画し、科学技術政策を取り扱う第 1 分科会の企画及び運
営を担当した。また、関連行事として開催された、地震対策（2007 年 3 月、モンゴル）、及
びエネルギー問題（2007 年 3 月、インドネシア）に関するシンポジウムに参加した。 
○研究者の受け入れ 
・韓国科学技術評価・企画院（KISTEP）若手研究者 13 名を対象とした研修 
（2006 年 11 月、1週間） 
コーディネート：三森八重子、光盛 史郎 
講義担当：桑原 輝隆、三森 八重子（企画課）、奥和田 久美、藤井 章博、阪 彩香、
浦島 邦子、前田 征児、金間 大介（以上科学技術動向研究センター）、中馬 宏之（第
1 研究グループ）、佐藤 真輔（第 1 調査研究グループ）、中村 征樹（第 2 調査研究グル
ープ）、渡邊 康正（第 3調査研究グループ）、富沢 宏之（科学技術基盤調査研究室）。 
・アジア及び東欧の研究者等を対象とした研修（2007 年 3 月 26 日～3月 29 日） 
参加者：インドネシア 2名（インドネシア科学研究所）、スリランカ 1名（国立科学財団）、





講義担当：桑原 輝隆、奥和田 久美、石井 加代子、伊藤 裕子、浦島 邦子、金間 大
介、阪 彩香、野村 稔、藤井 章博、前田 征児、光盛 史郎、富沢 宏之（科学技術
基盤調査研究室）、近藤 章夫（第 1研究グループ） 
○研修生の受け入れ 
 国内の大学から 1名の学生を受け入れ、指導及び助言を行った。 
・論文引用データベースを用いた研究に対する指導及び助言 








進の観点から―」，研究・技術計画学会，第 21 回年次学術大会，2006 年 10 月 22 日．仙台 
[2] 浜田 真悟・刀川  眞・光盛 史郎・横田 慎二，「文理融合研究の政策推進の試みⅡ」，
研究技術計画学会年次大会にて講演，2006 年 10 月 22 日．仙台 
(6)科学技術動向研究センター 
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[3] 浜田 真悟・刀川  眞・光盛 史郎・横田 慎二，「文理融合研究の政策推進の試みⅢ」，
研究・技術計画学会，第 21 回年次学術大会，2006 年 10 月 22 日．仙台 
[4] 浜田 真悟・榎木 英介・富田 悟志「研究者の流動性とサイエンスコミュニケーション
の運営―融合マネジメントの立場から」研究・技術計画学会，第 21 回年次学術大会，2006 年
10 月 21－22 日．仙台 
[5] 浜田 真悟・ナタリー・カバサン，「イノベーション創出と芸術の接点―文理融合研究の具
体例」研究・技術計画学会，第 21 回年次学術大会，2006 年 10 月 21－22 日．仙台 
[6] 浜田 真悟，「大規模科学技術におけるサイエンスガバナンス―ITER 計画におけるソーシ
ャルディベートの事例研究」科学技術社会論学会，2006 年 11 月 11－12 日．札幌 
[7] 浜田 真悟，「NISTEP における「科学技術と社会」―サイエンスガバナンスのアプローチ
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研究課題 2 
論文データベースを用いた国際的な研究動向の定量分析
阪  彩香 
 
1.調査研究の目的 
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②学問分野関連マップ 
























































































































































































































































































































 2002 年までのデータと 2004 年までのデータを比較すると、内容の重点が変化したり、新た
に生まれたり、複数の領域が融合する等、注目される科学領域が活発に変化していくことがわ
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4.特記事項 
 本研究は、経済協力開発機構（OECD）と情報共有を行い、国際的な研究動向の把握を可能と
する科学技術指標として活用できるよう NISTEP REPORT No.95「急速に発展しつつある研究領
域調査」にて開発した調査手法をベースに調査手法の再検討を行なった。サイエンスマップ作
成の過程では、Thomson scientific 社 Essential Science Indicators を利用した。また、個
別研究領域の分析では、科学技術動向研究センターのスタッフによる内容分析を行なった。さ




[1] 阪  彩香・伊神 正貫・桑原 輝隆，「論文データベースを用いたサイエンスマップ作成
と研究領域の動向分析」，研究・技術計画学会，第 21 回年次学術大会，2006 年 10 月．仙台 
[2] 阪  彩香・桑原 輝隆，「研究者数の国際比較に関する一考察―論文データベースによる
主要国の研究者数推計―」，研究・技術計画学会，第 21 回年次学術大会，2006 年 10 月．仙台 
[3] 阪  彩香・桑原 輝隆，「免疫学分野における研究活動パフォーマンスの上昇要因の分析」、
研究・技術計画学会第 21 回年次学術大会、2006 年 10 月．仙台 
[4] 桑原 輝隆，「欧州各国の科学ポテンシャルの状況と日本との論文共著関係の強さ―論文デ
ータベースによる分析―」第 4 期 科学技術・学術政策局「科学技術・学術審議会（国際委員
会）」，2007 年 3 月 
[5] Masatsura Igami and Ayaka Saka, OECD STI Working Paper “Capturing the Evolving Nature 
of Science, the Development of New Scientific Indicators and the Mapping of Science”, 
2007/1 
[6] NISTEP REPORT No.100「サイエンスマップ 2004―論文データベース分析（1999 年から 2004
年）による注目される研究領域の動向調査―」、2007 年 3 月 
[7] 阪  彩香・横田 慎二・桑原 輝隆，「我が国における科学技術の状況と今後の発展の方

















神田由美子、蛯原 弘子、富澤 宏之 
 
1.調査研究の目的 

















 2005 年度末までにデータを収集・加工し、それに基づき、第 5版科学技術指標を参照して本
文（解説）を付与した。これにより、第 5 版科学技術指標を参照することなく、独立した報告
書として利用することができるようになり、2006 年 6 月に調査資料―126 として発行した。 
 今後は、次年度 6月末を目途にデータ更新と編集作業を行い、2007 年 7 月頃に「科学技術指
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研究課題 2 
大学等における科学技術・学術活動実態調査























 2006 年 6 月 6 日付けで全国の大学等へ調査の協力依頼を行い、7月 14 日を期限として調査を
実施した。調査結果については、2006 年 10 月 17 日に公表するとともに、調査資料―130 とし








[1] 「平成 18 年度大学等における科学技術・学術活動実態調査報告」（調査資料―130） 
(7)科学技術基盤調査研究室 
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研究課題 3 
科学技術統計・指標に関する基盤的調査研究












































[1] 富澤 宏之・林  隆之・山下 泰弘・近藤 正幸,「有力特許に引用された科学論文の計
量文献学的分析」,『情報管理』,Vol.49,No1,pp.2–10,2006 年 4 月. 
[2] Hiroyuki TOMIZAWA and Takayuki HAYASHI, “ConstructingaMulti-level Scientometric 
Indicators System, ”BlueSky II 2006 Forum:What Indicators for Science, Technology and 
Innovation Policiesin the 21st Century? September25–27, 2006, Ottawa, Canada. 
[3] 富澤 宏之,「『科学技術研究調査』の回答実態の分析：研究開発統計の再構築に向けて」,
研究・技術計画学会第 21 回年次学術大会・講演要旨集,pp.1029–1032,2006 年 10 月. 
[4] 富澤 宏之,「科学技術研究費の決定要因」,『科学技術研究費の構造とその効果の分析』
（新技術振興渡辺記念会「科学技術調査研究助成」研究報告書,研究代表：竹内
啓）,pp.23-31,2006 年 11 月. 
[5] 富澤 宏之,「科学技術指標における特許データの活用―最近の世界的動向について」,『日
本知財学会誌』,Vol.3,No.3,2007,pp.4-16. 
[6] Hiroyuki TOMIZAWA, “Recent Japan’s S&T System Reforms and Innovative Capabilities:An 
Evaluative Analysis, ”in ‘National Innovation Strategies in the East Asian Region’, ‘2007 
AAAS Annual Meeting’, February 15-19, 2007, San Francisco, USA. 
[7] 山下 泰弘・上野  泉・富澤 宏之・近藤 正幸,「研究人材の国際的移動の論文生産へ
の影響―著者略歴に基づく定量的分析の試み―」,研究・技術計画学会第 21 回年次学術大会・
講演要旨集,pp.1084–1087,2006 年 10 月. 
[8] Takayuki Hayashi, Hiroyuki Tomizawa, “Restructuring the Japanese national research 
system and itseffectonperformance, ”Scientometrics, Vol.68, No.2, 2006, pp.241-264. 
[9] 林  隆之・富澤 宏之,「日本の研究パフォーマンスと研究実施構造の変遷」,『大学評
価・学位研究』,第 5号,2007 年 3 月,pp.3－19. 
[10]富澤 宏之,「計量書誌学の科学技術政策への応用―科学技術政策研究所の経験よ
り」,SPARC/Japan連続セミナ ：ー計量書誌学からジャーナル・論文のパフォーマンスを測る,2007
年 3 月 5 日,国立情報学研究所,東京. 
(7)科学技術基盤調査研究室 




































[1] 細坪 護挙 産業における研究開発サービスの役割に関する予備的調査、研究・技術計画
学会第 21 回年次学術大会講演要旨集, pp41－44, 2006 
 
(7)科学技術基盤調査研究室 
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研究課題 5 
数学研究に関する調査分析





















の結果に関する紹介記事は科学技術動向 2006 年 7 月号に掲載した。 
 さらに、Policy Study No.12 を踏まえ、米国の数学振興政策の考え方と数学研究拠点の状況
を明らかにするために、米国連邦政府の NSF や DOE 関係者、数学研究所長、数学研究者などに
対してインタビュー調査を行うとともに、日本の数学研究関係者に対しても意見聴取を行った
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5.論文公表等の研究活動 




議数学委員会、2006 年 5 月 17 日 
[3] 細坪 護挙，シンポジウム報告「礎の学問：数学 ―数学研究と諸科学・産業技術との連
携―」、科学技術動向 2006 年 7 月号 
[4] 細坪 護挙，「忘れられた科学―数学～主要国の数学研究を取り巻く状況及び我が国の科学
における数学の必要性―（Policy Study No.12）」、政策研ニュース No.213 2006 年 7 月号、文
部科学省科学技術政策研究所 
[5] 細坪 護挙，「産業イノベーションの視点からの数学研究の強化」、イノベーション・ジャ
パン 2006―大学見本市、2006 年 9 月 13 日～15 日 
[6] 桑原 輝隆，パネル討論「忘れられた科学―数学 応用数理の立場から」、日本応用数理学
会、2006 年 9 月 17 日 
[7] 「米国の数学振興政策の考え方と数学研究拠点の状況」調査資料 No.131（細坪護挙・桑原
輝隆、2006 年 10 月公刊） 
[8] 細坪 護挙・伊藤 裕子・桑原 輝隆，「忘れられた科学―数学」などから分かった我が国




団体連合、2006 年 10 月 23 日 
[10]伊藤 裕子，「報告書『忘れられた科学―数学』の真実」、「科学」岩波書店 Vol. 76, No.12, 
2006 年 12 月号, 1265－1273 頁 
[11]伊藤 裕子，「統計科学研究推進の重要性」、日本統計学会 75 周年記念事業・第 2回研究集
会、2006 年 12 月 16 日 
[12]桑原 輝隆，パネルディスカッション「伊藤清先生ガウス賞受賞記念シンポジウム―数学
の振興を考える―」、2007 年 1 月 29 日 
[13]Satoru OHTAKE, Moritaka HOSOTSUBO, ”Mathematics in Industry  Current Situation in 
Japan”, OECD Global Science Forum Workshop on Mathematics in Industry 22. –24 March 2007 
 
○国際機関における会合への参画について 




・2006 年 12 月 28 日、桑原 輝隆、細坪 護挙、数学研究の振興の在り方に関する懇談会（文
部科学省研究振興局基礎基盤研究課）。 
(8)その他 
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(8)その他 
科学技術の状況に係る総合的意識調査（定点調査）
  科学技術基盤調査研究室：今田 順、蛯原 弘子 
  科学技術動向研究センター：伊藤 裕子、藤井 章博、山本 桂香、
  塩谷 景一、光森 史郎、金間 大介 






















（目的）第 3 期基本計画期間中において、重点推進 4 分野と推進 4 分野をあわせた 8 分野の状
況の変化、及び分野別の戦略重点科学技術への取り組み状況を把握する。 





・調査時期：2006 年から毎年一回 7月頃（ただし第 1回調査は 11 月に実施）、同一のアンケ
ート調査を 5年間継続して実施する（必要に応じて、回答者への聞き取り調査を実施）。 
・回答者  ：調査期間中、原則固定（回答者氏名・所属等のリストを原則公開） 
・回答方法：選択肢形式（6 点尺度）の設問に加え、自由解答欄を多く設定。調査 2 年目か
(8)その他 








 有本 建男氏 (独)科学技術振興機構社会技術研究開発センター長 
 今成 真 氏 三菱化学(株) 顧問 
◎井村 裕夫氏 (財)先端医療振興財団 理事長 
 笠見 昭信氏 (株)東芝 常任顧問 
 茅 幸二 氏 (独)理化学研究所 中央研究所所長 
 岸 輝雄 氏 (独)物質・材料研究機構理事長 
○後藤 晃 氏 東京大学先端科学技術研究センター 教授 ※ 
 榊 裕之 氏 東京大学生産技術研究所 教授 
 榊原 清則氏 慶應義塾大学総合政策学部 教授 
 中馬 宏之氏 一橋大学イノベーション研究センター 教授 
 橋本 和仁氏 東京大学先端科学技術研究センター所長 
 浜中 順一氏 石川島播磨重工業(株) 顧問 
 吉本 陽子氏 三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング(株) 
   経済・社会政策部主任研究員 
（◎主査、○副主査、五十音順） 
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5.論文公表等の研究活動 
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9. 他機関との連携 










・研究・技術計画学会 編集理事 2005.12.19～2007.9.30（予定） 
・東京工業大学統合研究院ソリューション研究機構イノベーションシステム研究センター「研究
諮問委員会」委員 2005.12.28～2007.11.30（予定） 
・政策研究大学院大学 客員教授 2006.4.1～2007.3.31 
・北陸先端科学技術大学院大学 非常勤講師 2006.6.6～2006.7.31 
・科学技術・学術政策局「科学技術・学術審議会（国際委員会）」臨時委員 2007.3.12～2009.1.31
（予定） 
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浦島 邦子（科学技術動向研究センター上席研究官） 


















近藤 章夫（第 1研究グループ研究員） 
・明治学院大学 非常勤講師 2006.4.1～2007.3.31 
 
大西宏一郎（第 2研究グループ研究員） 
・神奈川大学 非常勤講師 2006.9.16～2007.3.31 
 






・お茶の水女子大学 非常勤講師  2006.8.1～2006.9.30 
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東田 尚子（第 2調査研究グループ上席研究官） 
・立正大学非常勤講師 2006.4.1～2007.3.31 
 
中村 征樹（第 2調査研究グループ研究官） 
・NPO 法人くらしとバイオプラザ 21 評価委員会委員 2006.7.4～ 2007.3.31 
 
渡邊 康正（第 3調査研究グループ総括上席研究官） 
・(独)科学技術振興機構「産学官連携ジャーナル」編集委員 2006.6.1～2008.3.31 
・(独)科学技術振興機構「プラザ評価委員会」委員 2006.10.11～2007.3.31 
・科学技術・学術政策局 地域科学技術施策専門委員 2006.11.8～ 
 
鈴木  均（第 3調査研究グループ上席研究官） 























ては、82 台がリース切れとなったが、うち 51 台を更新し、最新のものを常勤の研究者を
中心に配備した。残りの 31 台のうち 29 台についてはリースを延長し、事務担当者や非常
勤の研究者等に再配備し、2 台については更新を見送った。プリンタについては、モノク
















・Science Direct Web Editions 
・Ingenta Connect 

































 調査研究に資するため、外国雑誌 34 誌、国内雑誌 29 誌を定期購読した。 
 雑誌以外の現在の政策研資料は以下のとおり 
政策研登録図書 2,457 冊 
・政策研内図書 1,492 冊（うち、政策研成果物 1,121 冊） 
・外部倉庫  0,890 冊 






ニュース（210 号から 221 号（月刊）まで）」を作成し発行した。 
そのうち、メールで発行をお知らせしている件数が年報で 66 件、政策研ニュースで 72 件であ
り、郵送その他で直接発行と同時に送っている件数は年報で 598 件、政策研ニュースで 620 件
となっている。（2007 年 3 月 31 日現在） 
 
(4)科学技術専門家ネットワークシステムの運用 
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11.研究交流 
(1)国際研究協力（覚書の締結） 
 1．全米科学財団（NSF） <米国> （1989.1.5） 
 2．マサチューセッツ工科大学（MIT） <米国> （1989.6.8） 
 3．フラウンホーファー協会 システム・イノベーション研究所（ISI）<独国> 
 （1990.2.5/2010.12.31） 
 4．科学技術政策研究院（STEPI） <韓国> （1993.3.8/2008.11.30） 
 5．マンチェスター大学工学・科学技術政策研究所（PREST） ＜英国＞ 
 （1993.10.1/2009.8.31） 
 6．ジョージ・メイソン大学公共政策研究所 ＜米国＞ （1993.12.28/2009.6.19） 
 7．㕍ዋᐕ䊶࿖᳃ᢎ⢒䊶⎇ⓥ⋭ᛛⴚዪ෸䈶⎇ⓥዪ䋨ᣥ⎇ⓥᛛⴚ✚ዪ䋩 <仏国> （1994.5.20） 
 8．ジョージア工科大学 ＜米国＞ （1999.7.1/2009.8.31） 
 9．スウェーデン・イノベーションシステム庁（VINNOVA） ＜スウェーデン＞ 
 （2000.6.15/2009.10.31） 
10．ノースカロライナ大学チャペルヒル校 ＜米国＞ （2000.9.1） 
11．フィンランド科学庁（TEKES）・フィンランド科学アカデミー <フィンランド> 
 （2001.10.15/2008.5.31） 
12．国家科学技術部科学技術発展中心（NRCSTD） ＜中国＞ （1994.1.18/2009.7.31） 
13．韓国科学技術評価・企画院（KISTEP） <韓国> （2004.12.9/2007.12.8） 
14．ワシントン大学ボセル校 ＜米国＞ （1999.1.1/2008.3.31） 
15．科学院政策管理研究所 <中国> （2005.6.28/2008.6.27） 


















 6．アトランタ科学技術政策会議 2006（米国） 
（出張者：富澤科学技術基盤調査研究室長，2006.5.17～5.22） 
 7．アトランタ科学技術政策会議 2006（米国） 
（出張者：後藤科学技術基盤調査研究室客員研究官，2006.5.17～5.22） 
 8．IAMOT2006 参加他（中国） 
（出張者：近藤第 2研究グループ客員研究官，2006.5.19～5.26） 









































28．ブルースカイⅡ2006 会議及び G8 研究評価専門家会議参加（カナダ） 
（出張者：富澤科学技術基盤調査研究室，2006.9.23～9.29） 
29．ジョージア技術大学における学会参加及びイノベーション調査 













35．Symposium on Impact Evaluation of Global Warm Approach to Analyst 参加（台湾） 
（出張者：山本科学技術動向研究センター上席研究官，2006.11.30～11.5） 
36．the 3rd International Congresses of Nanotechnology 2006 参加（米国） 
(2)国際会議への出席等の海外出張 
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（出張者：金間科学技術動向研究センター研究員，2006.10.30～11.5） 
37．第 28 回国際科学技術社会論学会年次大会参加（カナダ） 
（出張者：伊藤科学技術動向研究センター主任研究官，2006.11.1～11.6） 
38．the Asian Society for History of Medicine 会議参加（インド） 
（出張者：石井科学技術動向研究センター主任研究官，2006.11.1～11.7） 
39．OECD イノベーション･ミクロデータ会合への参加及び OECD 事務局専門家との打合せ（仏国） 
（出張者：伊地知第 1研究グループ客員研究官，2006.11.13～11.17） 
40．Training programmed on Technology Foresight 参加（トルコ） 
（出張者：奥和田科学技術動向研究センター，2006.11.21～11.25） 
41．半導体メーカー調査及び ITRS 総会及びファクトリーイングレーション部会参加（台湾） 
（出張者：中馬第 1研究グループ客員総括主任研究官，2006.11.30～12.7） 
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シナリオワークショップ参加（タイ） 
（出張者：伊藤科学技術動向研究センター主任研究官，2007.2.4～2.8） 





























68.2007APEC R&D Management Training Program 参加（韓国） 
（出張者：東田第 2調査研究グループ上席研究官，2007.3.4～3.10） 
69.Third International Conference of Webmetrics, Informatics and Scientometrics: 




















78.1st meeting, Joint Horizon scanning for early identification of long term challenges  
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(3)海外の研究者等の訪問 









 2006.05.12 Christopher T. Hill：米国ジョージ・メイソン大学教授 
Patrick Windham：米国テクノロジー・ポリシー・インターナショナル代表 
George Heaton：同マネージング・プリンシパル 
 2006.05.15 Yeong-Ho Moon：韓国科学技術情報研究院（KiSTi） 
Sang-Pil Lee：韓国科学技術情報研究院（KiSTi） 
 2006.05.18 陳  美碩：韓国職業能力開発院研究員 
 2006.05.21 Mr. Patrick Vittet-Philippe：欧州委員会研究総局広報担当官（～5/25） 
 2006.05.25 高  志前：中国科学技術促進発展研究中心主任部長 
劉   彦：同研究員 
 2006.06.15 Carin Holroyd：カナダアジア太平洋財団 
 2006.06.22 Graham Warren：Yale 大学教授 
 2006.06.26 Tzu-Feng Marlene Lin：科学技術政策研究情報センター国家応用研究研究所副研
究員 
Hey-Chyi Yang：科学技術政策研究情報センター国家応用研究研究所 




 2006.08.28 David W. Lightfoot：米国国立科学財団（NSF）社会・行動・経済科学局局長 







 2006.08.30 Evanthia Kalpazidou Schmidt：オルフス大学助教授 
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Oscar Motswagae：駐日ボツワナ共和国大使館特命全権大使 
 2006.09.19 Cho, Hongnyung：国防技術品室院（DTaQ）Head of Technology Support Team 
Kang, Guhyun：同 Senior Researcher 
Hwang, Unhee：同 Principle Researcher 







 2006.10.23 Herve Pero：欧州委員会研究拠点ユニット長 
John Wood：欧州研究インフラ戦略フォーラム議長 
 2006.10.31 Ms. Ester Basri：OECD/DSTI/STP SFRI 担当室長 
 2006.10.31 Stefan Michalowski：OECD グローバルサイエンスフォーラム室長 
Takuya Okamoto：OECD グローバルサイエンスフォーラム 
 2006.11.06 Chia-Yin TSAI：台湾科学技術政策研究情報センター（STPI）Director-General 
Hong Pan WU：同 Senior Advisor 
Chun-Chi Angel CHUANG：同 Special Assistant to Director General 
Wen-Chi HUNG：同 Assistant Researcher 




Jung, Kyung Jin：⑼ቇᛛⴚ⹏ଔ䊶ડ↹㒮⎇ⓥ㐿⊒ᖱႎಽᨆ䉼䊷䊛Ḱ⎇ⓥ䊐䉢䊨䊷 
Lee, Dong Uk：科学技術評価・企画院研究開発実行可能性分析チーム準研究フェ
ロー 
Park, Seok Jong：科学技術評価・企画院研究開発公衆福祉評価チーム準研究員 
Kim, Nam Hee：科学技術評価・企画院研究開発指示チーム上級管理員 
Ryu, Ji Yeon：科学技術評価・企画院技術予測センター研究員 
Kang, Hyun Kyu：科学技術評価・企画院イノベーションシステム政策チーム準研
究フェロー 
Moon, Jin Kyoung：科学技術評価・企画院成長動力研究開発推進チーム研究 員 
Ko, Yun Mi：科学技術評価・企画院研究開発システム発展チーム研究員 
Youn, Sung, Jun：科学技術評価・企画院国際協力チーム研究員 
Lee, Won Il：科学技術評価・企画院研究開発人材トレーニングセンター研究員 
Hur, Ki Young：科学技術評価・企画院資源管理チーム研究員 
 2006.11.28 KIl Sang-Cheol：韓国科学技術情報研究院 （KISTI）技術情報分析室先任研究員 
Mr.Kim Sang-woo：㖧࿖⑼ቇᛛⴚᖱႎ⎇ⓥ㒮㩷 䋨㪢㪠㪪㪫㪠䋩ᛛⴚᖱႎಽᨆቶవછ⎇ⓥຬ 
(3)海外の研究者等の訪問 
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 2006.12.12 PH Eun Gyu Lee：韓国科学技術部（MOST）科学技術革新本部出力管理部公衆衛生
研究オフィサー 
Joon Hyun Go：⑼ቇᛛⴚㇱ⑼ቇᛛⴚ㕟ᣂᧄㇱ⹏ଔኻ╷⺖䉝䉲䉴䉺䊮䊃䊂䉞䊧䉪䉺䊷 
In Yeon Kim：科学技術部科学技術政策本部科学技術情報課次長 
Hyun Woong Kang：科学技術部科学技術政策本部科学技術人材計画調整課アシスタ
ントディレクター 
Chung Kyung Tach：韓国大使館一等書記官 
Lee Mi Young：韓国科学財団（KOSEF）東京事務所長 
 2006.12.14 Yuh-Mei Hsu：台湾科学技術政策研究情報センター（STPI）情報資源部研究員 
Yi-Ping Hsu：同情報資源部準研究員 
 2006.12.21 Lennart Stenberg：スウェーデン・イノベーションシステム庁（VINNOVA）国際協
力・分析担当シニア・アドバイザー、東京大学先端科学技術研究セ
ンター客員研究員 
 2007.01.10 Minakshi Bhardwaj：英国ランカスター大学 CESAGen 研究員（～1/11） 
 2007.01.16 Jen-Shih Chang：カナダマックマスター大学教授 
 2007.01.18 David M. Hart：米国ジョージ・メイソン大学公共政策大学院准教授 
丁  槿 夏：韓国科学技術評価・企画院（KISTEP）R&D 評価センター研究委員、
チーム長 
 2007.01.24 Prayoon Shiowattana：タイ国立科学技術開発機構副所長 
 2007.02.05 Bronwyn H. Hall：米国カルフォルニア大学バークレー校教授（～2/10） 
 2007.02.05 William Spencer：米国全米科学アカデミー科学技術経済政策委員会（STEP）、半
導体コンソーシアム（SEMATECH）元会長（～2/10） 
 2007.02.05 Kenneth Flamm：米国テキサス大学オースティン校教授（～2/15） 
 2007.02.06 Joung Hae Seo：韓国慶北大学校教授（～2/10） 
 2007.02.06 Pao-Long Chang：台湾逢甲大学教授（～2/10） 
 2007.02.06 Lee Branstetter：米国カーネギーメロン大学教授（～2/10） 
 2007.02.07 Youngrak Choi：韓国公共技術研究会理事長（～2/11） 
 2007.02.13 Katy Borner：米国インディアナ大学図書館情報科学大学院准教授（情報科学・認
知科学） 
 2007.02.26 Luke Georghiou：⧷࿖䊙䊮䉼䉢䉴䉺䊷ᄢቇᎿቇ䊶⑼ቇᛛⴚ᡽╷⎇ⓥᚲ䋨㪧㪩㪜㪪㪫䋩ᚲ㐳 
 2007.03.02 Vuyani Lingela：南アフリカ大使館技術参事官 
       Yumi Tominaga：同科学技術秘書 
 2007.03.07 N. Kumar：インド科学産業研究会議研究開発計画部部長 
 2007.03.08 Hoang Van Phong：ベトナム科学技術大臣他 
Andreas Dudler：スイス学術研究ネットワーク諮問委員会委員長他 
 2007.03.19 Hiroatsu Nohara：仏国フランス国立科学研究センター（CNRS）主任研究員 
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12.研究成果・研究発表 
(1)研究成果 
 NISTEP Report 
①No.100 「サイエンスマップ 2004―論文データベース分析（1999 年から 2004 年）による注
目される研究領域の動向調査―NISTEP REPORT No.95（2005 年）フォローアップ」 
 （科学技術動向研究センター，2007.3） 












①No.126 「科学技術指標―第 5版に基づく 2006 年改訂版―」  
 （科学技術基盤調査研究室，2006.6） 
②No.127 「インドの注目すべき発展と科学技術政策との関係（セミナー報告書）」  
 （科学技術動向研究センター，2006.8） 
③No.128 「大学・公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状況調査―平成 17 年度調
査―」  
 （第 1調査研究グループ、文部科学省科学技術・学術政策局基盤政策課，2006.8） 
④No.129 「理数系コンテスト・セミナー参加者の進路等に関する調査」  
 （第 2調査研究グループ，2006.9） 
⑤No.130 「平成 18 年度大学等における科学技術・学術活動実態調査報告」  
 （科学技術基盤調査研究室，2006.10） 
⑥No.131 「米国の数学振興政策の考え方と数学研究拠点の状況」  
 （科学技術基盤調査研究室、科学技術動向研究センター，2006.10） 
⑦No.132 「我が国における外国人研究者に関する状況のための予備調査結果について」 
 （第 1調査研究グループ，2007.1） 
⑧No.133 「大学・公的研究機関における研究者公募の現状」 
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DISCUSSION PAPER 
①No. 42 「A COMPARATIVE ASSESSMENT OF TRAINING COURSES FOR KNOWLEDGE TRANSFER  
 PROFESSIONALS IN THE UNITED STATES, UNITED KINGDOM, AND JAPAN」 
 （第 2研究グループ，2006.11） 
②No. 43 「全国イノベーション調査による医薬品産業の比較分析」  
















2006.06.20 岩坂 泰信：金沢大学自然計測応用研究センター教授 
「黄砂の科学と黄砂問題」 
2006.06.22 「新たな研究推進の仕組み―NPO 型分散研究システム―」 
茶山 秀一：(独)理化学研究所横浜研究所研究推進部次長、当所客員研究員 
「NPO 制度の概要と科学技術関係 NPO の現状」 
石黒  周：研究開発型 NPO 振興機構理事、ロボカップチーフビジネスオフィサ
ー、国際レスキューシステム研究機構理事 
「新たな研究推進の仕組み―NPO 型分散研究システム―」 
2006.06.22 Graham Warren：Yale 大学教授 
佐藤あやの：Yale 大学 
「米国のセルバイオロジー研究の現状と日米の違い」 
2006.06.28 「ITS 技術による環境負荷低減と安全・安心の街づくりについて」 
津川 定之：名城大学理工学部情報工学科教授 
「ITS 技術による自動車環境負荷低減」 
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2006.06.30 「科学・技術の基盤概念枠を育む講演会 第五弾」 
浅田 稔：大阪大学大学院工学研究科教授 
「認知発達ロボティクスによる脳と心の理解の試み」 
 2006.08.28 David W. Lightfoot：㪥㪪㪝䋨☨࿖࿖┙⑼ቇ⽷࿅䋩␠ળ䊶ⴕേ䊶⚻ᷣ⑼ቇዪ䋨㪪㪙㪜䋩ዪ㐳 
「科学政策のため科学：米国 NSF のイニシアティブ」 
2006.08.30 Evanthia Kalpazidou Schmidt：オルフス大学助教授 
「EU の科学技術政策：評価とイノベーション」 
2006.09.22 角南  篤：政策研究大学院大学助教授 
「インドのイノベーションシステム：中国との比較的視点から」 
 2006.09.27 山口  浩：駒澤大学グローバル・メディア・スタディーズ学部助教授 
「「予測市場」による科学技術予測の可能性」 
 2006.09.28 「ものづくり計測技術―科学に立脚したものづくり「可視化」を目指して―」 




高   偉：東北大学大学院工学研究科助教授 
「精密ナノ計測による超精密加工誤差の可視化」 
 2006.10.02 Lord Robert May：全英国政府主席科学顧問兼科学技術庁長官、前英国王立学会会
長兼オックスフォード大学教授 
「社会の中の科学」 
 2006.10.16 井口  泰：関西学院大学経済学部教授、少子経済研究センター長 
「東アジアを中心とする人材移動と日本の人材開発戦略―外国人政策と受入れ基
盤の整備に向けて― 





 2006.11.21 山田  直：科学技術政策研究所国際客員研究官 
「英国の産学連携の近況」 
 2006.11.29 丸山  宏：日本アイ・ビー・エム(株)東京基礎研究所所長 
䇸੹ᓟ䈱䉟䊉䊔䊷䉲䊢䊮䈲䈬䈖䈻ะ䈎䈉䈎䌾㪠㪙㪤␠㩷 㪞㫃㫆㪹㪸㫃㩷㪠㫅㫅㫆㫍㪸㫋㫀㫆㫅㩷㪦㫌㫋㫃㫆㫆㫂䌾䇹㩷
2006.12.05 白井  均：(株)日立総合計画研究所副所長 
「I Dynamics―これからの情報社会を展望する―」 
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 2006.12.22 喜連川 優：東京大学生産技術研究所教授 
「情報融合炉構築によるわくわくする研究・開発＝情報爆発プロジェクト（文科
省）ならびに情報大航海（経産省）の目指すところ＝」 
 2007.01.10 川勝 平太：国際日本文化研究センター教授、総合研究開発機構理事 
「シリーズ～日本の有識者に聞くイノベーション～（第 1回）『美の国』日本のグ
ランドビジョンと科学技術」 
 2007.01.11 角南  篤：政策研究大学院大学助教授 
林  裕子：東京大学先端科学技術研究センター学術博士 
和田 昭允：(独)理化学研究所ゲノム科学総合研究センター特別顧問 
岸  宣仁：フリージャーナリスト 
有本 建男：（独）科学技術振興機構社会技術研究開発センター長 
「『ゲノム敗北』日米ゲノム政策の比較制度分析と境界組織の役割」 
 2007.01.12 福島  智：東京大学先端科学技術研究センターバリアフリー分野助教授 
「シリーズ～日本の有識者に聞くイノベーション～（第 2 回）イノベーションで
拓くポストバリアフリー社会―バリアフリーサイエンスが目指すもの」 
 2007.01.16 横山  茂：(財)電力中央研究所電力技術研究所主席研究員 
「安全安心な社会構築に忘れてはならない雷害リスクについて」 
 2007.01.18 David M. Hart：米国ジョージ・メイソン大学公共政策大学院准教授 
角南  篤：政策研究大学院大学助教授 
「知識社会において優秀な人材をいかに確保するか～ナショナル及びローカルな
イノベーション政策へのインプリケーション～」 
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(3)所内研究成果発表会の開催 
 2006.08.01 富澤 宏之：科学技術基盤調査研究室長 
「調査資料―No.12 科学技術指標―第 5版に基づく 2006 年改訂版―」 
 2006.10.12 Lee Woolgar：科学技術政策研究所客員研究官 
「TRAINING COURSES FOR KNOWLEDGE TRANSFER  
PROFESSIONALS IN THE UNTED STATES UNITED KINGDOM AND JAPAN」 





渡辺 政隆：第 2調査研究グループ総括上席研究官 
「理数系コンテスト・セミナー参加者の進路等に関する調査」 
 2006.12.12 三須 敏幸：第 1調査研究グループ上席研究官 
「ポストドクター等の実態に関する調査研究」 
東田 尚子：第 2調査研究グループ上席研究官 
「科学技術の成果を社会に還元するための法制度に関する調査研究―電力市場に
おける新エネルギーの利用促進及び技術標準の策定を中心に―」 
中村 征樹：第 2調査研究グループ研究官 
「科学技術倫理に関する研究」 





 2006.07.18 Georges Haour：スイス経営開発国際研究所（IMD）教授 
「英国ケンブリッジ地域におけるイノベーションと起業家精神」 
 2006.09.21 古瀬 利博：経済産業省地域経済産業グループ立地環境整備課課長 
「産業クラスター第Ⅱ期中期計画について」 
 2006.11.01 Jean-Claude Plager：フランス科学技術情報普及庁理事長 
「欧州諸地域におけるイノベーション政策の現状」 
 2007.01.29 志賀 英晃：近畿経済産業局地域経済部次世代産業課長 
川村麻伊子：近畿経済産業局地域経済部次世代産業課調査官 
「産業クラスター計画 関西フロントランナープロジェクト Neo Cluster～大企
業とベンチャー企業の連携策『情報家電ビジネスパートナーズ』を中心に～」 
2007. 3.28 青木 勝一：文部科学省科学技術政策研究所第 3調査研究グループ調査官 









○2006 年 5 月 16 日付 朝日新聞 
「科学を語り合う国際シンポ開催」 
2）調査資料 129「理数系コンテスト・セミナー参加者の進路等に関する調査」 
○2006 年 10 月 21 日 朝日新聞 
「数学五輪出場者、研究の道「狭き門」」 
○2006 年 10 月 21 日 日本経済新聞 
「4割「仕事に知識生かしていない」」 
○2006 年 10 月 21 日 読売新聞 
「行き場少ない数学エリート」 
○2006 年 10 月 21 日 東京新聞 
「数学はもうからない?「五輪」参加者 4割縁のない仕事選択」 




1）科学技術動向 2006 年 1 月号（No．58） ワークショップ報告「学際的研究をどう進めてい
くか ―生活支援ロボティクスをめぐるヒトとロボティクスの関係―」 
○2006 年 4 月 6日 電気新聞 
「ウェーブ時評 サービス工学」  
2）Policy Study（No．12） 「忘れられた科学―数学～主要国の数学研究を取り巻く状況及び
我が国の科学における数学の必要性～」 
○2006 年 5 月 18 日付 読売新聞 
「数学博士少ない日本、国立大の数学教員も減少傾向」  
○2006 年 5 月 18 日付 朝日新聞 
「日本の数学研究ピンチ 論文シェア世界 6位 博士号、米の 6分の 1」  
○2006 年 5 月 18 日付 日本経済新聞 
「数学論分数日本は 6位 2000 年以来変わらず」  
○2006 年 5 月 18 日付 日刊工業新聞 
「数学論分数 日本、世界 6位に低迷 少ない助成額も一因に」  
○2006 年 5 月 26 日付 科学新聞 
「日本の数学研究衰退顕著 論文数、研究費大幅減少 欧米では国家的取り組みも」  
○2006 年 9 月 22 日付 科学新聞 





- 131 - 
○2006 年 10 月 7 日付 日経産業新聞 
「ポスト・予算/重点政策で置き去り 数学研究がピンチ 産業界から人材不足の声 他分
野との交流課題」 
○2006 年 11 月 5 日付 読売新聞 
「研究費 米の 4％ 低迷十数年 忘れられた「礎」」 
3）科学技術動向 2005 年 9 月号（No．54） レポート「都市におけるヒートアイランド現象の
緩和対策」 
○2006 年 5 月号 REFORM 
「ヒートアイランド対策を考えたリニューアル術」  
4）科学技術動向 2006 年 6 月号（No．63） レポート「ナノテクノロジー分野における各国の
特許出願状況」 
○2006 年 8 月 15 日付 日経産業新聞 
「ナノテク特許の国際比較 日本、医療で遅れ」  
5）科学技術動向 2006 年 6 月号（No．63） トピックス「欧州の微小重力応用研究への取組み」 
○2006 年 10 月号 技術と経済 
「トピックス《科学技術最新動向》 欧州の微小重力応用研究への取組み」 
6）科学技術動向 2006 年 7 月号（No.64） トピックス「国際災害チャーターへの陸域観測衛星
「だいち」の貢献」 
○2006 年 10 月号 技術と経済 
「トピックス《科学技術最新動向》 国際災害チャーターへの陸域観測衛星「だいち」の
貢献」 
7）研究・計画技術学会 第 21 回年次学術大会発表論文 「研究者数の国際比較に関する一考
察―論文データベースによる主要国の研究者数推計―」 
○2006 年 11 月 3 日付 科学新聞 
「研究者数統計再検討必要 日本の競争力、実態と相違」 
8）NISTEP Report No.94～98 「科学技術の中長期的発展に関する俯瞰的予測調査」 




○2006 年 5 月 17 日付 日本経済新聞夕刊 18 面 
「数学論文数 日本は 6位」 
○2006 年 5 月 18 日付 朝日新聞 37 面 
「日本の数学研究ピンチ」 
○2006 年 5 月 18 日付 日刊工業新聞 30 面 
「数学論文数 日本、世界 6位に低迷」 
○2006 年 5 月 26 日付 科学新聞 1面 
「日本の数学研究 衰退顕著」 
(5)調査研究成果紹介記事 
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○2006 年 8 月号 数学通信 
「巻頭言」及び「日本学術会議シンポジウム『礎の学問：数学』概要と講演の要旨」（(社)
日本数学会、第 11 巻第 2号） 
○2006 年 9 月 8日 JST 海外事務所レポート 
「フランス企業における数学」 
○2006 年 9 月 15 日 (社)日本数学会理事会提言 
「我が国の数学力向上を目指す」 
○2006 年 9 月 22 日付 科学新聞 1面 
「日本の数学力強化へ」 
○2006 年 10 月 3 日付 朝日新聞夕刊 7面 
「『もっと数学を』提言」 
○2006 年 10 月 7 日付 日経産業新聞 7面 
「数学研究がピンチ」 
○2006 年 11 月 5 日付 読売新聞 23 頁 
「数学再興 1」 
○2006 年 11 月号 数学セミナー 
「科学五線譜」（日本評論社） 











 科学技術政策研究に係る基礎的プラクティスに関する研修プログラムを 2006 年 12 月下旬か
ら 2007 年 1 月に実施した。テーマ及び講師は以下のとおり。 
 ○第 1回 情報伝達能力・技法の向上～プレゼンテーション能力開発コース（2006.12.26） 
  ・講 師：越  邦晴 （有）スィムプル代表取締役 
 ○第 2回 社会調査の基礎～“いま”を知るための技法（2007.1.11） 
  ・講 師：岩永 雅也 放送大学教授 
 ○第 3回 アンケート分析手法について～エクセルを使ったアンケート分析、クロス集計の手 
      法（2007.1.15） 
  ・講 師：内田  治 東京情報大学助教授  
 ○第 4回 大学制度の変遷と大学改革（2007.1.24） 










  <No.  1> 「理工系学生の就職動向について」＊ 
 （第 1調査研究グループ，1989.6） 
  <No.  2> 「科学技術に対する社会の意識について」＊ 
 （第 2調査研究グループ，1989.6） 
  <No.  3> 「アジアのエネルギー消費構造の実態把握と地球環境に関する今後の課題につい
 て（中間報告）」 
 （第 4調査研究グループ，1989.7） 
  <No.  4> 「地域における科学技術振興に関する基礎調査」 
 （第 2研究グループ，1989.3） 
  <No.  5> 「共同研究における参加企業に関する調査研究」＊ 
 （第 3調査研究グループ，1989.8） 
  <No.  6> 「科学技術連関モデルの理論的枠組」 
 （第 1研究グループ，1989.9） 
  <No.  7> 「自然科学系博士号取得の量的日米比較」＊ 
 （第 1調査研究グループ，1989.12） 
  <No.  8> 「我が国の主要企業における『基礎研究』について」＊ 
 （第 1調査研究グループ，1990.1） 
  <No.  9> 「特許出願からみた研究開発の動向」 
 （第 2研究グループ，1990.3） 
  <No. 10> 「表彰制度からみた我が国の科学技術動向」 
 （第 2調査研究グループ，1990.3） 
  <No. 11> 「地域における科学技術振興に関する基礎調査」 
 （第 4調査研究グループ，1990.3） 
  <No. 12> 「大学の進学希望者の進路選択について」＊ 
 （第 1調査研究グループ，1990.8） 
  <No. 13> 「バイオテクノロジーの開発利用とその影響に関する調査研究―バイオテクノロ
 ジーの実用化とその課題―」 
 （第 4調査研究グループ，1990.9） 
  <No. 14> 「研究開発のダイナミックス」＊ 
 （第 1研究グループ，1990.9） 
  <No. 15> 「企業（製造業）が『造る集団』から『考える集団』に」＊ 
 （第 3調査研究グループ，1991.3） 
  <No. 16> 「我が国と海外諸国間における研究技術者交流―統計データによる調査―」＊ 
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  <No. 17> 「科学技術に関する社会的コミュニケーションの在り方の研究」＊ 
 （第 2調査研究グループ，1991.3） 
  <No. 18> 「国際技術移転の進捗度の測定と分析に関する一考察」＊ 
 （第 3調査研究グループ，1991.4） 
  <No. 19> 「体系科学技術指標」＊ 
 （第 2研究グループ，1991.9） 
  <No. 20> 「国立試験研究機関と基礎研究」＊ 
 （第 1調査研究グループ，1991.9） 
  <No. 21> 「アジア地域のエネルギー消費構造と地球環境影響物質（SOx，NOx，CO2）排
 出量の動態分析」＊ 
 （第 4調査研究グループ，1991.9） 
  <No. 22> 「科学技術連関モデルの開発―数量評価と科学技術政策への含意―」 
 （第 1研究グループ，1992.3） 
  <No. 23> 「地域における科学技術振興に関する調査研究―都道府県及び政令指定都市の
 科学技術政策の現状と課題―」 
 （第 4調査研究グループ・第 2研究グループ，1992.8） 
  <No. 24> 「青少年に向けた科学技術活動関連情報発信の新しいあり方―高校生の進路選択
 意識と科学技術観の分析から―」＊ 
 （第 1調査研究グループ，1992.10） 
  <No. 25> 「第 5回技術予測調査―我が国における技術発展の方向性に関する調査―」＊ 
 （第 2調査研究グループ，1992.11） 
  <No. 26> 「国家科学技術プログラムの分析（中間報告）―フレームワークの検討と予備的
 分析―」＊ 
 （第 1研究グループ，1993.1） 
  <No. 27> 「アジア地域のエネルギー利用と地球環境影響物質（SOx，NOx，CO2）排出量
 の将来予測」＊ 
 （第 4調査研究グループ，1993.3） 
  <No. 28> 「我が国の大学における基礎研究―大学研究者による講演に基づく一考察―」 
 （第 1調査研究グループ，1993.3） 
  <No. 29> 「日本企業にみる戦略的研究開発マネジメント」＊ 
 （第 2調査研究グループ・第 2研究グループ，1993.7） 
  <No. 30> 「女性研究者の現状に関する基礎調査」 
 （第 1調査研究グループ，1993.7） 
  <No. 31> 「R＆D 購買力平価の開発」＊ 
 （第 3調査研究グループ，1994.3） 
  <No. 32> 「地球環境問題における企業対応の現状と評価」 
 （第 4調査研究グループ，1994.3） 
 
(1)研究実績 
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  <No. 33> 「Outlook for Japanese and German Future Technology」◎ 
 （技術予測調査研究チーム，1994.4） 
  <No. 34> 「科学技術が人間・社会に及ぼす影響に関する調査」 
 （第 2調査研究グループ，1994.3） 
  <No. 35> 「数値シミュレーションによる技術貿易継続契約の構造解析」 
 （第 3調査研究グループ，1994.8） 
  <No. 36> 「日本の技術輸出の実態（平成 4年度）」 
 （第 3調査研究グループ，1994.11） 
  <No. 37> 「科学技術指標―日本の科学技術活動の体系的分析―（平成 6年版）」＊ 
 （科学技術指標プロジェクトチーム，1995.1） 
  <No. 38> 「サイエンス&テクノロジーパークの開発動向に関する調査研究」 
 （第 2研究グループ，1995.2） 
  <No. 39> 「地域における科学技術振興に関する調査研究（第 2回調査）」＊ 
 （第 4調査研究グループ，第 2研究グループ，1995.3） 
  <No. 40> 「生活関連科学技術課題に関する意識調査（中間報告）」 
 （生活関連科学技術政策調査研究プロジェクトチーム，1995.3） 
  <No. 41> 「日本の技術輸出の実態（平成 5年度）」＊ 
 （第 3調査研究グループ，1995.12） 
  <No. 42> 「日独技術予測調査」 
 （技術予測調査研究チーム，1995.12） 
  <No. 43> 「日本企業の海外における研究開発のパフォーマンスに関する調査」 
 （第 2調査研究グループ，1996.2） 
  <No. 44> 「女子の理工系専攻への進学における要因に関する調査研究」 
 （第 1調査研究グループ，1996.3） 
  <No. 45> 「生活関連科学技術課題に関する意識調査」 
 （生活関連科学技術政策調査研究プロジェクトチーム，1996.3） 
  <No. 46> 「外国技術導入の動向分析（平成 6年度）」 
 （情報分析課,1996.11） 
  <No. 47> 「日本の技術輸出の実態（平成 6年度）」 
 （第 3調査研究グループ，1996.11） 
  <No. 48> 「イノベーションの専有可能性と技術機会―サーベイデータによる日米比較研究
 ―」 
 （第 1研究グループ，1997.3） 
  <No. 49> 「先端科学技術動向調査（物質・材料系科学技術）」 
 （情報分析課，1997.6） 
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  <No. 51> 「地域科学技術指標策定に関する調査―地域技術革新のための科学技術資源計測
 の試み―」 
 （第 3調査研究グループ，1997.3） 
  <No. 52> 「第 6回技術予測調査―わが国における技術発展の方向性に関する調査―」 
 （技術予測調査研究チーム，1997.6） 
  <No. 53> 「日本の技術輸出の実態―平成 7年度―」 
 （第 3調査研究グループ，1997.7） 
  <No. 54> 「外国技術導入の動向分析―平成 7年度―」 
 （情報分析課，1997.11） 
  <No. 55> 「研究開発投資の活発な企業が求める高学歴研究者・技術者のキャリアニーズに
 関する調査研究」＊ 
 （第 1調査研究グループ，1997.12） 
  <No. 56> 「地域における科学技術振興に関する調査研究（第 3回調査）」＊ 
 （第 3調査研究グループ，1997.12） 
  <No. 57> 「外国技術導入の動向分析―平成 8年度―」＊ 
 （情報分析課，1998.5） 
  <No. 58> 「日本の技術輸出の実態―平成 8年度―」 
 （情報分析課，1998.9） 
  <No. 59> 「地域における科学技術振興に関する調査研究（第 4回調査）」 
 （第 3調査研究グループ，1999.3） 
  <No. 60> 「我が国製造業の空間移動と地域産業の構造変化に関する研究」 
 （第 3調査研究グループ，1999.3） 
  <No. 61> 「日本のベンチャー企業と起業者に関する調査研究」 
 （「ベンチャーと国際化の視点による新ビジネスモデルの創造」調査研究チーム，
 1999.3） 
  <No. 62> 「2010 年代の国民生活ニーズとこれに関連する科学技術」 
 （第 4調査研究グループ，1999.3） 
  <No. 63> 「外国技術導入の動向分析（平成 9年度）」  
 （情報分析課，1999.4） 
  <No. 64> 「研究開発関連政策が及ぼす経済効果の定量的評価手法に関する調査（中間報
 告）」 
 （第 1研究グループ，1999.6） 
  <No. 65> 「日本の技術輸出の実態」（平成 9年度）  
 （情報分析課，2000.1） 
  <No. 66> 「科学技術指標―日本の科学技術活動の体系的分析―（平成 12 年版）」 
 （科学技術指標プロジェクトチーム，2000.4） 
 「科学技術指標（平成 12 年版）統計集（2001 年改訂版）」  
 （科学技術指標プロジェクトチーム，2001.5） 
(1)研究実績 
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  <No. 67> 「加速器技術に関する先端動向調査（先端研究・先端医療を担う小型加速器開発
 の推進をめざして）」 
 （科学技術動向研究センター，2001.6） 
  <No. 68> 「外国技術導入の動向分析（平成 10 年度）」 
 （情報分析課，2001.2） 
  <No. 69> 「日本の技術輸出の実態」（平成 10 年度） 
 （情報分析課，2001.2） 
  <No. 70> 「地域における科学技術振興に関する調査研究（第 5回調査）」 
 （第 3調査研究グループ，2001.7） 
  <No. 71> 「第 7回技術予測調査」＊ 
 （科学技術動向研究センター，2001.7） 
  <No. 72> 「科学技術に関する意識調査―2001 年 2～3月調査―」 
 （第 2調査研究グループ，2001.12） 
  <No. 73> 「科学技術指標―日本の科学技術の体系的分析―平成 16 年度」 
 （科学技術指標プロジェクトチーム，2004.4） 
  <No. 74> 「基本計画の達成効果の評価のための調査―平成 15 年度における主な成果―」 
 （科学技術政策研究所，2004.5） 
  <No. 75> 「基本計画の達成効果の評価のための調査 第 1 期及び第 2 期科学技術基本計画
 期間中の政府研究開発投資の内容分析 平成 15 年度調査報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2004.5） 
  <No. 76> 「基本計画の達成効果の評価のための調査 第 1 期及び第 2 期科学技術基本計画
 において定量目標の明示された施策の達成状況 平成 15 年度調査報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2004.5） 
  <No. 77> 「基本計画の達成効果の評価のための調査 主要な科学技術関係人材育成関連プ
 ログラムの達成効果及び問題点 平成 15 年度調査報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2004.5） 
  <No. 78> 「基本計画の達成効果の評価のための調査 主要な産学官連携・地域イノベーショ
 ン振興の達成効果及び問題点 平成 15 年度調査報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2004.5） 
  <No. 79> 「基本計画の達成効果の評価のための調査 科学技術研究のアウトプットの定量
 的及び定性的評価 平成 15 年度調査報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2004.5） 
  <No. 80> 「基本計画の達成効果の評価のための調査 科学技術振興による経済・社会・国民
 生活への寄与の定性的評価・分析 平成 15 年度調査報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2004.5） 
  <No. 81> 「基本計画の達成効果の評価のための調査 主要国における施策動向調査及び
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  <No. 82> 「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査 急速に発展しつつある研究領域
 調査平成 15 年度調査報告書」 
 （科学技術動向研究センター，2004.6） 
  <No. 83> 「基本計画の達成効果の評価のための調査 ―主な成果― 報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2005.3） 
  <No. 84> 「基本計画の達成効果の評価のための調査：第 1 期及び第 2 期科学技術基本計画
 期間中の政府研究開発投資の内容分析 報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム， 2005.3） 
  <No. 85> 「基本計画の達成効果の評価のための調査：第 1 期及び第 2 期科学技術基本計画
 において定量目標の明示された施策の達成状況 報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2005.3） 
  <No. 86> 「基本計画の達成効果の評価のための調査：主要な科学技術関係人材育成関連プロ
 グラムの達成効果及び問題点 報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム， 2005.3） 
  <No. 87> 「基本計画の達成効果の評価のための調査：主要な産学官連携・地域イノベーショ
 ン振興の達成効果及び問題点 報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム， 2005.3） 
  <No. 88> 「基本計画の達成効果の評価のための調査：科学技術研究のアウトプットの定量的
 及び定性的評価 報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2005.3） 
  <No. 89> 「基本計画の達成効果の評価のための調査：科学技術振興による経済・社会・国民
 生活への寄与の定性的評価・分析 報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム ，2005.3） 
  <No. 90> 「基本計画の達成効果の評価のための調査：我が国の研究活動のベンチマーキング
 報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2005.3） 
  <No. 91> 「基本計画の達成効果の評価のための調査：主要国における施策動向調査及び達
 成効果に係る国際比較分析 報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2005.3） 
  <No. 92> 「基本計画の達成効果の評価のための調査：科学技術人材の活動実態に関する日米
 比較分析 ―博士号取得者のキャリアパス― 報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2005.3） 
  <No. 93> 「国公立大学及び公的研究機関の代表的成果調査報告書（成果集）」 
 （科学技術政策研究所，(株)三菱総合研究所，2005.5） 
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  <No. 95> 「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査急速に発展しつつある研究領域調
 査―論文データベース分析から見る研究領域の動向―」 
 （科学技術政策研究所，2005.5） 
  <No. 96> 「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査―注目科学技術領域の発展シナリ
 オ調査―」 
 （科学技術政策研究所，2005.5） 
  <No. 97> 「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査デルファイ調査」 
 （科学技術政策研究所，2005.5） 
  <No. 98> 「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査―概要版―」 
 （科学技術政策研究所，2005.5） 
  <No. 99> 「我が国における科学技術の現状と今後の発展の方向性―基本計画レビュー調査
 及び俯瞰的予測調査による分野・領域の総合的動向分析―」 
 （科学技術政策研究所，2005.5） 
  <No.100> 「サイエンスマップ 2004―論文データベース分析（1999 年から 2004 年）による注
 目される研究領域の動向調査―NISTEP REPORT No.95（2005 年）フォローアップ」 
 （科学技術動向研究センター，2007.3） 
  <No.101> 「2025 年に目指すべき社会の姿―「科学技術の俯瞰的予測調査」に基づく検討―」 
 （科学技術動向研究センター，2007.3） 
  <No.102> 「米国の世界トップクラス研究拠点調査報告書」 
 （科学技術政策研究所，(株)日本総合研究所，2007.3） 




  <No.  1> 「先端科学技術と法的規制＜生命科学技術の規制を中心に＞」＊ 
 （第 2調査研究グループ，1999.5） 
  <No.  2> 「ベンチャー・ビジネス；日本の課題」 
 （第 1研究グループ，1999.5） 
  <No.  3> 「新ビジネスモデルによる日本企業の強さの変革―「科学技術・新産業創造立国実
 現」へのシナリオ―」 
 （第 1研究グループ，1999.5） 
  <No.  4> 「我が国のライフサイエンス分野における数量的分析～政策変遷，予算および論文
 生産の時間的推移をめぐって～」 
 （第 2研究グループ，1999.6） 
  <No.  5> 「科学技術政策コンセプトの進化プロセス」 
 （第 2研究グループ，2000.3） 
  <No.  6> 「IPO 企業とそうでない企業と」 
 （第 1研究グループ，2000.10） 
(1)研究実績 
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  <No.  7> 「アメリカのバイオエシックス・システム」 
 （第 2研究グループ，2001.2） 
  <No.  8> 「遺伝子科学技術の展開と法的諸問題」 
 （第 2調査研究グループ，2002.3） 
  <No.  9> 「地域イノベーションの成功要因及び促進政策に関する調査研究」 
 （第 3調査研究グループ，2004.3） 
  <No. 10> 「臓器移植を事例とする科学技術の社会的ガバナンスの検討―中間的専門機関の
 重要性―」 
 （第 2調査研究グループ，2005.05） 
  <No. 11> 「科学技術の社会的ガバナンスにおいて専門職能集団が果たす自律的機能の検討
 ―医療の質を確保するドイツ医療職団体の機能から―」 
 （第 2調査研究グループ，2005.10） 





  <No.  1> 「ユーレカ計画の概要」 
 （第 3調査研究グループ，1989.4） 
  <No.  2> 「Outline of Science and Technology Activities in Japan」◎ 
 （第 3調査研究グループ，1989.5） 
  <No.  3> 「大学教官学位取得状況調べ（中間報告）」 
 （第 2調査研究グループ，1989.12） 
  <No.  4> 「日本の国家研究開発活動の変遷過程及びその特徴」 
 （尹  文渉[韓国科学技術院科学技術政策研究評価センター]，1990.3） 
  <No.  5> 「東アジア諸国の科学技術政策について」 
 （第 3調査研究グループ，1990.7） 
  <No.  6> 「新材料の開発・利用とその影響に関する調査研究報告」 
 （第 4調査研究グループ，1990.9） 
  <No.  7> 「未来競争力の強化  ―日本政府の基礎研究振興― Enhancing Future 
 Competitiveness「―The Japanese Government's Promotion of Basic Research
 ―」◎ 
 （Janice M. Cassidy 特別研究員，1990.10） 
  <No.  8> 「戦後日中科学技術発展状況比較研究」 
 （張 晶特別研究員，1991.1） 
  <No.  9> 「太陽活動と地球温暖化―地磁気活動を指標として―」 
 （第 4調査研究グループ，1991.3） 
 
(1)研究実績 
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  <No. 10> 「科学技術政策史関連資料集」 
 （第 1調査研究グループ，1991.3） 
  <No. 11> 「日本の基礎研究についての考察」 
 （張   晶特別研究員，1991.3） 
  <No. 12> 「我が国と海外諸国間における研究技術者交流統計図表集」 
 （第 2調査研究グループ，1991.3） 
  <No. 13> 「日本企業における基礎研究の定義及び日本企業における科学：予備的分析」＊ 
 （Diana Hicks 特別研究員，弘岡 正明（神戸大学），1991.9） 
  <No. 14> 「先端科学技術情報モニタリングシステム中間報告」 
 （第 2調査研究グループ，1991.9） 
  <No. 15> 「科学技術政策用語英訳集」 
 （第 1調査研究グループ，1991.10） 
  <No. 16> 「外国技術導入の動向分析―平成 2年度（1990 年度）―」 
 （情報システム課，1991.11） 
  <No. 17> 「日本における科学技術政策」◎ 
 （Peter Van der Staal 特別研究員，1992.2） 
  <No. 18> 「日本の超伝導産業における研究開発コンソーシアムと共同関係 Research and 
 Development Consortia and Cooperative Relationships in Japan's 
 Superconductivity Industry」◎ 
 （Gerald Hane 特別研究員，1991.12） 
  <No. 19> 「経験哲学から見た科学技術への取り組み」 
 （森本  盛客員研究官，1992.1） 
  <No. 20> 「自然科学系研究者のバックグラウンド及び活動状況に関する調査」 
 （第 2調査研究グループ，1992.2） 
  <No. 21> 「産業技術基盤を改善するための戦略 改進工業技術基礎的戦略 Strategy for 
 Improving Industrial Technological Bases」◎ 
 （何  翔皓特別研究員，1992.3） 
  <No. 22> 「共体験に基づく知識創造の循環プロセス―高炉操業エキスパート・システムの開
 発事例をめぐって―」 
 （第 1研究グループ，1992.9） 
  <No. 23> 「広い空間と時間でとらえた科学技術とその政策目標」 
 （森本  盛客員研究官，1992.9） 
  <No. 24> 「自然科学系課程博士を増強する条件」 
 （第 1調査研究グループ，1992.11） 
  <No. 25> 「外国技術導入の動向分析―平成 3年度（1991 年度）―」 
 （情報システム課，1993.1） 
  <No. 26> 「我が国の技術貿易統計―収支統計の定量的検討の試み―」＊ 
 （第 3調査研究グループ，1993.1） 
(1)研究実績 
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  <No. 27> 「研究開発費の国際比較における購買力平価の利用について」＊ 
 （第 3調査研究グループ，1992.12） 
  <No. 28> 「工学部卒業生の進路と職業意識に関する日米比較」＊ 
 （第 1調査研究グループ，1992.12） 
  <No. 29> 「科学技術史観の認識論的基礎―知識創造と日本の技術革新・研究序説―」 
 （第 1研究グループ・第 2研究グループ，1993.2） 
  <No. 30> 「産業発展，地域開発及び地域政策形成の重要性の増大 ―日本における産業の
 普及及び発展の形態についての地域定量分析― Industrial Growth, Regional 
 Development and the Growing Importance of a Regionally Conscious Policy 
 Formation for Japan」◎ 
 （G.D Christoloukas 特別研究員，1993.2） 
  <No. 31> 「技術開発の多角化に関する計量分析」 
 （張  仲梁特別研究員，1993.3） 
  <No. 32> 「情報技術振興のための政府助成共同研究―日本の西欧への挑戦―Government-
 Sponsored Collaborative Research to Promote Information Technology:Japan's 
 Challenge to the West?」◎ 
 （Tim Ray 特別研究員，1993.3） 
  <No. 33> 「日本製造業における競争力の源泉―素材関連技術を中心とした一考察―」 
 （第 1研究グループ，1993.6） 
  <No. 34> 「日本企業における知の創造：競争優位の次元 Knowledge Creation in Japanese 
 Organizations:Building the Dimensions of Competitive Advantage」◎ 
 （第 1研究グループ，1993.9） 
  <No. 35> 「日本における政府研究機関」＊ 
 （第 1調査研究グループ，1993.10） 
  <No. 36> 「製品開発段階における技術知識の動態―『研究開発における知の構造と知の動態
 （1）』中間報告―」＊ 
 （第 1研究グループ，1994.3） 
  <No. 37> 「外国技術導入の動向分析―平成 4年度―」 
 （情報システム課，1994.3） 
  <No. 38> 「優れた研究者が備える条件と研究活動の特性―長官賞受賞者の特性を探る―」 
 （第 2調査研究グループ，1994.6） 
  <No. 39> 「外国技術導入の動向分析―平成 5年度―」 
 （情報システム課，1995.3） 
  <No. 40> 「韓国の電子産業における対日依存と今後の課題」 
 （具  本悌特別研究員，1995.4） 
  <No. 41> 「東南アジアの日系企業の活動状況」 
 （第 3調査研究グループ，1995.6） 
 
(1)研究実績 
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  <No. 42> 「数値解析による技術貿易契約期間の推定」 
 （第 3調査研究グループ，1995.6） 
  <No. 43> 「契約期間から技術貿易の構造を解析する」 
 （第 3調査研究グループ，1996.3） 
  <No. 44> 「技術進歩と経済成長―目標成長率達成のための必要研究開発投資の試算―」 
 （第 1研究グループ，1996.8） 
  <No. 45> 「パーソナルコンピュータの技術移転に関する調査研究」 
 （第 2調査研究グループ，1996.12） 
  <No. 46> 「自然科学系博士課程在学生数に関する調査分析」 
 （第 1調査研究グループ・第 1研究グループ，1997.2） 
  <No. 47> 「2010 年科学技術人材を考える」 
 （第 1調査研究グループ，1997.2） 
  <No. 48> 「韓・日両国における科学技術諮問・審議機構の比較」 
 （尹  大洙特別研究員，1997.5） 
  <No. 49> 「日本企業と仏国企業の研究開発マネジメントに関する比較調査研究」＊ 
 （第 2調査研究グループ，1997.5） 
  <No. 50> 「日中の技術移転に関する調査研究」 
 （情報分析課，第 3調査研究グループ，1997.6） 
  <No. 51> 「東アジア諸国のエネルギー消費と大気汚染対策―概況と事例研究―」 
 （第 4調査研究グループ，1997.6） 
  <No. 52> 「地域科学技術政策の現状と課題―地域科学技術政策研究会（平成 9 年 3 月 18，
 19 日）報告書―」 
 （第 3調査研究グループ，1997.10） 
  <No. 53> 「大学における新構想型学部に関する実態調査」 
 （第 1調査研究グループ，1998.4） 
  <No. 54> 「英国における研究評価―公的研究助成にみる評価"Value for Money"と
 "Selectivity"」 
 （第 2研究グループ，1998.5） 
  <No. 55> 「主要各国の科学技術関連組織の国際比較」 
 （第 2研究グループ，第 1研究グループ,1998.6） 
  <No. 56> 「地域科学技術政策研究会（平成 10 年 2 月 24，25 日）報告書―地域特性を生か
 した施策展開をどう進めるか―」 
 （第 3調査研究グループ，1998.7） 
  <No. 57> 「英国及びニュージーランドにおける国立試験研究機関の民営化について」 
 （企画課，1998.6） 
  <No. 58> 「テクノポリス調査研究報告書」 
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  <No. 59> 「 Regionalization of Science and Technology in Japan:The Framework of 
 Partnership between Central and Regional Governments」◎ 
 （Steven W. Collins 特別研究員，1998.8） 
  <No. 60> 「企業における女性研究者・技術者の就業状況に関する事例調査」 
 （第 1調査研究グループ，1999.3） 
  <No. 61> 「ブレークスルー技術による小型加速器等に関する開発予測調査結果」 
 （第 4調査研究グループ，1999.5） 
  <No. 62> 「科学技術と人間・社会との関わりについての検討課題」 
 （第 2調査研究グループ，1999.6） 
  <No. 63> 「公的研究機関の研究計画策定過程に関する調査」 
 （第 2研究グループ，1999.6） 
  <No. 64> 「我が国の廃棄物処理の現状と課題」 
 （第 3調査研究グループ，1999.12） 
  <No. 65> 「地域科学技術政策研究会（平成 11 年 3 月 16，17 日）報告書」 
 （第 3調査研究グループ，2000.1） 
  <No. 66> 「ヒトゲノム研究とその応用をめぐる社会的問題」 
 （第 2調査研究グループ，2000.3） 
  <No. 67> 「国立試験研究機関，特殊法人研究開発機関及び日本企業の研究開発国際化に関
 する調査研究」 
 （第 1研究グループ，2000.3） 
  <No. 68> 「1970 年代における科学技術庁を中心としたテクノロジー・アセスメント施策の
 分析」 
 （第 2調査研究グループ，2000.3） 
  <No. 69> 「技術予測調査の利用状況と今後の調査への要望について」 
 （第 4調査研究グループ，2000.3） 
  <No. 70> 「コンセンサス会議における市民の意見に関する考察」 
 （第 2調査研究グループ，2000.6） 
  <No. 71> 「地域科学技術政策研究会（平成 12 年 3 月 14,15 日）報告書―地方公共団体にお
 ける研究評価の手法とあり方について―」 
 （第 3調査研究グループ，2000.8） 
  <No. 72> 「創造的研究者・技術者のライフサイクルの確立に向けた現状調査と今後のあり
 方」 
 （第 1調査研究グループ，2000.9） 
  <No. 73> 「日本における技術系ベンチャー企業の経営実態と創業者に関する調査研究」 
 （第 1研究グループ，2000.9） 
  <No. 74> 「The Comparative Study of Regional Innovation Systems of Japan and China」
 ◎ 
 （蘇   靖特別研究員，2000.11） 
(1)研究実績 
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  <No. 75> 「21 世紀の科学技術の展望とそのあり方」 
 （第 4調査研究グループ，2000.12） 
  <No. 76> 「（加速器技術に関する先端動向調査）加速器ビームニーズ等に関する調査結果」 
 （科学技術動向研究センター，2001.6） 
  <No. 77> 「The Proceeding of International Conference on Technology Foresight-The 
 approach to and the potential for New Technology Foresight-」◎ 
 （第 4調査研究グループ，2001.3） 
  <No. 78> 「科学技術と NPO の関係についての調査」 
 （第 2調査研究グループ，2001.3） 
  <No. 79> 「科学技術研究調査」の見直しについて～科学技術研究調査研究会に対する科学技
 術政策研究所の対応～」 
 （科学技術指標検討チーム（第 1調査研究グループ所管），2001.6） 
  <No. 80> 「地域科学技術指標に関する調査研究」 
 （第 3調査研究グループ，2001.12） 
  <No. 81> 「国内外の科学技術に関する意識調査の状況について」 
 （第 2調査研究グループ，2001.12） 
  <No. 82> 「中国の環境問題と日本の技術移転」 
 （情報分析課，2002.1） 
  <No. 83> 「日本の技術輸出の実態（平成 11 年度）」 
 （情報分析課，2002.3） 
  <No. 84> 「海外科学技術政策研究機関ハンドブック」 
 （企画課，2002.3） 
  <No. 85> 「科学技術指標体系の比較と史的展開」 
 （第 1調査研究グループ，2002.3） 
  <No. 86> 「米国における公的研究開発の評価手法」* 
 （第 2研究グループ，2002.5） 
  <No. 87> 「国際級研究人材の国別分布推定の試み」 
 （第 1調査研究グループ，2002.7） 
  <No. 88> 「平成 12 年科学技術指標―データ集―」 
 （情報分析課，2002.10） 
  <No. 89> 「ロシアに関係する科学技術国際協力の現状分析」 
 （第 2研究グループ，2002.11） 
  <No. 90> 「バイオテクノロジー研究開発と企業の境界―研究提携・技術導入・アウトソーシ
 ング・海外研究に関する調査報告―」 
 （第 1研究グループ，2002.12） 
  <No. 91> 「科学系博物館・科学館における科学技術理解増進活動について」 
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  <No. 92> 「産学官連携事例から見た地域イノベーションの成功要因解明の試み―札幌，京都，
 福岡の産学官連携調査報告―」 
 （第 3調査研究グループ，2003.2） 
  <No. 93> 「日本の技術貿易―平成 12 年度―」 
 （情報分析課，2003.3） 
  <No. 94> 「科学技術人材を含む高度人材の国際的流動性 世界の潮流と日本の現状」 
 （第 2研究グループ，2003.3） 
  <No. 95> 「研究開発に関する会計基準の変更と企業の研究開発行動」 
 （第 2研究グループ，2003.3） 
  <No. 96> 「産学連携 1983－2001」 
 （第 2研究グループ，2003.3） 
  <No. 97> 「我が国の科学雑誌に関する調査」 
 （第 2調査研究グループ，2003.5） 
  <No. 98> 「先端的計測・分析機器の現状と今後の課題～科学技術専門家ネットワーク アン
 ケート調査結果～」 
 （科学技術動向研究センター，2003.7） 
  <No. 99> 「科学館等における科学技術理解増進活動への参加が参加者に及ぼす影響につい
 て―科学技術館サイエンス友の会・日本宇宙少年団を例として―」 
 （第 2調査研究グループ，2003.11） 
  <No.100> 「科学技術理解増進と科学コミュニケーションの活性化について」 
 （第 2調査研究グループ，2003.11） 
  <No.101> 「科学技術国際協力の現状」 
 （第 2研究グループ，2003.11） 
  <No.102> 「国際級研究人材の養成・確保のための環境と方策（アンケート調査の結果より）
 ―「個人を活かす」ためのシステムへの移行―」 
 （第 1調査研究グループ，2003.12） 
  <No.103> 「博士号取得者の就業構造に関する日米比較の試み―キャリアパスの多様化を促
 進するために―」 
 （第 1調査研究グループ，2003.12） 
  <No.104> 「『研究開発戦略と科学技術政策』研究セミナー報告論文集」◎ 
 （第 1研究グループ，2004.2） 
  <No.105> 「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査 平成 15 年度調査報告書」 
 （科学技術政策研究所，2004.6） 
  <No.106> 「大型研究施設・設備の現状と今後の課題～科学技術専門家ネットワーク アンケ
 ート調査結果～」 
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  <No.107> 「学校教育と連携した科学館等での理科学習が児童生徒へ及ぼす影響について―
 学校と科学館等との連携強化の重要性―」 
 （第 2調査研究グループ 中村 隆史，大沼 清仁，今井  寛，2004.11） 
  <No.108> 「科学技術の振興に関する調査～科学技術専門家ネットワークアンケート調査結
 果～」 
 （科学技術動向研究センター，2004.10） 
  <No.109> 「国として戦略的に推進すべき 技術の抽出と評価―我が国の科学技術力のベンチ
 マーキング―」 
 （科学技術動向研究センター，2004.11） 
  <No.110> 「全国イノベーション調査統計報告」 
 （伊地知寛博，岩佐 朋子，小田切宏之，計良 秀美，古賀 款久，後藤 晃，俵 
 裕治，永田 晃也，平野 千博，2004.12）  
  <No.111> 「基本計画の達成効果の評価のための調査」国際ワークショップ開催報告（2004
 年 9 月 13－14 日，於・東京）～統合的科学技術政策による効果のベンチマークに
 向けて～」 
 （第 3調査研究グループ，2004.12） 
  <No.112> 「北欧会議における科学技術協力」―地域科学技術協力の一例として― 
 （第 3調査研究グループ，2005.2） 
  <No.113> 「デンマークの科学技術政策」―北欧の科学技術政策の一例として―」 
 （第 3調査研究グループ，2005.2） 
  <No.114> 「地域科学技術・イノベーション関連指標の体系化に係る調査研究」 
 （第 3調査研究グループ，2005.3） 
  <No.115> 「科学技術政策文献の構造分析・内容分析」―第 1 期科学技術基本計画及び第 2
 期科学技術基本計画を対象として―（第 2研究グループ，2005.3） 
  <No.116> 「米国 NIH 在籍日本人研究者の現状について」 
 （第 1調査研究グループ，2005.3） 
  <No.117> 「平成 16 年版科学技術指標―データ集―2005 年改訂版」 
 （情報分析課，2005.4） 
  <No.118> 「ドイツの直面する科学技術政策上の課題」 
 （永野 博，2005.6） 
  <No.119> 「国立大学の産学連携：共同研究（1983 年－2002 年）と受託研究（1995 年－2002
 年）」 
 （第 2研究グループ，2005.11） 
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  <No.121> 「日米における 21 世紀のイノベーションシステム：変化の 10 年間の教訓 国際
 シンポジウム報告書」 
 （第 2研究グループ，2006.3） 
  <No.122> 「優れた成果をあげた研究活動の特性：トップリサーチャーから見た科学技術政策
 の効果と研究開発水準に関する調査報告書」 
 （第 2研究グループ，2006.3） 
  <No.123> 「中国における科学技術活動と日中共著関係」 
 （第 2研究グループ，2006.3） 
  <No.124> 「日中韓科学技術政策セミナー2006 開催報告」 
 （第 3調査研究グループ，2006.3） 
  <No.125> 「韓国の地域科学技術政策の動向」 
 （第 3調査研究グループ，2006.3） 
  <No.126> 「科学技術指標―第 5版に基づく 2006 年改訂版―」 
 （科学技術基盤調査研究室，2006.6） 
  <No.127> 「インドの注目すべき発展と科学技術政策との関係（セミナー報告書）」 
 （科学技術動向研究センター，2006.8） 
  <No.128> 「大学・公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状況調査―平成 17 年度
 調査―」   
 （第 1調査研究グループ、文部科学省科学技術・学術政策局基盤政策課，2006.8） 
  <No.129> 「理数系コンテスト・セミナー参加者の進路等に関する調査」 
 （第 2調査研究グループ，2006.9） 
  <No.130> 「平成 18 年度大学等における科学技術・学術活動実態調査報告」 
 （科学技術基盤調査研究室，2006.10） 
  <No.131> 「米国の数学振興政策の考え方と数学研究拠点の状況」 
 （科学技術基盤調査研究室、科学技術動向研究センター，2006.10） 
  <No.132> 「我が国における外国人研究者に関する状況のための予備調査結果について」 
 （第 1調査研究グループ，2007.1） 
  <No.133>「大学・公的研究機関における研究者公募の現状」 





  <No.  1> 「技術知識の減衰モデルと減衰特性分析―登録特許残存件数による減衰データへ
 の応用―」 
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  <No.  2> 「21 世紀に向けた国の科学技術推進システムの在り方―国の科学技術活動の変革
 に向けて―」 
 （第 2調査研究グループ 柳   孝，1997.5） 
  <No.  3> 「日本と米国の科学及び工学における大学院課程の比較」＊ 
 （第 1研究グループ Taniya Sienko，1997.6） 
  <No.  4> 「研究開発投資の決定要因：企業規模別分析」 
 （第 1研究グループ 後藤  晃，古賀 款久，鈴木 和志（明治大学），1997.11） 
  <No.  5> 「マクロモデルによる政府研究開発投資の経済効果の計測」＊ 
 （第 1研究グループ 永田 晃也，1998.3） 
  <No.  6> 「大学等からの技術移転成功事例におけるアクター分析」 
 （第 2研究グループ 新井 英彦，1998.3） 
  <No.  7> 「特許と学術論文の形態比較～記述形式・内容の分析とインタビューによる執筆動
 因分析～」 
 （第 2研究グループ 藤原 直也，藤垣 裕子，1998.10） 
  <No.  8> 「日本企業の研究開発国際化の実状と国内研究開発体制への提言」 
 （第 1研究グループ 田中  茂，1999.5） 
  <No.  9> 「IT を用いた資材調達活動の国際比較」 
 （第 1研究グループ 榊原 清則，三木 康司（慶應義塾大学），1999.5） 
  <No. 10> 「累積的イノベーションにおける技術専有と特許クロスライセンス」 
 （情報分析課 和田 哲夫，吉水 正義，1999.6） 
  <No. 11> 「先端的情報システムと日本企業の課題」 
 （第 1研究グループ 榊原 清則，1999.7） 
  <No. 12> 「科学技術活動に係るコーディネート機能・人材に関する調査研究―「モード 2」
 の時代において集団的創造性を高めるために―」 
 （第 1調査研究グループ 前澤 祐一，1999.8） 
  <No. 13> 「研究者数予測の試みとその課題に関する考察」 
 （第 1調査研究グループ 中田 哲也，1999.10） 
  <No. 14> 「省エネルギー公共投資のマクロ経済及び産業毎の影響に関する研究（その 1）」 
 （第 1研究グループ 竹下 貴之，2000.1） 
  <No. 15> 「我が国における製造業の集積と競争力変化に関する考察」 
 （第 1調査研究グループ 中田 哲也，第 3調査研究グループ 権田 金治（東海
 大学），2000.2） 
  <No. 16> 「THE DEVELOPMENT OF RESEARCH RELATED START-UP-A FRANCE-JAPAN COMPARISON-」
◎ 
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  <No. 17> 「企業戦略としてのオープンソース―オープンソースコミュニティの組織論と外
 部資源を利用した研究開発の発展に関する考察―」 
 （第 1研究グループ 加藤みどり，2000.7） 
  <No. 18> 「地方公共団体が設置する公設試験研究機関における研究課題評価の仕組みに関
 する一考察」 
 （第 3調査研究グループ 新舩 洋一，2001.9） 
  <No. 19> 「Transaction Costs and Capabilities as Determinants of the R&D Boundaries 
 of the Firm:A Case Study of the Ten Largest Pharmaceutical Firms in Japan」 
 （第 1研究グループ 小田切宏之，2001.9）◎ 
  <No. 20> 「深海洋上風力発電を利用するメタノール製造に関する提案」 
 （科学技術動向研究センター 瀬谷 道夫，山口 充弘，多田 国之，2002.3） 
  <No. 21> 「Discussion of Importance Index in Technology Foresight」 
 （科学技術動向研究センター Viayu CHENG，2002.5） 
  <No. 22> 「日本のバイオ・ベンチャー企業―その意義と実態―」 
 （第 1研究グループ 小田切宏之，中村 吉明，2002.6） 
  <No. 23> 「The Role of Overseas R&D Activities in Technological Knowledge Sourcing:
 An Empirical Study of Japanese R&D Investment in the US 技術知識ソーシン
 グにおける海外研究開発活動の役割：日本企業による対米研究開発投資の実証分
 析」 
 （第 1研究グループ 岩佐 朋子，小田切宏之，2002.6） 
  <No. 24> 「研究開発における企業の境界と知的財産権制度」 
 （第 1研究グループ 小田切宏之，2002.10） 
  <No. 25> 「個人のイノベーションとライセンス」 
 （第 1研究グループ 和田 哲夫，2002.11） 
  <No. 26> 「短期多部門計量モデル MS-JMACRO を用いた政府投資乗数の横断的・時系列的
 な相違に関する検討」 
 （第 1研究グループ 竹下 貴之，2002.11） 
  <No. 27> 「創造的研究者のライフサイクルの確立に向けた現状調査と今後のあり方―研究
 者自身が評価する創造的な研究開発能力の年齢的推移等に関する調査―」 
 （第 1調査研究グループ 和田 幸男，2002.11） 
  <No. 28> 「クラスター事例のイノポリス形成要素による回帰分析」 
 （第 3調査研究グループ 計良 秀美，前田  昇，2003.2） 
  <No. 29> 「地域イノベーションの成功要因及び促進政策に関する調査研究（中間報告）」 
 （第 3調査研究グループ 前田 昇，向山 幸男，計良 秀美，杉浦美紀彦，岡 精
 一，俵 裕治，2003.3） 
  <No. 30> 「大学における研究の評価に関する理論と実際―システム的視点」 
 （第 1研究グループ 伊地知寛博，2003.10） 
 
(1)研究実績 
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  <No. 31> 「 Determinants of Overseas Laboratory Ownership by Japanese 
 Multinationals」 
 （第 1研究グループ 岩佐 朋子，2003.11） 
  <No. 32> 「 Determinants of R&D Boundaries of the Firm:An Empirical Study of 
 Commissioned R&D, Joint R&D, and Licensing with Japanese Company Data」◎ 
 （第 1研究グループ 中村 健太，小田切宏之，2003.11） 
  <No. 33> 「ヒト胚の取扱いの在り方に関する検討」 
 （第 2調査研究グループ 牧山 康志，2004.1） 
  <No. 34> 「Joint ventures and the scope of knowledge transfer:Evidence from U.S. 
 -Japan patent licenses」◎ 
 （第 1研究グループ 和田 哲夫，2004.3） 
  <No. 35> 「Running royalty and patent citations:the role of measurement cost in 
 unilateral patent licensing」◎ 
 （第 1研究グループ 和田 哲夫，2004.3） 
  <No. 36> 「日本企業による海外への技術輸出：ライセンスと直接投資の選択に関する実証分
 析」 
 （第 1研究グループ 岩佐 朋子，2004.3） 
  <No. 37> 「技術系製造業におけるスタートアップ企業の成長要因」  
 （第 1研究グループ 榊原 清則，本庄 裕司，古賀 款久，2004.10） 
  <No. 38> 「独創的な商品開発を担う研究者・技術者の研究」 
 （第 2研究グループ 石井 正道，2005.1） 
  <No. 39> 「科学技術コミュニケーションを進める人材の養成について」     
 （第 2調査研究グループ 渡辺 正隆，2005.2） 
  <No. 40> 「Position Paper For Conventional Hydrocarbons」 
 （科学技術動向研究センター，2005.6） 
  <No. 41> 「 University-Industry Collaboration Networks for the Creation of 
 Innovation:A Comparative Analysis of the Development of Lead-Free Solders 
 in Japan, Europe and the United States」 
 （第 2研究グループ，2006.3） 
  <No. 42> 「A COMPARATIVE ASSESSMENT OF TRAINING COURSES FOR  
 KNOWLEDGE TRANSFER PROFESSIONALS IN THE UNITED STATES, UNITED KINGDOM, AND 
 JAPAN」◎ 
 （第 2研究グループ，2006.11） 
  <No. 43> 「全国イノベーション調査による医薬品産業の比較分析」 
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⑤講演録 
  1)竹内  啓 東京大学先端科学技術研究センター教授 
「先端科学技術の社会的影響<動向第 1回>」（1988.10） 
  2)石井  恂 麻布大学教養部教授 
「1990 年代の科学技術政策<動向第 2回>」（1988.10） 
  3)Prof. Don E Kash 米国オクラホマ大学教授 
「総合化社会<国際比較第 1回>」（1988.11） 
  4)内田 盛也 帝人(株)理事 
「科学技術政策と知的所有権のかかわりについて<動向第 3回>」（1988.12） 
  5)西部  邁 評論家 
「反原発運動における技術思想について<動向第 4回>」（1988.12） 
  6)平澤  ᵂ 東京大学教養学部教授 
「ソフト化社会における政策研究<動向第 5回>」（1988.12） 
  7)Prof. Christopher Freeman 英国サセックス大学名誉教授 
「産業技術における基礎研究の役割<国際比較第 2回>」（1989.2） 
  8)石坂 誠一 人事院人事官 
「科学技術に関する人材の確保<動向第 6回>」（1989.2） 
  9)梅原  猛 国際日本文化研究センター所長 
「日本人の自然観<動向第 7回>」（1989.2） 
 10)Prof. Lewis M .Branscomb 米国ハーバード大学教授 
「米国における科学技術の諸問題<国際比較第 3回>」（1989.2） 
 11)武者小路公秀 国連大学副学長 
「国際化社会における知的交流の課題<動向第 8回>」（1989.2） 
 12)弘岡 正明 住友化学工業(株)研究主幹 
「新化学時代の産業展開と諸問題<動向第 9回>」（1989.3） 
 13)青木 昌彦 京都大学経済研究所教授 
「今後の経済発展と科学技術政策<動向第 10 回>」（1989.3） 
 14)井内慶次郎 前国立教育会館長 
「大学院制度の弾力化について<動向第 11 回>」（1989.3） 
 15)立川 圓造 日本原子力研究所東海研究所化学部長 
「電解核融合の現状<動向第 12 回>」（1989.4） 
 16)軽部 征夫 東京大学先端科学技術研究センター教授 
「バイオセンサーの現状と将来<動向第 13 回>」（1989.5） 
 17)加藤 秀俊 放送教育開発センター所長 
「国際社会における技術格差の問題点<動向第 14 回>」（1989.5） 
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 19)田村  明 法政大学法学部教授 
「未来の都市をめざして」（1989.3） 
 20)米本 昌平 三菱化成生命科学研究所社会生命科学研究室長 
「1970 年代のアメリカにおけるバイオエシックス論争」（1989.6） 
 21)後藤  晃 一橋大学教授 
「日本の R＆Dシステム再考」（1989.12） 
 22)野田 正彰 神戸市立外国語大学教授 
「社会の変化が個人に及ぼす影響について」（1989.9） 
 23)Heinz A. Staab 西独マックス・プランク協会理事長 
「西独マックス・プランク協会の組織と国際協力における役割」（1990.3） 
 24)Prof. Rolf D. Schmid 独国ブラウンシュバイク工科大学教授 
「統合後の独国のバイオテクノロジー戦略について」（1990.11） 
 25)権田 金治 東京電機大学理工学部教授 
「科学技術と地域開発」（1991.4） 
 26)小林 信一 文教大学国際学部専任講師 
「文明社会の野蛮人―若者の科学技術離れを巡って―」（1991.5） 
 27)小山 内裕 藤倉電線(株)取締役研究開発本部副本部長・基盤材料研究所長 
「光ファイバーの開発―低損失限界への挑戦―」（1992.4） 
 28)渕  一博 (財)新世代コンピューター技術開発機構常務理事・研究所長 
「第五世代コンピューターの開発―未完の革命―」（1992.5） 
 29)外村  彰 日立製作所基礎研究所主管研究長 
「電子線ホログラフィー開発の経緯」（1992.6） 
 30)鈴木 章夫 三菱重工業(株)名古屋航空宇宙システム製作所宇宙技術部長 
「日本のロケット開発に於ける技術革新」（1992.7） 
 31)蒲谷 勝治 ヤマハ発動機(株)マリン事業本部舟艇事業部副事業部長 
永海義博 ヤマハ発動機(株)マリン事業本部舟艇事業部主任 
「アメリカズカップ・ヨットの開発とレース戦略」（1992.8） 
 32)伊藤 博之 本田技研工業(株)四輪企画室（RAD）参事 
「ホンダ・シビックの開発」（1992.2） 
 33)神田 泰典 富士通(株)パーソナルビジネス本部副本部長 
「マルチメディアと FM タウンズ―認識の本質にせまる―」（1992.9） 
 34)王寺 睦満 新日本製鐵(株)技術開発本部設備技術センター所長 
「我が国における LD 転炉技術の導入と発展」（1992.10） 
 35)相澤  進 セイコーエプソン(株)専務取締役 
「セイコーエプソンにおける技術開発―新事業創造の事例と技術開発理念の功罪―」
（1992.11） 
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 37)前川善一郎 京都工芸繊維大学教授 
「複合材料技術の社会への浸透過程」（1992.12） 
 38)白石 忠志 東北大学法学部助教授 
「技術の排他的利用と独禁法」（1993.2） 
 39)柳原 一夫 客員研究官(財)日本気象協会参与 
「地球温暖化のメカニズム（宇宙・太陽・地球）」（1993.5） 
 40)富田 徹男 特許庁審判部主席審判官 
「特許制度等から見た技術の伝播」（1993.4） 
 41)前間 孝則 国際技術総合研究所副所長 
「軍用技術から民生技術へ―戦前日本の航空機産業の転換―」（1993.4） 
 42)石井  裕 NTT ヒューマンインターフェース研究所主幹研究員 
「コラボレーションメディアのデザイン」（1992.12） 
 43)長谷川龍雄 元トヨタ自動車(株)専務取締役 
「日本における自動車技術の起こりと展開―私の体験―」（1993.8） 
 44)吉田庄一郎 (株)ニコン取締役副社長 
「半導体製造装置ステッパの開発」（1993.9） 
 45)佐藤 秀樹 (株)セガ・エンタープライゼス常務取締役 
「アミューズメントからマルチメディアの研究開発へ」（1994.2） 
 46)市川 惇信 人事院人事官 
「研究評価について」（1996.11） 
 47)河本 英夫 東洋大学教授 
「オートポイエーシスにもとづく研究評価論」（1996.12） 
 48)森  俊介 東京理科大学教授 
「システム論から見た評価の方法」（1997.1） 
 49)木嶋 恭一 東京工業大学教授 
「評価へのソフトシステムアプローチ」（1997.1） 
 50)山之内昭夫 大東文化大学教授 
「企業における研究評価の視点」（1997.2） 
 51)川崎 雅弘 科学技術振興事業団専務理事 
「科学技術基本法下における評価」（1997.4） 
 52)板倉 省吾 (株)パスコ副社長 
「通商産業省の政策評価（産業政策と産業技術政策）」（1997.4） 
 53)Dir. Rosalie T. Ruegg 米国国立標準・技術研究所経済性評価室長 
Prof. Philipe Laredo 仏国鉱山大学イノベーション社会学センター教授 
「科学技術の形成過程における評価をどう取り扱うか―研究評価から政策評価まで―」
（1997.11） 
 54)Dr. William A. Blanpied  米国国立科学財団（NSF）シニア国際アナリスト 
「米国における科学政策について」（1997.11） 
(1)研究実績 
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 55)「価値開発」関連 講演録 
近藤 隆雄 多摩大学経営情報学部教授 
「サービスマネージメントにおける価値づくりについて」（1997.5） 




 56)Dr. William G. Wells, Jr. 米国ジョージワシントン大学教授 
「米国連邦政府における科学技術政策形成」（1998.3） 
 57)崔  亨燮 韓国科学技術団体総連合会会長 
「韓国新政権下での科学技術関連政策の展開」（1998.6） 
 58)Prof. Arie Rip オランダ・ツウェンテ大学 
「オランダの科学技術政策：行政と研究を結ぶ中間機構を中心として～『社会学的』科
学技術政策研究序論～」（1998.4） 
 59)Prof. Sheila Jasanoff 米国ハーバード大学ジョンエフケネディ行政大学院教授 
「政策立案者としての科学審議会」～規制科学（Regulatory-Science）をめぐって～
（2000.2） 
 60)山本 卓眞 富士通(株)名誉会長 
「富士通の企業経営・技術戦略」（2000.2） 
 61)関本 忠弘 日本電気(株)取締役相談役 
「NEC における R＆D戦略と科学技術政策への期待」（2000.2） 
 62)三田 勝茂 (株)日立製作所相談役 
「日立製作所における企業経営・技術戦略の変遷」（2000.3） 
 63)金丸 恭文 フューチャーシステムコンサルティング(株)代表取締役社長 
「IT 革命が生み出す新時代」（2000.3） 
 64)藤野 政彦 武田薬品工業(株)会長 
「技術移転における産官学協力の在り方」（2001.4） 
 65)鎌田  博 筑波大学生物科学系教授・遺伝子実験センター長 
「遺伝子組換え植物・食品の研究現状と安全性確保」（2001.3） 
 66)永井 克孝 三菱化学生命科学研究所長 
「第三の生命鎖糖鎖とポストゲノム解析」（2001.6） 
 67)飯塚 尚和 宮城県産業技術総合センター所長 
「地方公設試におけるマネジメントシステムの構築」（2001.10） 
 68)西川 伸一 京都大学大学院医学研究科教授 
「再生医学の最近の動向」（2001.9） 
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 70)佐波 正一 (株)東芝  相談役 
「東芝の技術開発の変遷」（2000.4） 
 71)幸田 重教 三井化学(株)会長  
「三井化学の経営革新」（2000.5） 
 72)楠美 省二 アルファ・エレクトロニクス(株)社長 
「アルファ・エレクトロニクスにおける企業経営と技術戦略」（2000.5） 
 73)佐々木 正 (株)国際基盤材料研究所社長 
「企業経営・技術戦略の変遷」（2000.5） 
 74)吉田庄一郎 (株)ニコン取締役社長 
「ニコンの企業経営・技術戦略の変遷」（2000.7） 
 75)藤野 政彦 武田薬品工業(株)会長 
「武田薬品工業の研究戦略」（2000.9） 
 76)荒蒔康一郎 キリンビール(株)専務取締役 
「キリンビールの戦後の企業経営・技術戦略」（2000.12） 
 77)高木 利久 東京大学医科学研究所ヒトゲノム解析センター教授 
「バイオインフォマティクスの最近の動向とこれからの課題」（2001.11） 
 78)小山 康文 岩手大学地域共同研究センター助教授 
「大学からの産学連携～岩手モデル～」（2002.1） 
 79)畑村洋太郎 工学院大学教授 
「失敗学の構築」（2001.11） 
 80)岩坪  威 東京大学大学院薬学系研究科教授 
「痴呆研究の動向～アルツハイマー病の病態解明と治療への展望を中心に～」（2001.10） 
 81)末松 安晴 国立情報学研究所長 
「半導体レーザーの技術革新について」（2002.1） 
 82)小田切宏之 科学技術政策研究所第 1研究グループ総括主任研究官 
「技術ストックの経済効果をいかに測定するか」（2001.11） 
 83)欠番 
 84)斎藤 衛郎 (独)国立健康・栄養研究所 食品機能研究部長 
「機能性食品の研究開発の動向と特定保健用食品」（2002.2） 
 85)鶴尾  隆 東京大学分子細胞生物学研究所所長 
「大学等におけるがん研究の最近の動向」（2002.3） 
 86)柴崎 正勝 東京大学大学院薬学系研究科教授 
「地球環境と有機合成」（2002.4） 
 87)岡田 清孝 京都大学大学院理学研究科教授 
「分子植物科学の現状と将来」（2002.4） 
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 89)高濱 洋介 徳島大学 ゲノム機能研究センター教授・理化学研究所 免疫・アレルギ
ー科学総合研究センター 免疫系発生研究チームディレクター 
「免疫学の最近の動向」（2002.6） 
 90)柳田 充弘 京都大学大学院生命科学研究科長・教授 
「わが国大学における生命科学の研究と教育推進の危機的状況」（2002.7） 
 91)アリ・リップ オランダツウェンテ大学教授  
「研究開発評価に対する社会の挑戦」（2002.7） 
 92)小原 雄治 国立遺伝学研究所副所長・生物遺伝資源情報総合センター長・教授 
「バイオリソースの現状とわが国の方策」（2002.7） 
 93)虫明 功臣 東京大学生産技術研究所教授 
「水循環と水資源―ローカルな視点からグローバルな視野へ―」（2002.8） 
 94)渡辺 公綱 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 
「RNA 研究の動向」（2002.9） 
 95)江刺 正喜 東北大学未来科学技術共同研究センター教授 
「MEMS 研究の動向」（2002.8） 
 96)伊藤 正男 理化学研究所脳科学総合研究センター所長 
「脳科学と教育」（2002.9） 
 97)小泉 英明 日立製作所基礎研究所・中央研究所主管研究長 
「脳科学と教育」（2002.10） 
 98)小幡 純子 上智大学法学部教授 
「先端科学技術の発展と法律学の諸課題―ゲノム応用時代の技術と法制―」（2002.9） 
 99)前田  昇 客員研究官 高知工科大学大学院工学研究科教授 
「地域産業集積（クラスター）の欧米事例と日本の課題―ハイテクベンチャーが起こし
はじめた日本の産業変革―」（2003.1） 
100)御園生 誠 工学院大学工学部環境化学科教授 
「グリーンケミストリー（持続的社会の科学技術）の目指すべきもの」（2002.10） 
101)小堀 幸彦 (株)シュタインバイス・ジャパン代表取締役 
「独国における産学共同方式による支援制度」（2003.2） 




104)佐野 睦典 イノベーション・エンジン(株)代表取締役社長 
「日本のナノテク・ベンチャーを開花させる駆動力は何か」（2003.5） 
105)藤江 幸一 豊橋技術科学大学エコロジー工学系教授 
「ゼロエミッション研究―生存戦略と研究戦略―」（2003.5） 
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107)佐久間健人 東京大学大学院新領域創成科学研究科物質系専攻教授 
「日本金属学会の材料戦略と展望」（2003.1） 
108)馬場 嘉信 徳島大学薬学部教授，産業技術総合研究所単一分子生体ナノ計測研究ラボ  
長 
「次世代ナノバイオデバイス研究の最前線と今後の展開」（2003.5） 
109)岩井  洋 東京工業大学フロンティア創造共同研究センター教授 
「日本にとってのシリコン半導体デバイス研究開発の重要性とその戦略」（2002.12） 
110)橋爪  誠 九州大学大学院医学研究院教授 
「医療現場における工学的革新～最先端の医療現場は大きく変わろうとしている～」
（2003.4） 




「2000 年から 2010 年へのゲノム革命とそれに対応する研究組織のあり方」（2003.7） 
113)河田 惠昭 京都大学防災研究所巨大災害研究センターセンター長・教授 
「自然災害への備えと危機管理」（2003.5） 
114)中尾 一和 京都大学大学院医学研究科内科学講座教授 
「我国の Physician Scientist（臨床医科学者）と Translational Medicine の困難な現
状」（2003.7） 
115)Dr. R. Kircher General Manager, Siemens K. K. Technology Dep. 
「Research & Development for Sustainable Energy & Water Supply」（2003.5） 
116)江尻 正員 工学博士，元日立製作所中央研究所／機械研究所技師長 
「ロボティックス推進のための課題と展望」（2003.7） 
117)工藤 和彦 九州大学工学研究院エネルギー量子工学部門 
「原子力分野の人材育成の現状と課題」（2003.8） 




120)中野 幸紀 関西学院大学総合政策学部教授 
「ヨーロッパにおける情報市民社会」（2003.7） 
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123)塚本 弘範 Senior Research Scientist, Yale University 
「Research Activities of Semiconductor Optical Routing Devices at Yale University」
（2003.7） 
124)野本 明男 東京大学大学院医学系研究科教授 
「ウイルス感染症～ポリオから SARS まで～」（2003.8） 
125)Dr. Martyn Field Laboratory Manager, Hitachi Dublin Laboratory 
「Bioinformatics Research in Europe and Hitachi Dublin」（2003.10） 
126)佐伯 元司 東京工業大学情報理工学研究科教授 
「ソフトウェア要求工学の現状と動向」（2003.10） 
127)西  義雄 スタンフォード大学電気工学科研究教授，集積化システムセンターリサー
チディレクター兼ナノファブリケーションファシリティディレクター 
「ナノテクノロジーを発展させるために産学連携はどうあるべきか」（2003.10） 
128)橋本 易周 (株)メディビック代表取締役社長，(株)ジェネティックラボ取締役 
「日本発のバイオベンチャーの可能性―札幌，神戸，シリコンバレーにおける起業から
―」（2003.3） 
129)青木 由直 北海道大学大学院工学研究科教授 
高橋 昭憲 (株)データクラフト代表取締役 
「札幌 IT クラスターの現状と課題」（2004.3） 
130)北野 宏明 ソニーコンピュータサイエンス研究所取締役副所長 
「システムバイオロジーの展望」（2003.7） 
131)Mr. John L. Hill Standards Strategist Sun Microsystems 
「ICT Standardization:A Critical View and Action Plan」（2003.11） 
132)多々良和誠 東京大学大学院工学系研究科教授 
「小さな RNA がバイオ･医学の世界を変える」（2003.9） 
133)上田  実 名古屋大学大学院医学系研究科教授，東京大学医科学研究所 教授 
「再生医療の現状とその実用化に向けた課題」（2004.2） 
134)五箇 公一 国立環境研究所侵入生物研究チーム総合研究官 
「侵入生物がもたらす生物多様性攪乱」（2004.04）  
135)久間 和生 三菱電機(株)先端技術総合研究所長 
「新事業構築と産学連携」（2004.04） 
136)ランドル・ケインズ：ダーウィン・トラスト理事 
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138)林   晋 神戸大学工学部情報知能工学科教授 
「ソフトウェア工学で流行する『日本型』生産法」（2004.06）  
139)石黒 武彦 同志社大学ヒューマンセキュリティ研究センターフェロー 
「『インパクトファクター』の実像と学術雑誌のあり方」（2004.06）  
140)柘植 綾夫 三菱重工業(株)常務取締役技術本部長 
「価値創造型もの創り立国強化を目指した政策提言」（2004.05） 
141)安田 幸夫 高知工科大学総合研究所教授（名古屋大学名誉教授） 
榊  裕之 東京大学生産技術研究所教授 
森野 明彦 (株)半導体先端テクノロジーズ社長 
「革新的なナノテクノロジー研究を日本の将来にいかすために」（2004.6） 
142)西口  浩 衛星測位システム協議会事務局長 
「国家戦略としての準天頂衛星の有用性」（2004.09）  
143)鈴木 正昭 岐阜大学大学院医学研究科教授 
「人の中の分子を見る―分子イメージング研究の重要性と推進―」（2004.10） 
144)Prof. Jen-Shin Chang:McMaster University 
「独立行政法人化による大学における研究の位置づけ―カナダの大学の事例―」
（2004.11） 
145)仁田 周一 育英工業高等専門学校専攻科東京農工大学名誉教授 
「先端技術を支える規格・標準化の活動／技術―世界との比較」（2004.11） 
146)馬場 靖憲 東京大学先端科学技術研究センター教授 
七丈 直弘 東京大学大学院情報学環特任助教授 
鎗目  雅 東京大学先端科学技術研究センター助手 
「光触媒研究者コミュニティのネットワーク分析―科学技術政策における可能性―」
（2004.7） 
147)津田 一郎 北海道大学大学院 理学研究科教授 
儀我 美一 北海道大学大学院 理学研究科教授 
「数学に何が出来るか―なぜ科学技術に重要か，どうすれば有効に活用できるか―」
（2004.11） 
148)Ms. Noncedo Vutula 南アフリカ共和国科学技術省研究情報課課長 
「南アフリカ共和国の科学技術政策と動向」―South Africa Science and Technology 
Policy and Trend―」（2004.12） 
149)持田  勲 日本エネルギー学会長・九州大学特任教授（産学連携センター） 
「日本のエネルギー環境産業技術の基盤と開発の動向―化石資源とくに石炭に注目して
―」（2005.1） 
150)植田 一博 東京大学大学院総合文化研究科 




- 162 - 
151)菅  裕明 東京大学先端科学技術研究センター教授 
「「切磋琢磨型」アカデミズムの重要性」（2005.3） 
152)佐藤 源之 東北大学東北アジア研究センター教授 
「地中レーダによる人道的地雷探知技術開発として波及効果―先進技術を通じた国際貢
献の事例として―」（2005.6） 
153)神原 秀記 (株)日立製作所フェロー 
「DNA 解析技術の進歩と今後の発展」（2005.4） 






156)加藤 醇子 クリニック・かとう 
宇野  彰 筑波大学大学院 
藤堂 栄子 特定非営利活動法人エッジ 
品川 裕香 ノンフィクションライター  
「神経学的要因による読み書き困難に対する多方面からの支援」（2006.1） 
157)Dr. Daniel Mellet-d'Huart National Association for Adult Vocational Training 
France 
「From Virtual Reality to Actual Reality:Using Virtual Reality for Learning」（2005） 





160)Doron Weber スローン財団 PUST プログラムマネージャー 
「科学技術者のイメージ メディアを通したイメージアップは可能か―」（2005.7） 
161)Mr. Peter Hohmann （株）日立製作所ヨーロッパ・デザインセンター長 
「Face of the Future (Face del Futuro)」（2005.7） 
162)Dr. Carel van der Poel, Ph. D.  
「Philips Research Leuven :Semiconductor Research and Open Innovation at IMEC」
（2005.8） 
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164)鎌土 重晴 長岡技術科学大学教授 
「次世代構造材料として期待される Mg 合金の研究開発動向と今後の課題及び展望」
（2005.9） 
165)松波 弘之 （独）科学技術振興機構研究成果活用プラザ京都館長，京都大学名誉教授 
「パワーデバイス用 SiC 半導体材料の現状，課題と展望」（2005.9） 
166)一ノ瀬俊明 （独）国立環境研究所地球環境研究センター主任研究員 
藤井  光 九州大学大学院工学研究院助教授 
「ヒートアイランドに関する最近の研究について」（2005.12） 
167)久世 和資 日本アイ・ビー・エム（株）東京基礎研究所所長 
「サービス・サイエンスの意義と将来展望」（2005.12） 
168)徐  向東 キャストコンサルティング（株）代表取締役社長 
「中国新“中間層”台頭」（2006.1） 
169)深尾 京司 一橋大学経済研究所教授 
「全要素生産性と経済・科学技術政策」（2006.1） 
170)都河 明子 東京医科歯科大学留学生センター教授 
「科学技術分野における多様な人材登用について―女性研究者及び留学生の視点から
―」（2006.2） 
171)広井 良典 千葉大学法経学部教授 
「「定常型社会」における科学・技術の展望―｢科学とケア｣という視点を踏まえて―」
（2006.2） 
172)J. L. Valles 欧州委員会研究総局 G3 部（材料担当）部長 
「The Materials and Nanotechnology Policy of the European Commission（欧州委員
会の材料・ナノテク政策）」（2006.2） 
173)Dr. Neil Britton, Ph. D. Team Learder EdM-NIED Kobe 
「Disaster Management in Japan and New Zealand:Diggerences and Similarities」
（2006.2） 
174)藤田 和男 芝浦工業大学 MOT 専門職大学院工学マネジメント研究科教授 
「石油・ガス資源開発における先端技術―資源量･生産能力評価にどのような影響を与え
るか―」（2006.3） 
175)Prof. L. E. Scriven University of Minnesota 
「 U.S.National  Science  Foundation's  Engineering  Research  Center 
Scheme-Retrospective by a leading participant-」（2006.3） 
176)北野  大 淑徳大学国際コミュケーション学部教授 
「どのような豊かさを求めるか―環境破壊と文明の崩壊を視点にして」（2006.3） 
177)藤本  元 同志社大学工学部エネルギー機械工学科教授 
「世界のエンジン研究の実態及び日本の大学の理工系教育の問題点」（2006.3） 
178)赤川  学 信州大学人文学部教授 
「少子化を前提としたこれからの社会を構築する」（2006.4） 
(1)研究実績 
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178)小川眞里子 三重大学人文学部教授 
「女性の科学キャリアに関するワークショップ2005―注目すべき話題と日本からの報告
―Gender and science:Glimpses from India and Asia」（2006.5） 
180)喜多 千草 関西大学総合情報学部 
「開発思想・技術アジェンダ・設計：インターネットの開発思想史を事例に」（2006.8） 
181)林   晋：京都大学大学院文学研究科教授 
「科学技術に｢思想」は必要か」（2006.8） 
182) Giuseppe Riva：Cattolica del Sacro Cuore大学、心理学部 Institute Auxologico 
Italiano 神経心理学・応用技術研究所 
「From Technology to Health:How to use advanced technologies to improve the 
quality of life」（2006.8） 
183)戸田山和久 名古屋大学情報科学研究科教授 
「科学における哲学的思想の役割」（2006.8） 
184)浅田  稔 大阪大学大学院工学研究科 
「認知ロボティクスによる脳と心の理解の試み」（2006.8） 
185)天野 明弘 兵庫県立大学副学長 
「環境問題と市場経済システムのあり方」（2006.6） 
186)樋口 美雄 慶應義塾大学商学部教授 
「少子高齢化が日本経済･地域社会に与える影響」（2006.5） 
187)今道 友信 東京大学名誉教授哲学美学比較研究国際センター長、英知大学教授 
「科学技術と倫理―21 世紀の課題―」（2006.7） 
188)李  恩京 韓国国立全北大学文化研究センター長 
「韓国女性科学者･技術者―成長と政府支援策」（2006.7） 
189)高見  豊 日本野外生活推進協会会長 
「日本におけるスウェーデンの環境教育の展開―自然の循環を学ぶ森のムッレ教室―」
（2006.8） 
190)岩坂 泰信 金沢大学教授 
「黄砂の科学と黄砂問題」（2006.9） 
191)石黒  周 研究開発型 NPO 振興機構理事、ロボカップチーフビジネスオフィサー、国
際レスキューシステム研究機構理事 
「新たな研究推進の仕組み―NPO 型分散研究システム―」（2006.10） 
192)津川 定之 名城大学理工学部教授 
古川  修 芝浦工業大学システム工学部教授 
「ITS 技術による環境負荷低減と安全・安心の街づくりについて」（2006.11） 
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194)Mr. Herve PERO 欧州委員会研究拠点ユニット長 
Pref. John WOOD 欧州研究員インフラ戦略フォーラム議長 
「European Roadmap for Research Infrastructures」(欧州の研究インフラに関するロ
ードマップ)（2006.12） 
195)丸山  宏 日本アイ・ビー・エム(株)東京基礎研究所所長 
「今後のイノベーションはどこへ向かうか～IBM 社 Global Innovation Outlook ～」
（2006.12） 
196)高増  潔 東京大学大学院工学研究科教授 
高谷 裕浩 大阪大学大学院工学研究科教授 




198)井口  泰 関西学院大学経済学部教授、少子経済研究センター長 
「東アジアを中心とする人材移動と日本の人材開発戦略―外国人政策と受入れ基盤の整
備に向けて―」（2007.1） 
199)Dr. David W. Lightfoot 米国国立科学財団（NSF）社会・行動・経済科学局（SBE）局
長 
「科学政策のための科学：米国 NSF のイニシアティブ」（2007.2） 
200)Bruno Berge, Ph.D. Research Director, Varioptic 
「Varioptic, liquid lenses for miniature cameras:from the lab to industry」（2007.2） 









  1)ソフト系科学技術に関する調査報告書 
（第 1調査研究グループ，1989.3） 
  2)第 1 回科学技術政策研究国際コンファレンス予稿集[英文]（1990.2） 
  3)日本の科学技術政策史 
（科学技術政策史研究会編集，科学技術政策研究所監修，1990.12） 
  4)NISTEP Review Vol.1[注]（1990.12） 
  5)第 1 回科学技術政策研究国際コンファレンスプロシーディングス[英文] 
（猪瀬  博，児玉 文雄，川崎 雅弘編集，1991.1） 
(1)研究実績 
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  6)第 2 回科学技術政策研究国際コンファレンス予稿集[英文]（1991.1） 
  7)NISTEP Review Vol.2[注]（1992.3） 
  8)第 2 回科学技術政策研究国際コンファレンスプロシーディングス[英文] 
（岡村 総吾，野中郁次郎，村上 健一編集，1992.3） 
  9)第 3 回科学技術政策研究国際コンファレンス予稿集[英文]（1992.3） 
 10)日・米・欧における科学技術に対する社会意識に関する比較調査 
（第 2調査研究グループ，1992.3） 
 11)第 3 回科学技術政策研究国際コンファレンスプロシーディングス[英文] 
（岡村 総吾，坂内富士男，野中郁次郎編集，1993.3） 
 12)新世紀の深みのある政策展開を目指して―科学技術政策研究所創立 10 周年記念誌― 

















 科学技術政策研究所では、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（2005 年 3 月内閣総理大臣
決定、以下「大綱的指針」）、及び「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」（2005
年 9 月策定、以下「文部科学省指針」）を踏まえ、研究所の機関としての運営全般の評価等を行う
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1-4 評価委員選任の経緯 
 評価委員の選任に関しては、「科学技術政策研究所機関評価委員会設置要領」（2005 年 11 月 17
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 このような調査研究活動の拡大と並行して、2005 年 2 月に AAAS にてセッションを設定し、調
査研究成果を海外へアピールし、また 2006 年 1 月には日中韓の政策研究機関による日中韓科学技
術政策セミナー2006 を主催するなどの国際活動を活発に実施してきている。また、社会のアクセ
プタンスを目的とするようなシンポジウムの開催も効果があったと評価する。 
 なお、前回の評価対象期間の後半 1年間（2001 年 12 月～2002 年 11 月）と今回の評価対象期間
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（対応状況） 
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（MOU）の締結等を通じ、相応の重点化が図られ、欧米主要国を中心とした連携・協力から、近年
はアジア諸国との交流強化に移行してきている。2003 年、2004 年度は 15 機関程度と研究協力覚

































5-1 第 4 期科学技術基本計画策定等において果たす役割 











 具体的には、2006 年度から第 3期基本計画の開始に合わせてその実施状況や達成効果を把握す
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5-3 イノベーションに係る調査研究 
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3-2 個別調査研究 
(1)科学技術システムに係る調査研究 
 第 3 期科学技術基本計画では、イノベーション重視などアウトカム志向を強く打ち出している。

















 イノベーションに係る問題は、科学技術システムに含まれるものであるが、第 3 期科学技術基
本計画で特に重視されていることを踏まえ、特に重点的に取り組んでいく。 



































(5)第 3 期科学技術基本計画のフォローアップに資する調査研究 
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(4)顧 問（五十音順，2007 年 3 月 31 日現在） 
阿部 博之       (独)科学技術振興機構顧問 
有馬 朗人       (財)日本科学技術振興財団会長 
生駒 俊明       国立大学法人一ツ橋大学大学院国際企業戦略研究科客員教授 
井村 裕夫       (独)科学技術振興機構顧問 
小野 元之       (独)日本学術振興会理事長 
川崎 雅弘       (財)リモート・センシング技術センター専務理事 
中原 恒雄       住友電気工業(株)顧問 
中村 桂子       JT 生命誌研究館館長 
吉川 弘之       (独)産業技術総合研究所理事長 
吉村  融       国立大学法人政策研究大学院大学長 
 
(5)機関評価委員（五十音順 2007 年 3 月 31 日現在） 
委員長  池上 徹彦  (独)産業技術総合研究所理事・宇宙開発委員会委員 
委 員  相澤 益男  国立大学法人東京工業大学長 
委 員  小林  健  日本政策投資銀行中国支店長 
委 員  隅藏 康一  国立大学法人政策研究大学院大学助教授 
委 員  高橋真理子  朝日新聞社科学医療部次長 
委 員  都河 明子  国立大学法人東京医科歯科大学留学生センター教授 
委 員  中島 尚正  (独)産業技術総合研究所理事・臨海副都心センター所長 
委 員  中村 道治  (株)日立製作所執行役副社長 
委 員  原山 優子  国立大学法人東北大学大学院工学研究科教授  
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(6)職員名簿 
  所  属       職  名         氏  名    在 職 期 間 
所長                       國谷  実  H18.3.17～ 
総務研究官                    桑原 輝隆  H17.4.1～ 
総務課         課長           佐々木照一  H16.8.1～H19.3.31 
            課長補佐    併    古川 絶不  H17.10.1～H18.10.9 
            課長補佐    併    手代木祐一  H18.10.10～ 
            情報係長    併    石黒 裕康  H18.4.1～ 
            庶務係長         野村  崇  H17.10.1～ 
            主任      併    五島登美子  H17.7.1～ 
            主任           神田由美子  H17.7.1～ 
            経理係長         小田  剛  H17.5.1～ 
            用度係長    併    古川 絶不  H17.10.1～H18.10.9 
            用度係長    併    手代木祐一  H18.10.10～ 
                         佐藤 博俊  H16.11.1～ 
            自動車運転手       浅野 一夫  H16.7.1～ 
            事務補助員        山田 直子  H15.11.17～H19.3.30 
            事務補助員        及川 美保  H16.4.1～H19.3.30 
            事務補助員        谷村 幸枝  H17.4.1～H19.8.31 
            事務補助員        秋山紀代美  H18.8.17～H19.3.30 
            事務補助員        齋藤 弥生  H19.1.1～H19.3.30 
            事務補助員        佐藤  愛  H19.1.1～H19.3.30 
企画課         課長           犬塚 隆志  H17.7.22～H18.6.30 
            課長           松室 寛治  H18.7.1～ 
            課長補佐         安達  勝  H16.9.30～H19.3.31 
                    併    阿部 浩一  H17.4.1～H17.7.31 
            国際研究協力官      三森八重子  H18.7.1～ 
            企画係長         細坪 護挙  H18.1.1～ 
                         相原 佑康  H18.4.1～H19.3.31 
            業務係長         宮本 祐吾  H9.1.1～ 
                         秋田のぞみ  H13.12.1～ 
            事務補助員        鈴木恵理子  S61.12.25～H19.3.30 
            事務補助員        飯山 聖美  H16.4.1～H18.12.10 
科学技術基盤調査研究室 室長      併    富澤 宏之  H18.4.1～ 
            室長補佐    併    石橋 英二  H18.4.1～ 
            研究官          蛯原 弘子  H18.4.1～ 
                    併    細坪 護挙  H18.4.1～ 
                    併    神田由美子  H18.4.1～ 
(6)職員名簿 
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                    併    阪  彩香  H18.4.1～ 
            事務補助員        樋渡亜矢子  H18.4.1～H19.3.30 
科学技術動向研究    センター長   併    桑原 輝隆  H17.4.1～ 
センター        主任研究官        光盛 史郎  H18.4.1～ 
            主任研究官        柿崎 文彦  H17.7.1～ 
            主任研究官        大森 良太  H14.7.1～ 
                                 H16.7.1～H19.3.30 
                                (研究休職) 
                                H19.3.31 
            主任研究官        伊藤 裕子  H14.10.1～ 
            主任研究官        藤井 章博  H15.6.1～ 
            主任研究官        石井加代子  H16.4.1～ 
                        主任研究官        伊神 正貫  H17.5.1～ 
                                H17.6.30～ 
                               （経済協力開発機構へ派遣） 
            研究員          阪  彩香  H17.4.1～ 
            研究員          金間 大介  H18.1.1～ 
            上席研究官        奥和田久美  H14.7.1～ 
            上席研究官        横尾 淑子  H15.1.1～ 
            上席研究官        池田 一壽  H18.4.1～ 
            上席研究官        山本 桂香  H15.6.1～H19.3.31 
            上席研究官        浦島 邦子  H15.6.16～ 
            上席研究官        重茂 浩美  H18.1.1～ 
            上席研究官        渡辺 政隆  H18.3.1～ 
            事務補助員        村井 ルミ  H13.1.6～H18.9.30 
            事務補助員        坂本  馨  H15.3.17～H19.3.19 
            事務補助員        香月理恵子  H15.4.1～H18.12.31 
            事務補助員        秋山紀代美  H15.6.24～H18.8.16 
            事務補助員        後藤 麻理  H18.4.1～ 
            事務補助員        佐々木明子  H18.4.1～ 
            事務補助員        宮田 春奈  H18.8.7～ 
            事務補助員        梅澤真理奈  H18.8.7～ 
            事務補助員        関 祐美子  H18.10.1～ 
第 1 研究グループ    総括主任研究官 事取   桑原 輝隆  H17.4.1～ 
            主任研究官        伊地知寛博  H19.3.31 
            研究員          近藤 章夫  H17.8.1～ 
                    併    安達  勝  H17.4.1～H19.3.31 
            事務補助員        下田眞奈美  H6.4.2～H19.3.30 
(6)職員名簿 
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 第 2 研究グループ   総括主任研究官 事取   桑原 輝隆  H17.4.1～ 
            主任研究官        上野  彰  H18.6.1～ 
            主任研究官        富澤 宏之  H8.10.1～ 
            研究員          上野  泉  H16.4.1～H19.3.31 
            研究員          大西宏一郎  H18.8.1～ 
            事務補助員        清水佳津子  H11.11.1～H19.3.30 
第 1 調査研究グループ  総括上席研究官      今井  寛  H14.7.10～H18.6.30 
            総括上席研究官      佐藤 真輔  H18.7.1～ 
            上席研究官        治部 眞里  H17.4.1～ 
            上席研究官        三浦有紀子  H15.1.1～ 
            上席研究官        下村 智子  H16.7.1～ 
            上席研究官        三須 敏幸  H17.12.1～ 
                    併    安達  勝  H18.5.1～H19.3.31 
            事務補助員        大貫佐知子  H5.7.1～H19.3.30 
第 2 調査研究グループ  総括上席研究官心得    渡辺 政隆  H18.4.1～H19.2.28 
            総括上席研究官 併    佐藤 真輔  H19.3.1～ 
            上席研究官        安高 志穂  H18.4.1～ 
            上席研究官        東田 尚子  H18.3.1～ 
            研究官          中村 征樹  H18.3.1～ 
            事務補助員        大釜 陽子  H11.9.1～H18.8.4 
            事務補助員        鈴木 敏子  H18.7.10～ 
第 3 調査研究グループ  総括上席研究官 併    桑原 輝隆  H18.4.1～H18.4.30 
            総括上席研究官      渡邊 康正  H18.5.1～ 
            上席研究官        阿部 浩一  H17.4.1～H18.6.30 
            上席研究官        三橋 浩志  H18.8.1～ 
            上席研究官        鈴木  均  H17.11.1～ 
            上席研究官        古川 絶不  H17.10.1～H18.10.9 
            上席研究官        手代木祐一  H18.10.10～ 
            研究官          金田  剛  H17.4.1～H19.3.31 
            研究官          青木 勝一  H17.4.1～H19.3.31 
            研究官          五島登美子  H17.7.1～ 
            研究官          石黒 裕康  H18.4.1～ 
                    併    柿崎 文彦  H9.7.16～ 
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(7)特別研究員（五十音順） 
今田  順    東京電力(株) 
河本  洋    (株)トヨタテクノサービス 
塩谷 景一    三菱電機(株) 
竹内 寛爾    ソニー(株) 
辻野 照久    (独)宇宙航空研究開発機構 
福島 宏和    (株)堀場製作所 




伊澤 達夫    NTT エレクトロニクス(株)取締役相談役 
石井 正道    元科学技術政策研究所上席研究官 
石井 利和    長崎大学国際連携研究戦略本部副本部長 
市川 道教    ブレインビジョン(株)代表取締役社長 
伊地知寛博    一橋大学イノベーション研究センター助教授 
伊藤 秀史    一橋大学大学院商学研究科教授 
今井  寛    筑波大学大学研究センター 
今村  努    (独)海洋研究開発機構理事 
岩佐 朋子    横浜市立大学国際総合科学部経営科学系準教授 
植弘 崇嗣    (独)国立環境研究所主任研究企画官室国際室長 
臼田裕一郎     (独)防災科学技術研究所防災システム研究センター研究員 
内田  治    東京情報大学総合情報科学部環境情報学科助教授 
内丸 幸喜    東北大学教授未来科学技術共同研究センター副センター長 
遠藤 達弥    財団法人全日本地域研究交流協会研究交流課長 
大須賀 壮    理化学研究所研究プリオリティー会議研究政策企画員 
大橋  弘    東京大学大学院経済学研究科助教授 
小笠原 敦    (独)産業技術総合研究所東京本部主任研究員 
小川 義和    国立科学博物館展示・学習部学習課長 
小倉  康    国立教育政策研究所教育課程研究センター総括研究官 
小澤  徹    北海道大学大学院理学系研究院教授 
小田切宏之    一橋大学大学院経済研究科教授 
梶本 哲也    京都薬科大学薬品部助教授 
勝木 元也    自然科学研究機構基礎生物学研究所所長 
金澤 一郎    国立精神・神経センター総長 
亀岡 秋男    北陸先端科学技術大学院大学知識科学研究科教授 
川本 克也    (独)国立環境研究所循環型社会形成推進・廃棄物研究センター室長 
菊池 正紀    (独)物質・材料研究機構生体材料センター主任研究員
(8)客員研究官 
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木下 栄蔵    名城大学都市情報学部教授 
木村 政司    日本大学芸術学部教授 
工藤 君明    (独)海洋研究開発機構海洋工学センター研究支援部調査役 
黒川 利明    (株)CSK フェロー 
香月祥太郎    立命館大学情報理工学部教授 
古賀 款久    関西大学経済学部助教授 
後藤  晃    東京大学先端科学技術センター教授 
近藤 正幸    横浜国立大学教授 
佐伯 浩治    政策研究大学院大学教授 
榊  裕之    東京大学生産技術研究所教授 
坂村  健    東京大学大学院情報学環・学際情報学府教授 
品川 萬里    日興コーディアル証券(株)顧問 
篠崎 香織    東京富士大学経営学部専任講師 
柴  雅和    広島大学・大学院工学研究科教授 
清水 麻記    九州大学大学院工学研究院子どもプロジェクト学術研究員 
下田 隆二    東京工業大学フロンティア創造共同研究センター教授 
須賀 晃一    早稲田大学政治経済学部教授 
鈴木  潤    芝浦工業大学大学院工学マネジメント研究科教授 
鈴木 宏昭    青山学院大学文学部教授 
角南  篤    政策研究大学院大学助教授 
角南 英夫    広島大学ナノデバイス・システム研究センター教授 
曽和 義広    京都府立医科大学予防医学教室講師 
瀧澤 隆俊    (独)海洋研究開発機構地球温暖化情報観測研究プログラムディレクター 
竹村 誠洋    (独)物質・材料研究機構国際・広報室次長 
多田 国之    元東レ(株)研究・開発企画部主幹 
刀川  眞    室蘭工業大学情報メディア情報センター教授 
立野 公男    (株)日立製作所中央研究所主任研究員 
茶山 秀一    (独)理化学研究所横浜研究所研究推進部次長 
中馬 宏之    一橋大学イノベーション研究センター教授 
塚原 修一    国立教育政策研究所高等教育研究部長 
道正 久春    日本原子力研究開発機構客員研究員 
長坂 俊成    (独)防災科学技術研究所防災システム研究センター主任研究官 
永田 晃也    九州大学大学院経済学研究院助教授 
中野 幸紀    関西学院大学総合政策学部教授 
永野  博    科学技術振興機構研究開発戦略センター上席フェロー 
中山 保夫    三菱電機(株)社会インフラ事業本部社会インフラ技術部部長代理 
新田 裕史    国立環境研究所 PM2.5DEP 研究プロジェクト疫学・曝露評価研究チーム総合 
         研究官 
(6)客員研究官 
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丹羽冨士雄    政策研究大学院大学教授 
野長瀬裕二    山形大学大学院理工学研究科教授 
橋本 哲一    日経 BP 社テクニカルライター 
長谷川光一    吉備国際大学政策マネジメント部知的財産マネジメント学科非常勤講師 
畑村洋太郎    工学院大学国際基礎工学科教授 
馬場 錬成    科学ジャーナリスト 
浜田 真悟    (独)産業技術総合研究所研究員 
林   晋    京都大学大学院文学研究科教授 
林  和弘    社団法人日本化学会学術情報部課長 
日高 一義    日本アイ・ビー・エム(株)東京基礎研究所部長 
日引  聡    (独)国立環境研究所社会環境システム研究領域主任研究員 
平野 千博    政策研究大学院大学教授 
弘岡 正明    テクノ経済研究所代表 
深尾 京司    一橋大学経済研究所教授 
福川 信也    長崎県立大学経済学部講師 
福島 真人    東京大学大学院総合文化研究科助教授 
福田 和彦    元昭和電工(株)技術本部スタッフマネージャー 
藤岡換太郎    (独)海洋研究開発機構地球内部変動研究センター特任研究員 
藤村 修三    東京工業大学イノベーションマネジメント研究科教授 
札抜 宣夫    (株)半導体理工学研究センター社長付戦略担当部長 
札野  順    金沢工業大学工学部教授 
古旗 憲一    (独)科学技術振興機構企画調査室調査役 
邊牟木尚美    (独)国立美術館国立西洋美術館学芸課保存修復室金属文化財修復補佐 
細野 光章    東京工業大学産学連携推進本部文科省産学連携コーディネーター兼 
         特任助教授 
袰岩  晶    明治学院大学非常勤講師 
前田  昇    大阪市立大学大学院創造都市研究科都市ビジネス専攻教授 
牧山 康志    医療法人道守会会田記念リハビリテーション病院医師 
増井  徹    (独)医薬基盤研究所生物資源研究部門 JCRB 細胞バンク主任研究官 
松澤 孝明    神戸大学連携創造本部教授 
松原 美之    総務省消防庁消防研究センター研究統括官 
三森八重子    元英国大使館科学技術部上級科学担当官 
村田 直樹    横浜国立大学事務局長 
持田  勲    九州大学産学連携センター特任教授 
元橋 一之    東京大学大学院工学系研究科教授 
矢崎 敬人    工学院大学グローバルエンジニアリング学部機械創造工学科講師 
柳川 範之    東京大学大学院経済学研究科助教授
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山村 研一    熊本大学発生医学研究センター教授 
鎗目  雅    東京大学大学院新領域創成科学研究科人間環境学専攻助教授 
横田 慎二    (独)産業技術総合研究所技術情報部門シニアリサーチャー 
吉野 諒三    大学共同利用機関法人情報･システム研究機構統計数理研究所データ科学 
         系教授 
Lee Woolgar   東京大学先端科学技術研究センター客員研究員 
鷲見 芳彦    帝人(株)新事業開発グループ研究企画推進部先端バイオ企画担当部長 
渡辺 隆夫    (財)電力中央研究所エネルギー技術研究所上席研究員 
渡辺 泰司    東京大学医科学研究所教授 
②国際客員研究官 
山田  直    フリーランス・コンサルタント 
Luke Georghiou  英マンチェスター大学教授 
Steven Collins  米国ワシントン大学ボセル校准教授 
野原 博淳    仏国立労働経済学産業社会学研究所主任研究員 
Lee Woolgar   東京大学先端科学技術研究センター客員研究員 
 
(9)技術参与 
斉川 夏樹    KDDI(株) 
野村  稔    日本電気(株) 
 
(10)科学技術政策研究所の沿革 
1947 年 12 月 経済安定本部資源委員会事務局設置 
1949 年 06 月 （資源委員会は資源調査会へ改称） 
1952 年 08 月 （資源調査会は総理府の附属機関へ） 
1956 年 05 月 科学技術庁設置   
       資源調査会事務局は科学技術庁資源局となる。 
       （資源調査会は科学技術庁の附属機関へ） 
1968 年 06 月 資源調査所設置（科学技術庁資源局廃止） 
1988 年 07 月 科学技術政策研究所設置（資源調査所改組） 
2001 年 01 月 中央省庁の再編により文部省と科学技術庁が統合され文部科学省が発足。 
       （文部科学省の附属機関となる） 
       所内に科学技術動向研究センターを設置（第 4調査研究グループ改組） 
2002 年 07 月 永田町合同庁舎（千代田区永田町）から郵政事業庁庁舎（当時)（千代田区霞ヶ
関)移転 
2004 年 01 月 文部科学省ビル（千代田区丸の内)に移転） 
2006 年 03 月 情報分析課廃止（2006 年度「科学技術基盤調査研究室」へ改組） 








委員長   総務研究官           桑原 輝隆 
委 員   総務課            手代木祐一 
研究グループ       近藤 章夫 
研究グループ       上野  泉 
調査研究グループ     治部 眞里 
調査研究グループ     東田 尚子 
調査研究グループ     青木 勝一 
科学技術動向研究センタ  ー   池田 一壽 
科学技術基盤調査研究室    石橋 英二 
企画課            宮本 祐吾 
事務局   企画課 
編集・発行 文部科学省科学技術政策研究所広報委員会（年報担当：企画課） 
〒
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